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平成２１年(ﾜ)第１５３号霞ケ浦導水差止請求事件

口頭弁論終結日平成２６年１２月１９日

判決

当事者の表示別紙当事者目録記載のとおり

主文

１原告らの請求をいずれも棄却する。

２訴訟費用は原告らの負担とする。

第１請求

被告は，霞ヶ浦導水事業の那珂樋管について，工事を続行し，使用してはな

らない？

第２事案の概要

本件は，原告らが，国士交通省を事業主体とする霞ヶ浦，水戸市桜川の水質

浄化，那珂)'｜・禾Ｉ根川下流部の流水の正常な機能の維持及び新規都市用水の

開発を目的とする流況調整河川事業である霞ヶ浦導水事業（以下「本件事業」

という。）において，那珂川と霞ヶ浦の問に設けられる那珂導水路那珂樋管の

新設工事及び本件事業の運用開始によって，原告らが那珂川，個沼及び洞沼

）'|等において有する共同漁業権又は原告らの一部が有するサケの特別採補許

可に基づくサケ捕獲に関する慣習法上の漁業権（以下「本件漁業権等」とい

う。）の対象である魚介類が減少し，本件漁業権等が侵害される危険が目前に

迫っているとして，被告に対し，本件漁業権等に基づく妨害予防請求として

那珂導水路那珂樋管の新設工事の差止め及びその使用の禁止（以下，併せて

「本件差止請求」という。）を求めた事案である。

’前提事実（当事者間に争いがないか以下に褐記する証拠及び弁論の全趣旨に

より容易に認められる事実）
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(1)当事者等

ア原告ら

原告那珂)||漁業協同組合（以下「原告那珂川漁協」という。），原告那

珂)''第一漁業協同組合（以下「原告那珂川第一漁協」という。），原告緒

川漁業協同組合（以下「原告緒)||漁協」という。）及び原告大個沼漁業協

同組合（以下「原告大個沼漁協」という。）は，いずれも水産業協同組合

法に基づき設立された漁業協同組合であり，原告栃木県那珂川漁業協同組

合連合会（以下「原告那珂川漁協連合会」という。）は，同法に基づき設

立された漁業協同組合連合会であり，いずれも，水産資源の管理及び水産

動植物の増殖その他の事業を営むことによってその組合員又は会員のため

に直接の奉仕をすることを目的としている。

イ本件漁業権等

（ｱ）茨城県知事は，平成２５年１２月６日，原告那珂川漁協，同那珂川第

一漁協，同緒川漁協に対し，茨内共第１３号第５種共同漁業権を免許し

た（甲９８）。

対象となる漁業にはあゆ漁業が含まれており，漁業権の範囲は，別紙

１茨内共第１３号共同漁業権免許漁場図記載の起点乙とアとを結んだ線

から上流栃木県境までの那珂川及び緒川その他の支流の区域で，同記載

の起点第１ｏ号と(ｲ)とを結んだ線から上流の個沼川を除く範囲である

（甲９８）。

（ｲ）茨城県知事は，平成２５年１２月６日，原告那珂川漁協，同那珂川第

一漁協に対し，茨内共第２３号第１種共同漁業権を免許した（甲９９）。

対象となる漁業の名称にはしじみ漁業が含まれており，漁業権の範囲

は，別紙２茨内共第２３号共同漁業権漁場図記載の起点乙とアとを結ん

だ線から上流水戸市中河内町地先の千歳橋下流端までの那珂川及びその

支流の区域で，同図記載の起点第１０号と(ｲ)とを結んだ線から上流の洞
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沼川を除く範囲である（甲９９)。

(ｳ）栃木県知事は，原告那珂川漁協連合会に対し，平成２６年１月１日，

内共第１号第５種共同漁業権を免許した（甲１００)。

対象となる漁業の名称にはさくらます.やまめ漁業，あゆ漁業，うぐ

い漁業，うなぎ漁業及びかに漁業が含まれており，漁業権の範囲は，茨

城県境より上流の那珂川及び支流である（甲１００)。

に）栃木県知事は，原告那珂)Ⅱ漁協連合会に対し，平成２６年１月１日，

内共第２号第５種共同漁業権を免許した（甲１０１）。

対象となる漁業の名称にはさくらます.やまめ漁業，あゆ漁業，うぐ

い漁業及びうなぎ漁業が含まれており，漁業権の範囲は，茨城県境より

上流の押川及び支流の区域である（甲１Ｃｌ）。

(ｵ）栃木県知事は，原告那珂川漁協連合会に対し，平成２６年１月１日，

内共第２６号第５種共同漁業権を免許した（甲1ｏｚ)。

対象となる漁業の名称にはざくらます．やまめ漁業及びうぐい漁業が

含まれており，漁業権の範囲は，茨城県境より上流の栃木県内の栓山川

の区域である（甲１ｏ２）。

(力）茨城県知事は，原告大酒沼漁協に対し，平成２５年１２月６日，茨内

共第１４号第５種共同漁業権を免許した（甲１０９)。

対象となる漁業の名称には，うなぎ漁業及びあゆ漁業が含まれており，

漁業権の範囲は，別紙３茨内共第１４号共同漁業権漁場図記載の起点第

１ｏ号とイとを結んだ線から上流の個沼川（個沼を含む｡）及びその支

流の区域である（甲１０９)。

㈲茨城県知事は，原告大個沼漁協に対し，平成２５年１２月６日，茨内

共第２４号第１種共同漁業権を免許した（甲１１０）。

対象となる漁業の名称には，しじみ漁業が含まれており，漁業権の範

囲は，別紙４茨内共第２４号共同漁業権漁場図記載の起点第１０号とイ
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とを結んだ線から上流東茨城郡茨城町石崎地先の個沼大橋下流端までの

個沼)|’（個沼を含む｡）及びその支流の区域である（甲１１ｏ）。

茨城県知事は，平成２６年９月１７日，原告那珂川第一漁協に対し，

平成２５年９月１８日，同那珂川漁協に対し，それぞれ，水産資源保護

法２５条及び茨城県内水面漁業調整規則２５条で採捕が禁止されている

さけについて，水産資源保護法４条１項又は２項，漁業法６５条１項又

は２項，茨城県内水面漁業調整規則３４条に基づき，許可の有効期間を

各年の同月２０日ないし各年１２月２５日までとして，試験研究のため

の採捕を許可（以下「本件特別採捕許可」という。）をした（甲１０ｓ

及び１４７）。

前記許可において，建網による採捕の区域は，常陸大宮市野田地先の

那珂川，投網による採捕の区域は建網の設置場所から下流５０ｍまでの

間の区域，流し網（かさねさし網を除く）による採捕の区域は，ひたち

なか市と東茨城郡大洗町との間に架設された開門橋上流端から那珂市と

東茨城郡城里町との間に架設された千代橋下流端に至る那珂川，いくり

網（かさね網を除く）による採捕の区域は，ひたちなか市と水戸市との

間に架設された那珂湊大橋上流端から茨城県と栃木県の境界までの問の

那珂川（ただし，建網設置場所から下流１０００ｍの間の区域を除く。），

おとり網（掘づりを含む）による採捕の区域は，水戸市飯富町及び同市

下国井地先から茨城県と栃木県の境界までの間の那珂川（ただし，建網

設置場所から下流１０００ｍの間の区域を除く。），友釣り（掘づりを含

む）による採捕の区域は，東茨城郡城里町地先から茨城県と栃木県の境

界までの間の那珂川（ただし，建網設置場所から下流１０００ｍの間の

区域を除く。）である（甲１０７及び１０８）。

被告は，本件事業の事業主体である。

(ｸ）
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(2)霞ヶ浦，未Ⅲ根川，那珂川等の概況
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ア霞ヶ浦及びその流域の概要

（ｱ）霞ヶ浦は，茨城県の南東に位置する西浦（狭義の霞ヶ浦であり，以下

「霞ヶ浦」とも称する｡），北浦，北利根)||，外浪逆浦，常陸)|’（以下，

北禾'１根川，外浪逆浦及び常陸)||を総称して「常陸未'｣根川」という。）及

び鰐川の総称であり，その流域面積は約２１５７k㎡と茨城県全体の面積

の約３５％を占め，また，湖沼面積は約２２０kmi，平均水深は約４ｍ，

最大水深は西浦の約７ｍ，貯水容量は約８億５０００万㎡，湖水の滞留

時間が約２００日間であり，湖面積では琵琶湖に次ぐ国内第２位の規模

の湖である（乙已のｌないし３）。

霞ケ浦は，昭和４０年３月２４日，政令第４３号により，河川法４条

１項に定める水系である禾|]根川水系に係る－級河川に指定され，昭和４

２年５月２５日，建設省告示第１６９６号により，同法９条１項，２項

に基づく建設大臣直轄管理区間とされた（乙３及び４）。

（ｲ）霞ヶ浦における水質浄化対策

ａ茨城県では，霞ケ浦の水質保全を図るため，昭和５６年１２月２１

日茨城県条例第５６号(茨城県霞ケ浦の富栄養化の防止に関する条例。

平成１９年条例１６により「茨城県霞ヶ浦水質保全条例」に改称｡）

を制定し，昭和５７年９月１日茨城県告示第１２１８号霞ケ浦富栄養

化防止基本計画を策定し，その後，平成１４年３月１８日茨城県告示

第２７８号霞ケ浦富栄養化防止基本計画を策定した（乙２３ないし２

少

'

４のｌ及び２）。

同基本計画においては，最終的には別紙らの水質汚濁に係る環境基

準（環境基本法１６条により，公共用水域の水質汚濁に係る環境を保

全する上で維持することが望ましい基準として定められたもののう

ち，生活環境の保全に関する環境基準。乙２５の１）の水質（ＣＯＤ

（化学的酸素要求量）につき，日間平均値３．０ｍｇ/Ｌ以下（湖沼Ａ類
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型)）の達成を展望し，中期的には昭和４０年代前の水質（ＣＯＤに

つき，年間平均値で５ｍｇ／Ｌ以下）を目標とすることが定められてい

る。

b(a）霞ケ浦は，昭和６０年１２月，湖沼水質保全特別措置法３条に基

づき，指定湖沼及び指定地域として指定され，茨城県，千葉県及び

栃木県の３県は，霞ヶ浦に係る湖沼水質保全計画（第１期計画（昭

和６２年３月）第２期計画（平成４年３月），第３期計画（平成９

年３月），第４期計画（平成１４年３月），第５期計画（平成１９

年３月）を策定してきた（乙らの１ないし５）。

（b）茨城県，千葉県及び栃木県は，平成２４年３月，霞ケ浦に係る湖

沼水質保全計画（第６期）（以下「第６期水質保全計画」という。）

を策定した（乙２７０）。

第６期水質保全計画は，長期ビジョンとして，「泳げる霞ヶ浦」

（霞ケ浦の湖水浴場がにぎわっていた昭和４０年代前半の状況）及

び「遊べる河川」を実現するため，平成３２年度に全水域の平均値

でＣＯＤ５ｕｌｇ／Ｌ台前半の水質を目指すこととし，流域の生活排水

対策や畜産対策，更に農地・市街地等からの流出水対策等，全ての

汚濁発生源で例外なく排出負荷の削減に取り組むとともに，湖内湖

植生浄化施設（ウェットランド）の整備や湖岸植生・砂浜の保全・

再生等の湖内対策，浄化用水の導入等の対策を進めることとしてい

Ｐ

'

る。

また,長期ビジョンの実現に向け段階的に水質の改善を図るため，

５年ごとに，水質浄化に関する対策の進捗状況を検証・評価し，必

要な見直しを行うこととして，計画期間を平成２３年度ないし平成

２７年度の５年間としている。

第６期水質保全計画においては，前記計画期間内に達成すべき目
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標として，全水域のＣＯＤ平均値は７．４ｍｇ/Ｌ，霞ケ浦のＣＯＤ平

均値は７．３ｍｇ／Ｌとされている。

霞ヶ浦における水質保全対策においては，湖沼の水質の保全に資

する事業として下水道，農業集落排水施設及び浄化槽等の整備等並

びに湖沼等の浄化対策が計画されており，湖沼等の浄化対策として

は生態系の持つ自然浄化機能を活用した浄化対策，しゅんせつ，浄

化対策に関する調査研究及び浄化用水の導入を行うこととしてお

り，浄化用水の導入とは，本件事業の一部を意味している（乙２７

ｏ）。

イ禾Ｉ根川及びその流域の概要

禾１１根)||は，その水源を群馬県利根郡みなかみ町に位置する大水上山に発

し，赤谷川，片品)||，吾妻)||，烏)||，渡良瀬川等の支)||を合わせながら，

関東平野を北西から南東に貫き，千葉県野田市関宿地先で江戸川を分派し

た後，鬼怒)||，小貝川及び霞ヶ浦を合わせ，同県銚子市において太平洋に

注ぐ，幹)||流路延長約３２２km，流域面積約１万ＯＳ４０ｋｍｉの国内最大の

Ｆ

河川である（乙７）。

利根｣||は，昭和４０年３月２４日，政令第４３号により，河)||法４条１

項に定める水系である利根川水系に係る－級河川に指定され，同年３月２

９日，建設省告示第９０１号により，上流端を群馬県伊勢崎市とし，その

下流区間の約１８７．７kmの区間（ダム区間を除く。）が同法９条１項，２

項に基づく大臣直轄管理区間とされた（乙３，３９の１及び２）。

ウ那珂川及びその流域の概要

那珂川は，その水源を栃木県那須郡那須町に位置する那須岳に発し，栃

木県東部及び茨城県北部を横断し，余笹川，箒)||，荒川，緒川，藤井川，

桜川及び個沼川等の支川を合わせながら，茨城県ひたちなか市において太

'

平洋に注ぐ，幹川流路延長約１５０kln，流域面積約３２７０kmiの何)||であ
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る（乙１０）。

那珂)||は，昭和４１年３月２８日，政令第５０号により，河川法４条１

項に定める水系である那珂)||水系に係る－級河川に指定され，同日，建設

省告示第８９７号により，上流端を茨城県東茨城郡御前山村の那珂川大橋

とし，その下流区間が同法９条１項，２項に基づく大臣直轄管理区間とさ

れ，その後，昭和４２年５月２５日，建設省告示第１６９６号により，大

臣直轄管理区間の上流端が栃木県那須郡黒羽根町等まで延伸され，延長約

８５．５kmとなった（乙１１ないし１４）。

なお，那珂川河口から０．１ｋID地点を「海門橋地点｣，約１．１ｋm地点を

「湊大橋地点｣，約８．０km地点を「勝田橋地点｣，約１２．４１ｍ地点を「水

府橋地点｣，約１９．７k111地点を「下国井地点｣，約２０km地点を「国田橋

地点｣，約３８．３km地点を「野口地点」という（乙１３５）。

エ桜川及びその流域の概要

（ｱ）桜ﾉ||は，那珂川の支川の１つであり，その水源を茨城県水戸市に位置

する朝房山に発し，水戸市街地を貫流して那珂川に合流する，延長約１

３．１７k111,流域面積約７７．５kliの一級河川である（乙１６の１）。

桜)||は，昭和４１年３月２８日，政令第５０号により，何)||法４条１

項に定める水系である那珂)||水系に係る－級河川に指定され，同日建設

省告示第８９７号により，上流端を水戸市の千波大橋，下流端を那珂川

Ｐ

’

への合流点とし，その下流区間の約４．２kmが同法９条１項，２項に基

づく大臣直轄管理区間とされた（乙１１，１２及び１４）。

(ｲ）桜川の水質浄化対策

桜川及び千波湖においては，水質浄化を目的として，昭和６３年１０

月から，本件事業の運用開始までの暫定的な対策として，那珂川からか

んがいを目的として取水している渡里用水を利用した導水（渡里導水）

が行われており，那珂)||から桜川及び千波湖への導水量は，１．４㎡/秒
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以内である（乙２Ｓの１，２９，弁論の全趣旨)。

桜川及び千波湖の水質浄化については，平成１９年２月，国士交通省

・茨城県・水戸市及び市民団体で構成する桜川清流ルネッサンスⅡ地域

協議会により，「桜川清流ルネッサンスⅡ」が策定され，河川事業及び

下水道事業などを総合的に進めることによって実現することとされてい

る。そして，本件事業は，水環境の改善に関する施策の中の河川事業の

一つとして位置づけられており，本件事業により那珂)||の流水を桜川に

最大３㎡/秒注水するとともに，下水道の整備や流域対策等を講ずるこ

とにより，平成２７年に桜川の上流及び中流のＢＯＤ７５％水質値で５Ｐ

､19/Ｌ以下に，千波湖のＣＯＤ７５％水質値で８ｍｇ/Ｌ以下にすることを

計画目標としている（乙１５）。

オ個沼川及び個沼並びにその流域の概要

個沼)||は那珂川の支川の１つであり，その水源を茨城県笠間市に位置す

る国見山に発し，同県東茨城郡城里町南部を流下し，笠間市を南北に貫流

した後，同県東茨城郡茨城町を経て，個沼前)||及び寛政)||の支川を合流し

て個沼に流入し，その後，那珂川に合流する，一級何)||延長約６４．５km，

個沼を含む流域面積約４５８８kmiの河川である（乙１６の２)。

なお，那珂)||と個招)||との合流地点を「合流地点｣，約６km地点を「大

貫橋地点｣，約８km地点を「個沼湖尻地点｣，lOklll地点を「個沼下流地

点｣，約１２k,,,地点を「個沼湖心地点」という（乙１８０）。

(3)霞ヶ浦導水事業計画

ア霞ヶ浦導水事業

本件事業の目的は，那珂)||下流部霞ヶ浦及び利根川下流部を連絡する

流況調整河川を建設し，河川湖沼の水質浄化，既得用水の補給等流水の正

常な機能の維持と増進及び特別水利使用者に対する都市用水の供給の確保

を図り河川の流水の状況を改善することとされている（甲３，乙１９の１

'
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ないし４）。

イ計画の概要（甲３，乙１９の１ないし４，２０）

（ｱ）本件事業は，国土交通省を事業主体とする。

（ｲ）本件事業の施工区域は，茨城県水戸市渡里町地先の那珂川から同県石

岡市三村干拓地先の霞ヶ浦高浜沖を経て，同県士浦市湖北地先の霞ケ浦

士浦沖に至る延長約４３kmの第１導水路（以下「那珂導水路」という。）

及び同県稲敷市結佐地先の利根川から同市上須田地先の霞ケ浦麻生沖に

至る延長約２６kmの第２導水路（以下「利根導水路」という。）である。

（ｳ）本件事業の工事内容は，茨城県水戸市渡里町地先に位置する第１機場

（以下「那珂機場」という。），同市河和田町地先に位置する桜川機場，

同県石岡市三村干拓地先に位置する第２機場(以下｢高浜機場」という。）

及び同県稲敷市結佐地先に位置する第３機場(以下｢利根機場」という。）

並びに那珂導水路及び利根導水路の建設である（乙１，１９の１ないし

４）。

（ｴ）本件事業は，前記２本の導水路により，那珂川下流部から最大１５㎡／

秒，利根川から最大２５㎡/秒を霞ヶ浦に導水することにより，霞ヶ浦

の水質浄化を図り，更に那珂)||からの導水量のうち最大３㎡/秒を桜川

に導水することにより，桜川等の水質浄化を図るものである。

また，那珂)||の渇水時には，利根)||下流部及び霞ヶ浦から那珂川下流

部へ最大１１㎡/秒を，また，禾U根川の渇水時には，那珂)||下流部及び

霞ケ浦から利根｣||下流部へ最大２５㎡/秒を導水することにより，那珂

川下流部及び禾'１根)||下流部の既得用水の補給等流水の正常な機能の維持

と増進を図るものである。

さらに，那珂川，霞ヶ浦及び禾'｣根川の水を導水することにより，霞ヶ

浦において最大５．０㎡/秒，那珂川下流部において最大４２㎡/秒の都

市用水を生み出し，那珂)||，利根ｊｌｌで取水する既得用水の供給を安定化

Ｐ

〆
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させるとともに，茨城県，東京都，千葉県及び埼玉県地域に対する新規

都市用水の確保を図るものである。

なお，これらは，那珂)||下流部，霞ヶ浦及び利根川下流部の流況の関

連において，既存の水利用等必要水量に支障を及ぼさない範囲で行うも

のとされている（乙１９の１ないし４）。

(ｵ）本件事業における特別水利使用者及びその最大取水量は，茨城県（水

道）が３．６２６㎡/秒，茨城県（工業用水道）が１．５７４㎡/秒，東京

都（水道）が１．４０㎡/秒，千葉市（水道）が００６㎡/秒，九十九里

地域水道企業団（水道）が０３４㎡/秒，東総広域水道企業団（水道）

が０１１４㎡/秒，印旛郡市広域市町村圏事務組合（水道）が０．７４６

㎡/秒，千葉県（工業用水道）が０．４０㎡/秒，埼玉県（水道）が０９

４㎡/秒である（以下併せて「本件各利水参画者」という。乙１９の１

'

ないし４）。

（力）本件事業は，昭和６０年７月１日に当初計画が策定され，その後３回

の変更を経ており,現在は平成１４年１０月３１日に策定された事業計

画により実施され，平成２６年５月８日の関東地方整備局事業評価監視

委員会作成の「霞ヶ浦導水事業に関する意見」によれば，その約ｓｏ％

まで進捗していると評価されている（乙１９の１ないし４，乙２７４）。

(4)那珂樋管（魚類迷入対策）新設工事（以下「本件工事」という。）

ア本件工事の目的

那珂機場においては，那珂樋管を設置するものとされ，別紙ｅ那珂樋管

全体図記載のうち機場本体，スクリーン受け，前方庭，沈砂槽，拡大移行

部導水路部については既に設置が完了しているところ，本件工事は，残

る取水口部，取水庭部，扉室部及び函体部の建設を行うものである（乙３

６の４ないし６）。

そのうち，取水口部は，那珂川から取水を行い導水路を通じて霞ケ浦及

Ｐ
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び桜川へ導水するための取水口としての機能と，那珂)'|の渇水時に未'｣根)|｜

及び霞ケ浦から取水した河川水及び湖沼水を那珂)Ⅱへ放流するための放水

ロとしての機能を有し，敷高をＴＰ（東京湾中等潮位）－０．８ｍ，上端の

高さをＴＰ＋１．７ｍとし，内空の高さは２．５，，幅は１門あたり幅５．４ｍ

のｓ連構造となっている（以下「本件取水口」といい，本件取水口が設置

される那珂川河口から約１８．５k111の地点を「本件取水口地点」という。

乙３６の４及びＳ）。

イ本件工事の概要

本件工事は，土木工事共通仕様書，特記仕様書，本件工事に関する施工

計画書及び第１回変更施工計画書に従って施工されるところ，工事の手順

の概要は以下のとおりである（乙４０ないし４３，１２３）。

（ｱ）１期施工（陸側部分の工事）

ａ仮設工（準備工）

現場内における基本測量及び仮設フェンスの設置を行う。

ｂ仮設工（仮締切工）

（a）仮設道路及び仮締切矢板設置に伴う作業ヤーＦを整地する。

（b））||表仮締切鋼矢板の打設等（川表仮締切工）

河川水が工事現場に流入するのを防止するため，陸上部に川表側

の締切りのための矢板を圧入し設置する。

（c）ノ||裏仮締切鋼矢板の打設等（川裏切廻堤防）

河川水が堤防から外へ流出するのを防止するため，陸上部の工事

箇所外周に川裏側の締切りのための矢板を圧入し設置する。

撤去時期は２期施工の最終段階を予定している。

（d）工事用道路の設置

工事箇所に進入するための仮設道路を整地する。

ｃ本体土工（掘削工（１次掘肖'｣)）

佇

Ｐ
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堤防を掘削し，工事を行うヤード（樋管本体箇所及び工事用道路部

分）を確保する。

ｄ土留工

深く掘削するため，土留めのための鋼矢板を打設する。

ｅ地盤改良工

樋管本体（取水庭部）下部の液状化対策のため，地盤改良（粉体噴

射撹拝）を行う。

ｆ本体土工（掘肖ﾘエ（２次掘肖U)）及び土留工

樋管本体の構造物（取水庭部，扉室部及び函体部）の高さまで土留

めの内側を掘削し，掘削深さに合わせて切梁式山留工とグランドアン

カー式山留工を行う。

ｇ樋管本体工（矢板工）及び地盤改良工（表層安定処理工）

扉室下の遮水鋼矢板を打設し，樋管本体下部の液状化対策のため，

表層安定処理工（置換）を行う。

ｈ樋管本体工

樋管本体の構造物を構築し，掘削した堤防を埋め戻す。

ｉ仮設工及び土留工

切り梁，アンカーや鋼矢板を撤去する。

(ｲ）２期施工（水側部分の工事）

ａ仮設工（準備工，汚濁防止工）

水際部の現場内における基本測量を行い，工事区域内の濁水が那珂

Ｐ

’

川に流出するのを防止するため，汚濁防止膜（シルトフェンス（ポリ

エステルターポリン及びポリエステル系合成繊維製品）を設置する。

ｂ仮設工（仮締切工。以下「本件川表仮締切工」という。）

河川水が工事現場に流入するのを防止するため，水中部に川表側の

締切のための矢板を圧入し設置し，陸上部に設置した川表側の締切り
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のための矢板を撤去する。

水際部に進入するための仮設道路を整備する。

ｃ本体土工（掘削工（１次掘削)），地盤改良工（固結工）

水際部を掘削して，工事を行うヤード（樋管本体箇所及び工事用道

路部分）を整地し，取水口部下部（外周）の液状化対策のため，地盤

改良（粉体噴射撹伴）を行う。

ｄ土留工（鋼矢板工）

より深く掘削するため，土留めのための鋼矢板を打設する。

ｅ本体士工（掘削工（２次掘削)），樋管本体工（矢板工）

取水口の高さまで土留めの内側を掘削し，取水口下の遮水鋼矢板を

打設する。

ｆ地盤改良工（表層安定処理工）

取水口下部（内側）の液状化対策内側のため，地盤改良（表層安定

'

処理工）を行う。

ｇ樋管本体工（取水口）

取水口の構造物を構築する。

ｈ作業土工，土留工（鋼矢板工）

取水口周りを埋め戻し，土留め鋼矢板を引き抜き撤去する。

ｉ護床工

吸い出し防止材を敷設し，護床ブロックを設置する。

ｊ仮設工（川表仮締切工）

水中部に設置した)||表仮締切り鋼矢板を引き抜き撤去する。

ｋ本体土工（築堤盛土工，整地盛土工）

掘肖ｌした既設の士堤を盛土で復旧する。

Ｌ護岸工，付帯道路工

低水護岸，高水護岸を施工し，堤防道路を整備する。

'
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ウ本件工事は，平成２５年３月末時点で１期施工（陸川部分の工事）が完

成している状態である（乙２Ｓｇ）。

エ本件工事の概要のうち(ｲ)２期施工（水側部分の工事）ａ仮設工（準備工，

汚濁防止工）において汚濁防止膜が設置される範囲は約３４８０㎡（約０

３５ヘクタール）であり，同ｂ仮設工（仮締切工）において締切鋼矢板が

設置される範囲は，約２０５２㎡（約０．２１ヘクタール）である（乙７

３）。

なお，締切鋼矢板が設置される範囲内は一時的に魚類が生息できなくな

り，汚濁防止膜が設置される範囲内（以下「本件工事水域」という。）は

一時的に漁場としての利用ができなくなる（弁論の全趣旨)。

争点

Ｐ

２

（１）本件差止請求許否の判断枠組み

（２）原告那珂)||漁協及び原告那珂川第一漁協がサケ捕獲に関し'貫習法上の漁業

権を有するか否か

（３）本件工事施工による本件漁業権等侵害の危険の有無

（４）本件事業の運用開始による本件漁業権等侵害の危険の有無

（５）本件工事ないし本件事業の公共性・公益性の有無ないし程度

（６）本件差止請求の許否

第３争点に対する当事者の主張

１本件差止請求許否の判断枠組み（争点(1)）

（原告らの主張）

（１）受忍限度論が妥当しないこと

漁業権は，漁業法上物権とみなされており（漁業法２３条1項)，漁業権

の対象区域内における漁業対象魚種の全体に及ぶ絶対権，排他的支配権であ

るから，それを侵害する行為があれば，物権的請求権によりその侵害をあら

〆
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かじめ排除でき，被告の主張する受忍限度論は妥当しない。

そして，通常物権に基づく妨害排除請求についての立証責任分配について

は，被害者が①自己が権禾|｣者であること，②加害者がその権禾Ｉを侵害したこ

とを主張，立証すれば足り，加害者が，抗弁としてその侵害が適法で許され

ることを主張，立証すべきとされているから，本件でも，権利侵害を適法化

する公共性及び事業の必要性の具体的内容については，被告が主張立証責任

を負うべきである。

(2)仮に，物権的請求権による請求であっても受任限度論の考え方，すなわち，

主に①侵害行為の態様と侵害の程度，②被侵害利益の性質と内容，③侵害行

為のもつ公共性の内容と程度，④被害の防止に関する措置の内容を考慮して

その許否を半Ⅲ断すべきであるという判例の考え方に従う場合には，以下のと

〆

おり考えるべきである。

ア漁業権は，物権であるから，漁業対象魚種の－部であっても，漁業権者

の承諾を得ずに採捕したり，当該対象区域内から除去したり，当該対象区

・域内に来遊しないようにしたりする行為があれば,その侵害行為に当たり，

漁業権者の例年の漁獲高や収入に影響を及ぼすかどうかとは関わりなく，

物権的妨害予防請求権の原因となる。

イ判例は，差止請求の場合でも，種々の事`情によって公共性の評価が減殺〆

されるべきではないという立場は採用しておらず，公共性の要素は受忍限

度を判断する－要素でしかないと位置づけており，公共'性の半Ⅱ断において

はいわゆる彼此相補の関係が必要とされている。

ウまた，公共性及び事業の必要性の具体的内容については，被告が主張立

証責任を負うべきである。

(被告の主張）

(1)判断基準
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物権的請求権の行使が認容されるためには，物権の侵害状態が客観的に違

法と評価されるものでなければならず，物権妨害があっても，それが適法で

あり，あるいは権利濫用論や信義則から違法と評価されない場合には，物権

者は物権的請求権を行使しえず，その妨害状態を忍容すべき義務を負うと解

すべきである。

そして，公共事業の公共性と第三者の権利侵害との関係については，「国

の行う公共事業が第三者に対する関係において違法な権利侵害ないし法益侵

害となるかどうかを判断するにあたっては，・・・侵害行為の態様と侵害の

程度，被侵害利益の'性質と内容，侵害行為のもつ公共性ないし公益上の必要

性の内容と程度等を比較検討するほか，・・・被害の防止に関する措置の有

無及びその内容，効果等の事情をも考慮し，これらを総合的に考察して決す」

る（いわゆる総合衡量的受忍限度判断）というのが，確立した最高裁判例で

あり（大阪空港訴訟最高裁判決，最高裁平成５年２月２５日第一小法廷半Ⅲ決

。:民集４７巻２号６４３頁（厚木基地一次訴訟）等)，漁業権に基づく工事

等の差止請求が認められるか否かの判断に当たっても，いわゆる総合衡量的

受忍限度判断が当然に妥当するというべきである。

さらに，前記の考慮すべき要素等のうち，侵害行為の持つ公共性・公益性

について，損害賠償請求における違法性の判断要素としての公共性は，種々

の事`情によって制限され得るものであるのに対し，差止請求を認容すべき違

法性があるか否かを判断するに当たっては，公共I性の要素は，種々の事`情に

よってその評価が減殺されることのない，より大きな位置づけ（重要`性）が

与えられるべきものである。

したがって，本件差止請求において，本件事業及び本件工事の違法性の有

無を判断するに当たっては，本件事業の公共J性・公益性という要素を＋分に

考慮すべきであって，この点を踏まえてもなお，本件差止請求を認容すべき

違法性があるか否かという観点からの慎重な検討が必要である。

Ｐ

）

保
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そして，漁業権に基づく妨害排除請求としての本件差止請求において，侵

害行為の違法性の存在は請求原因であり，原告らが，侵害行為の違法`性，す

なわち，国の公共事業や工事等が受忍限度を超えることを基礎づける事実の

存在について主張・立証責任を負うものである。

(2)漁業権の性質

漁業権とは，定置漁業権，区画漁業権及び共同漁業権をいい（漁業法６条

１項)，行政庁の行政行為（免許）により設定される，一定の水面において

特定の漁業を一定の期間排他的に営むことのできる権利をいう。したがって，

漁業権は，経済的な営業権であって，生命・身体等の代替'性のない被侵害利

益とは異なる。また，土地などの有体物の所有権ないしこれから派生する他

物権などとは異なり，特定の物に対して全面的かつ排他的な支配を及ぼすこ

とを内容とするものではなく，免許の対象になった特定の漁業を一定の期間

排他的に営むために必要な範囲及び態様においてのみ水面を利用し得る権禾'１

にすぎない。

しかも，河川は公共用物であって（河川法２条)，一般公衆の共同使用に

直接供されるものである。そして，その保全，禾Ⅱ用その他の管理は，河川法

の目的である「川について，洪水，高潮等による災害の発生が防止され，何

）||が適正に利用され，流水の正常な機能が維持され，及び何)||環境の整備と

保全がされるようにこれを総合的に管理することにより，国士の保全と開発

に寄与し，もって公共の安全を保持し，かつ，公共の福祉を増進すること」

（同法１条。なお，平成２５年６月の河川法改正により，災害の例示として

「津波」が追加されている｡）が達成されるように適正に行われなければな

らない（同法２条)。この点，那珂川は，国士保全上又は国民経済上特に重

要とされる一級河川（同法４条１項）であるから，河川管理者である国士交

通大臣（同法９条1項，２項）が，前記目的の達成のため適正に河川管理を

行う必要があり，河川管理の一環として河川工事等が行われる可能性を常に

〆

Ｐ
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有している。

そうすると，河川における漁業権は，行政行為によって設定される，一定

の水面において特定の漁業を一定の期間排他的に営むことができるという経

済的な営業権にとどまる上，河jllを全面的かつ排他的に支配する権利ではな

く，常に他の人為的事象との調整を必要とする権利であるということができ

る。

２原告那珂川漁協及び原告那珂川第一漁協がサケ捕獲に関し'貫習法上の漁業権

を有するか否か（争点(2)）

（原告らの主張）

那珂)||流域におけるサケ漁は，古来から行われ，那珂川流域に住む人々にと

って重要な生活上及び経済上の基盤となっており，サケを捕獲する権利は，そ

のような古くからの慣習によって確立した'慣習法上の漁業権（民法１７５条．

法の適用に関する通則法３条。以下「サケ捕獲に関する慣習法上の漁業権」と

いう。）である。

原告那珂)||漁協及び同那珂川第一漁協は，サケ捕獲に関する’慣習法上の漁業

権を受け継いで，サケの捕獲を行っているから，同権利を有している。

また，水産資源保護法の制定によってサケの採捕が禁止され，特別採捕許可

制度が設けられたとしても，それは，被告が第二次世界大戦における敗戦の結

果，サケの漁場を失い，資源保護を充実させなければならなくなったことが原

因であるから，被告が原告那珂川漁協及び同那珂)''第~漁協にサケの漁業権が

存在しないなどと主張することは，信義貝|｣に反し，且つ権利の濫用であって許

されない。

そして，慣習法上の漁業権であっても，漁業法上の漁業権と同様に物権類似

の権禾|]であるから，その権利が侵害されるおそれがある場合には，物権的請求

権として，妨害予防請求ができる。

Ｐ

Ｐ
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(被告の主張）

前記原告らの主張は争う。

現行漁業法における漁業権は，漁業を営むために，都道府県知事の免許によ

って設定されるものであり（漁業法１０条)，同免許は，都道府県知事があら

かじめ定めて公示する漁場計画に従い，法定の適格性を有する者に法定の優先

順位に従って付与されるものである（同法１３条ないし１９条）が，茨城県の

内水面におけるサケの採捕は，茨城県内水面漁業調整規則２５条により通年禁

止とされているものの，試験研究等のための水産動植物の採捕について茨城県

知事の許可を受けた者が採捕を行う場合には採捕が認められているものである

（同規則３４条)。

そうすると，水産資源保護法に基づく特別採捕許可は，水産資源保護のため

の研究等のために認められるものであって，漁業を営む権利である漁業法上の

Ｐ

漁業権と同様ないし類似の権利を確認ないし付与するものとは認められない。

そして，原告那珂川漁協及び同那珂川第一漁協も，茨城県知事から，茨城県

内水面漁業調整規貝U３４条により，採捕したサケを人工ふ化事業に供すること

を条件として，試験研究等のための採捕として許可されているにすぎない（甲

第９号証）のであるから，かかる特別採捕許可をもって漁業権と同視すること

はできない。

したがって，サケの特別採捕許可を根拠として，サケについて漁業権侵害に

基づく本件差止請求を認める余地はなく，原告らの前記主張は失当である。

３本件工事施工による本件漁業権等侵害の危険の有無（争点(3)）

(原告らの主張）

（１）本件川表仮締切工による漁業権被害

本件工事水域はモクズガニ，アユ，ウナギ，サケ漁が行われる水域である

ところ，本件川表仮締切工は，本件工事水域における那珂川の流れを－部遮

Ｐ

り，川底を露出させ，これらの魚類の生息を不可能にするものであり，原告
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らの組合員の本件工事水域における漁業権の行使を不可能にさせるものであ

るから，本件漁業権等を直接侵害する。

(2)本件工事による騒音や振動による漁業権被害

魚類は生息水域付近の振動を水の振動として感じ，身の危険を感じれば直

ちに退避行動をとる生物であるところ，本件工事において長期間にわたり鋼

矢板の打設工事や掘削工事が行われると，その騒音や振動が流域部にも及び，

アユやサケなどの遡上を阻害したり，本件工事地点周辺に生息していた魚類

が上下流方向へ退避してしまうから，本件工事によって原告らの漁獲高が激

減し，本件漁業権等が侵害される。

(3)本件工事による有害物質の流入による漁業権被害

福井県武生市の河濯川における護岸改装工事では，平成１５年２月１日に

コンクリートから溶出したアルカリ成分により河川水のＰｂが急上昇し，魚

類の大量死を招いた事例があるように，本件工事に用いられる建築資材等か

ら有害物質が河川に流出することにより，本件漁業権等を侵害する可能性が

ある。

(被告の主張）

(1)本件川表仮締切工によって漁業権は侵害されないこと

原告らが共同漁業権を有している那珂川の水面積（茨城県内）は，本川だ

けでも約７００ヘクタールに及ぶところ，本件工事水域の面積は約０．３５

ヘクタールで茨城県側の漁場全体の約０．１％にも満たず，仮締切面積は極

めて小さいし，本件川表仮締切工は本件工事の一部にすぎず，期間も限定的

少

Ｐ

である。

したがって，那珂)||全体の河川環境へ及ぼす影響は極めて軽微なものであ

り，本件漁業権等への影響は認められない。

(2)本件工事により騒音・振動が大きいとは認められないこと

本件工事においては，低振動・低騒音の工法が採用されているため，魚類
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への影響はほとんど生じない。

すなわち，陸上部で最も川側に近い川表仮締切鋼矢板の打設工事を実施す

るに当たり，振動がほとんど発生しない圧入式のサイレントパイラーを使用

しているところ，その工法は，鋼矢板をモンケン（杭打ちに際し，ドロップ

ハンマー（重りを落下させる杭打ち機）に用いる鉄製の重り）等による打撃

の力をもって地中に打ち込むのではなく，圧入機械により地中に押し込むと

いうものであるから，その影響範囲は極めて限定的と考えられる。

加えて，本件工事においては，陸上部の土留めのための鋼矢板の打設工事

に低振動型の油圧式可変超高周波型バイブロハンマーを使用した。その際，

騒音・振動の実測を行った結果によれば，音源・震動源から概ね２００ｍ程

度離れれば，機械が稼働していない状態と同程度の騒音・振動のレベルとな

ることが確認された（騒音の実測値は，水際で約６０ないし７５．b，音源

から２００ｍの地点で約４３ｄｂ，振動の実測値は，水際で約５０．b，振動源

から２００ｍの地点で約Ｓ０ｄｂであり，工事を行っていない状態の騒音レベ

ルは４５ないし５０．ｂ程度，工事を行っていない状態の振動レベルは３０

．ｂ程度と推定される｡)。

そして，圧入式のサイレントパイラーは，バイブロハンマーよりも騒音・

振動とも低い。

その他，本件工事においては，発電機等の外周に防音シートを貼った仮囲

いを設置したり，掘削の際には高さ３ｍの防塵ネットに防音シートを取り付

けること，工事車両の場内制限速度を時速１５kｍと定めるといった騒音・振

動の発生防止措置も講じられている。

本件工事は，このように適切な騒音・振動の発生防止対策を講じながら実

施されている。なお，アユについていえば，本件工事開始後の平成２０年６

月２日までの状況で見ても，その遡上は順調であることが確認された。

また，原告らは，一般的に，柔らかい底質の池などに生息する雑食性の魚

Ｐ
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種に聴覚能の優れたものが多いといわれており，ウナギも騒音や振動に敏感

に反応していると考えられる旨主張するが，そもそも，ウナギは聴覚に優れ

ているとされる骨鰈類には属していない。

以上のように，本件工事は，その騒音・振動による魚類への影響がほとん

ど生じないと考えられるから，本件漁業権等に影響するものとは認められな

い。

(3)建築資材等から有害物質が河川に流出する危険はないこと

原告らが主張する河濯川の事例は，既存のコンクリート階段護岸を蛇カゴ

護岸に改築する工事で，既存護岸のコンクリートを蛇カゴの中詰材として流

用する設計になっていたところ，１次破砕後の２次破砕（中詰材として流用

可能な大きさにするもの）の際に，取り壊したコンクリートが流水部以上に

河道を閉塞し,このコンクリート破片から溶出したアルカリ性の物質により，

河川水のｐＨが急上昇し，魚類のへい死を招いたというものである。他方，

本件工事の内容及び施工方法は，これとは全く異なり，河濯川の事例のよう

なコンクリートの破砕が行われないから，前記のような事態が生ずるおそれ

〆

がない。

４本件事業の運用開始による本件漁業権等侵害の危険の有無（争点(4)）

（原告らの主張）

（１）漁業権の法的性質

共同漁業権は，当該漁業権の対象区域内における漁業対象魚種の全体に及

ぶ絶対権・排他的支配権であるから，漁業対象魚種を量的又は質的に減少又

は穀損する行為は，当該漁業権の侵害行為を構成する。

そのため，たとえ漁業対象魚種の－部であっても，漁業権者の承諾を得ず

に採捕したり，当該対象区域内から除去したり，当該対象区域内に来遊しな

いようにしたりすることは，漁業権の侵害行為になり，物権的妨害排除請求

権や物権的妨害予防請求権の原因となる。

Ｐ
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本件事業及び本件工事の実施は，水質の汚濁，工作物の設置等によって，

漁場内における採捕又は養殖の目的物たる水産動植物の生息及び来遊等を阻

害する行為であるところ，このような行為は，ｌ魚場内における漁業対象魚種

を量的又は質的に減少または段損する行為であるから，当該漁業権の侵害行

為を構成する。

漁業権は，人格権の－種として認められる漁業遂行権と異なり，物権であ

るから，前記のような行為があれば漁業権に対する侵害行為として十分であ

り，漁業権者の例年の漁獲高や収入に影響を及ぼすかどうかは問題とならな

庁
い。

(2)本件事業による本件漁業権等への侵害の危険

アアユの資源量減少の危険

（ｱ）本件取水口への吸込み（迷入）による被害

ａアユの仔魚（以下「仔アユ」という。）の被害

（a）９月ないし１２月初旬にかけて孵化した仔アユは，自力で泳ぐこ

とができず，産卵場所の那珂川中流域から河口に向かって川の流れ

に乗って流下するから，本件取水口による那珂川からの取水（以下

「本件取水」という。）が実施されているときには，本件取水口に

迷入する。

（b）被告は本件取水口における仔アユの吸込み（迷入）の防止保全対

策として，１０月及び１１月において午後６時ないし翌朝午前８時

の夜間１４時間の取水を停止するとしている（以下「本件夜間取水

停止」という。）が，以下のとおり，本件夜間取水停止によって仔

アユの迷入を防止することはできない。

Ｐ

ｉ年変動を考慮していないこと

被告は，複数年の調査データを平均化した結果を基に本件夜間

取水停止の時期及び時間帯を決定しているが，アユは年魚である
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から，ある年の仔魚の降下が取水の影響を受けやすいものであっ

た場合，翌年の仔魚の生育量に重大な影響が生じ，その影響は翌

年以降にも引き継がれてしまう。

したがって，アユの年変動を考慮せず，複数年の調査データを

平均した結果を前提に取水停止を決定することに誤りがある。

ｉｉ取水停止時間を午後６時ないし翌朝午前Ｓ時に限っていること

午後６時から翌朝午前８時までに降下する仔アユの割合が１日

に降下する仔アユの全体数の約９８％を占めたという被告の調査

結果は，その前提とするデータ自体にばらつきが大きいうえ，底

層や最深部を降下する割合が圧倒的に多い日があるにもかかわら

ず，中層に代表性があることを前提として算出したデータである

から，毎年必ず９８％もの仔アユが降下するとは限らない。平成

２１年度においては仔アユのうち約１３％が午後６時ないし翌朝

午前８時の時間帯以外に降下していたという調査結果も存在する

から，被告が主張する以上に多くの割合の仔アユが本件取水口へ

迷入するおそれがある。

iii取水停止期間を１０月及び１１月に限っていること

天然遡上アユの孵化時期については，河川水温の低下が原因で

９月に孵化したアユの割合が３０％を超えた年もあるが，平成３

年ないし平成１９年の１６年間においては，河川水温の上昇が原

因でlか月程度の遅れが確認されている。

また，平成２ｏ年度においても，１２月以降に降下する仔アユ

が多く確認され，平成２１年度においても，１１月下旬に相当数

の未発眼卵が相当数確認されており，１２月以降に孵化し降下し

た仔アユが多く存在した。

Ｐ

Ｐ

そうすると近年においては，１２月以降について相当数のア
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ユ仔魚が降下しており，仔アユの約９７％が１０月及び１１月に

降下しているとはいえないから，被告が主張する以上に多くの割

合の仔アユが本件取水口へ迷入するおそれがある。

ｉｖｌ２月以降に孵化したアユが再生産に重要な役割を果たすこと

１２月以降に孵化する仔アユは，翌年の産卵に大きく貢献し，

アユの再生産に重要な役割を果たしていることが近年の研究結果

により確認された。そうすると，１２月以降に降下する仔アユが

本件取水口に迷入すると，アユ資源は大きく損なわれてしまうか

ら，本件夜間取水停止によってはアユ資源の再生産を維持できな

くなる。

（c）小結

以上のとおり，本件夜間取水停止では仔アユの迷入を防止するこ

とはできないし，１２月以降に降下する仔アユが多く本件取水口に

迷入することによりアユ資源の再生産が維持できなくなる結果，原

告らの共同漁業権が侵害される危険がある。

ｂアユの稚魚（以下「稚アユ」という。）の被害

（a）河口に降下した仔アユは，その後，浅海域で成長して稚アユとな

り，３月に入ると河川を遡上し始めるが，その際，本件取水口に迷

入する。

（b）被告は稚アユについて，①取水流速の調整，②吹流しの設置及び

③メッシュスクリーンの設置といった迷入防止対策を検討している

が，以下のとおり，その内容は不十分であり，稚アユの迷入を防止

Ｐ

Ｐ

することはできない。

ｉ被告が予定する取水流速の調整は，本件取水口の取水流速を平

均３０CII,/秒とし，体長３cm程度の稚アユが突進速度をとれば取

水流速に抵抗できるようにするものであるが，突進速度とは瞬間
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的に出せる最大の速度であり，稚アユが取水に対して突進速度を

前提とする逃避行動を取るとは限らない。また，突進速度を体長

の約１ｏ倍とする被告の主張を前提とすると，場所によっては７

０cm/秒もの取水流速になるから，体長７CII,より小さい稚アユは

退避できない。

ｉｉ吹流し

被告が主張する吹流しの稚アユに対する退避効果は，水路実験

で７５ないし９５％の退避率が認められたのに対し，那珂川にお

Ｐ ける現地実験では６０ないし８０％の退避率が認められたにとど

まり，退避率が減少した原因は解明されていないから，本件事業

における吹流しによる迷入防止効果は不十分であると言わざるを

得ない。

ｉｉｉメッシュスクリーン

稚アユは皮膚が弱いため，平均取水流速である３０cm/秒でメ

ッシュスクリーンにぶつかった場合，何らかの外傷を負い，死亡

する可能`性が高く，退避道を通って帰還するという考えは現実的

ではない。

さらに，メッシュスクリーンは回転する構造となっているため

それにぶつかった魚類等は，スクリーンに溜まったゴミなどと一

緒に裏側に落とされることになるから，そのままゴミと一緒に回

収されるおそれが高い。

また，被告が行ったメッシュスクリーンに対する忌避実験は，

簡易な実験で実際の施設とは全く条件が異なるから，本件取水口

に設置されるメッシュスクリーンに十分な忌避効果があるとはい

えない。

(c）小結

〕

Ｐ

－２７－



以上のとおり，迷入防止対策によっても稚アユが本件取水口に迷

入することを防止できないから,アユの資源量を大きく損なう結果，

原告らの共同漁業権を侵害する危険がある。

(ｲ）那珂川の河川流量の減少による被害

ａ仔アユの降下速度の低下

仔アユは，日射量が高い日中には川底近くに鉛直移動し，日射量が

低下する日没後に表層に鉛直移動して河川を降下するため，那珂川で

は河口に到達するのに１ないし４日を要し，その間，腹部に備えた栄

Ｐ
養に依存している。

本件取水の運用によって河川流量が減少すると〆流速が低下し，仔

アユの河口域への至り達時間も長くなるから，仔アユの生残率は低下す

る。

ｂアユの資源量の減少

栃木県水産試験場が行ったアユの遡上群数観測結果によれば，観測

場所である茂木町地区の山内と竹原又は生井で一日に観測された遡上

群をすべて－群と算定して得られた遡上群数の値（以下「遡上群数」

という。）と単位努力量当たりの漁獲量である釣れ具合の数値（以下

「ＣＰＵＥ」という。）とを比較すると，アユの遡上群数とＣＰＵＥ

との間に正の相関関係があるから，アユの遡上群数は那珂川のアユ資

源量を反映している。

そして，野口地点における１０月ないし翌年３月の河川流量とアユ

の遡上群数とを比較すると正の相関関係があるから，野口地点におけ

る１ｏ月ないし翌年３月の河川流量とアユの資源量との間には正の相

関関係がある。

これは，アユの産卵期の降雨による河)||流量の増加が河)||の沿岸汽

水域に対する栄養塩の供給を増加させ，浅海域での珪藻等及び仔稚魚

’
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の餌となる橋脚類の増加を促すため，アユの生残率が向上するという

機序が存在し，仔アユ資源を守るためには秋から翌春までの間，生息

域である離岸距離２ないし３km程度までの沿岸汽水域の環境保全が大

切であるという研究結果にも裏付けられている。

本件取水の運用により那珂川の河川流量が減少した場合，汽水域に

おける河川からの栄養塩類の供給減少をもたらし，アユの生息環境を

悪化させるとともに，栄養塩類の供給される範囲，すなわちアユの生

息域自体が減少するから，翌年の稚アユの遡上群数も減少し，最終的

にアユの資源量が減少することになる。

そして，汽水域における河川からの栄養塩の供給を確保し，アユの

資源量の維持を図るためには，１０月ないし翌年３月の半年間で１５

億㎡，すなわち９６㎡/秒の流量が確保される必要があるところ，平

成８年ないし平成２２年の１０月ないし翌年３月において１５億㎡の

河川流量を超えた年は平成１６年１０月ないし平成１７年３月の期間

のみであるから,那珂川では既に何)||流量が不足している状態にある。

したがって，本件取水の運用による河川流量の減少は，原告らの共

同漁業権を侵害するから，本件取水の運用を行うことは一切許されな

い。

ｃ水温上昇によるアユの資源量の減少

アユは，水温が上昇すると，その生理活性が低下するため，細菌ナ

グ・ビブリオに感染しへい死するおそれがある。

そして，本件取水の運用が開始されれば，河川流量が低下し，下流

佇

Ｐ

域の，特に岸辺や入り江を中心にした水域で水流が停滞し，河川水が

強い日差しにさらされて何｣Ⅱ表層の水温が上昇しやすくなり，そうな

ると，表層水の比重が小さくなり，底層との混合が従来以上に困難に

なり，河川表層の水温上昇が一層進行することになり，同細菌感染に
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よるへい死が従来より多発し，より大きな漁業被害をもたらすことに

なる。

（ｳ）小結

以上のとおり，本件取水の運用が始まると，アユの資源量が大きく損

なわれる結果，原告らの共同漁業権が侵害される危険がある。

イウグイの資源量減少の危険

ウグイは，河川の中流域に生息し，産卵期は３月ないし７月にかけて緩

やかな流れのある礫底に産卵する。産卵から約７日で孵化し，体長５ない

し７mmの仔魚は卵黄を吸収しながら成長し，産卵から約１０日で１０ない

し１２mmになって浮上し，群れを成して浅瀬に群がり，動物プランクトン

や藻類等の残置を摂食して約１か月で３cm程度に成長する。

そうすると，本件取水の運用が始まると，仔魚から成魚の時期まで常に

本件取水口に迷入する危険があり，ウグイの資源量が減少する結果，原告

らの共同漁業権が侵害される危険がある。

ウウナギの資源量減少の危険

（ｱ）本件取水口への迷入

ウナギは北赤道海流域で産卵し，孵化後は木の葉状のレプトセファル

ス幼生として黒潮に乗って北上し，シラスウナギとして未'１根)||や那珂川

,Ｐ

Ｐ

の河口に到達し，１２月ないし翌年５月に河川を遡上する。被告の計画

する迷入防止対策はウナギには効果がないから，シラスウナギが本件取

水口付近を通過する際に迷入する危険があり，その結果ウナギの資源量

が減少する。

(ｲ）貧酸素化による被害

ａ那珂川のような塩水くさび型（弱混合型）の何)||下流域では，表層

の河川水と共に沖合に輸送される海水を補うために，底層の海水が陸

側に向かって流れているところ，本件取水の運用により河川流量が減
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少すれば，表層の河川水と共に沖合に輸送される海水量が減少するの

に伴い有機物やデトリタスなどの粒子や栄養塩類の量も減少するの

で，一旦，これらを摂餌，分解する底生生物や菌類，細菌類の生息量

がそれに見合った水準まで減少するが，本件取水の運用が行われる前

と同水準の河川流量に回復されたときに大量の有機物やデトリタスが

河口に流れ込むため，次の増水時までに処理されず，蓄積されること

になる。

そうすると，これらを摂餌，分解する底生生物や菌類，細菌類を急

激に増加させることにつながり，水底付近での酸素消費量を一気に増

大させ，底層の貧酸素化が進行する。

ｂまた，那珂)||に輸送される海水量が河川流量の減少に伴って減少す

ると，もともと水通しの悪い下流域の深みの溶存酸素量（以下「ＤＯ」

という。）が一定水準以下に低下し，底生生物や菌類，細菌類の活動

が停止し，有機物やデトリタスの粒子が蓄積され，貧酸素水塊が長期

間に渡り残存する。

こうした貧酸素水塊は流量の乏しい状態が続いたときに一気に拡大

し，河口域の底生生物に甚大な影響を及ぼすこととなり，更に頻繁に

貧酸素水塊が発生する。

ｃ以上のとおり，河川流量の減少によって貧酸素水塊が発生すると，

流心部の底層で生息するウナギの生息環境を悪化させる。

け）小結

以上によれば，本件取水の運用が開始されると，ウナギの生息環境が

悪化し，原告らの共同漁業権が侵害される危険がある。

エサクラマスの資源量減少の危険

（ｱ）本件取水口への迷入による被害

ａサクラマスは，那珂川では，２月ないし３月ころ，スモルトサクラ

Ｐ

Ｐ

‐３１



マスと言われ，那珂川の水量が３０ないし４０㎡/秒となる時期に海

に向かって流量の多いところを移動して降下する習性があるところ，

本件取水の運用においては同時期の水量の半分近くの取水が行われる

可能性があるから，本件取水口からの流れを本流と間違えて本件取水

口に迷入する危険がある。

ｂ被告は，メッシュスクリーンを設置することで，魚類の迷入を物理

的に防止する対策を講じることを予定しているが，スモルトサクラマ

スは鱗が剥がれやすくなっているため，メッシュスクリーンに接触す

ると，鱗が剥がれ，疾病の原因となる危険がある。

したがって，迷入防止対策は不＋分である。

（ｲ）河川流量の減少による被害

本件取水の運用によって那珂川の河川流量が減少すると,水温の上昇，

酸素量の低下，ＢＯＤ（生物化学的酸素要求量）の上昇が起こるところ，

サクラマスは，その影響を受け易く，河川にとどまる時間も長いから，

特に夏季には水温上昇による代謝異常や疾病を引き起こすおそれがあ

る。

また，サクラマスは，大雨などによる増水を利用して上流へ遡上を試

みる習性があるが，増水時等に本件取水口から取水されると，サクラマ

スの遡上の機会が失われ，産卵等の繁殖行動にも影響が生じる。

（ｳ）小結

以上によれば，本件取水の運用が開始されると，サクラマスの資源量

が減少し，サクラマスの共同漁業権が侵害される危険がある。

オマハゼの資源量減少の危険

河川では，その流心から離れた岸辺や入り江等の水域で水流が停滞し易

いところ，本件取水の運用によりその河川流量が低下すると，同水域で－

Ｐ

’

層水流が停滞し易くなる。
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そして，水流が停滞した同水域の河川水が強い日差しにさらされると，

その表層水の水温が水流の停滞のない水域に比べて上昇し表層水の比重が

小さくなるため，表層に淡水層，底層に海水層が存在する下流域では，表

層水と低層水の攪乱が難しくなり，淡水層に溶け込む酸素が海水層に拡散

する割合が低下するので，底層の貧酸素化が進行し，その水域に生息する

マハゼの生息環境が悪化する。

したがって，本件取水の運用が開始されると，原告らの共同漁業権が侵

害される危険がある。

カモクズガニの資源量減少の危険

モクズガニは，河)||の低層に生息し，増水時に活発に産卵回遊をする習

』性があるところ，河川流量が減少すると，その産卵回遊が抑制されること

になり，また，海水の遡上による底層における酸素欠乏や河口付近におけ

る塩分勾配の急勾配化を招くため，その産卵個体の生産率や翌年の資源量

に悪影響を与えることになる。

また，モクズガニは，孵化後，ゾエア幼生から成長してメガロパ幼生と

なり河川を遡上するが，そのためには河川水を感知して河口に辿り着くこ

とが必要となるころ何)||流量が減少すると河川水を感知しにくくなる。

Ｐ

Ｐ さらに，メガロパ幼生は，河口に辿り着いた後，汽水域を経て淡水域に

到達する過程で汽水域の何)||流量の減少による塩分勾配等の生息環境変化

の影響を受け，その淡水域への遡上率が低下する。

したがって，本件取水の運用が開始されると，モクズガニの資源量や漁

獲量が減少し，原告らの共同漁業権を侵害する危険がある。

キサケの資源量減少の危険

（ｱ）本件取水口への迷入

ａサケは，その産卵盛期が１０月ないし１１月であり，産卵の約２か

月に孵化し，産卵の３，４か月後に稚魚となり浮上して河川内で遊泳
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生活に入り，水中を流れてくる水生昆虫を食べて成長し生活域を広げ

ながら浅海域に到達する。そうすると，サケは，稚魚として河川で遊

泳生活を送る問，本件取水口に迷入する危険がある。

ｂ被告は，サケの稚魚（以下「稚サケ」という。）の迷入防止対策と

して，本件取水口前に吹流しを設置し，那珂川上流へ誘導することを

予定しているが，稚サケは，夜間に後ろ向きに川を下るため，退避行

動を取ることに気付かずにそのまま本件取水口に流入するなどの可能

性を否定できず，稚サケが吹流しにより本件取水口へ誘導されるおそ

れすらある。

被告は，本件取水口前面に５mm幅のメッシュ状のスクリーンを設置

することで，魚類の迷入を物理的に防止する対策を講じることを予定

しているが，稚サケがメッシュスクリーンに接触し傷つけば，カビが

生えて死ぬ可能性が高い。

したがって，迷入防止対策は不十分であり，サケの資源量が減少す

る危険がある。

(ｲ）河川流量減少による被害

サケの成魚は，多量の淡水が那珂川から海に流入したときに那珂川に

遡上するのであり，那珂川から流入する淡水が少ない時には那珂)||を遡

上せず，その多くが海岸近く又は那珂川と個沼)||との合流点近くで産卵

し，その卵がボラやマルタの餌になり，資源の増加に全く寄与しない上，

原告那珂川漁協及び原告那珂川第一漁協は，）||に遡上しないサケを漁業

の対象とすることが許されない。

そして，本件取水の運用が開始されると，少量の淡水しか海に流入し

なくなり，那珂川を遡上するサケが減少する可能性が高い。

(ｳ）小結

以上によれば，本件取水の運用が開始されると，原告らのサケ捕獲に

Ｐ

,Ｐ
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関する慣習法上の漁業権が侵害される危険がある。

クヤマトシジミの資源量減少の危険

（ｱ）個沼及び個沼)||の高塩分化による生息環境の悪イ個沼及び個沼)||の高塩分化による生息環境の悪化

ａ洞沼)||及び個沼への塩分侵入は，那珂)||の何)||流量が増加すると，

那珂川と洞沼)||との合流点での淡塩海面が押し下げられて少なくなる

こと及び野口地点での淡水流量が個沼川下流から個沼にかけての塩分

濃度に一定した影響を与えることが明らかになっている。

個沼は平均水深約２１ｍのごく浅い湖沼で，那珂)||の河川流量が減

少して塩分侵入が促進すると，潮差が大きいとき及び平均海面上昇時

に，個沼湖口付近の浅瀬を超えて濃度の高い塩水塊が個沼に侵入する

頻度が増加し，個沼川及び個沼が高塩分化する可能性がある。

具体的には，個沼)||及び個沼の塩分濃度は，本件取水の運用が実施

されると，０．９ないし２.Ｓｐｓｕ（実用塩分単位）上昇する。

ｂ個沼)||及び個沼において，ヤマトシジミは塩分濃度Ｓないしｇｐｓ

ｕで産卵・放精すると考えられており，これを超えた場合には産卵が

阻害される。

また，ヤマトシジミの産卵・発生を保障する塩分濃度は０．７２な

いし６８ｐｓｕであるところ，平成８年から平成１９年までにおけ

る個沼広浦地点における塩分濃度の変動範囲は，産卵・発生を保障す

る塩分濃度である６．３ｐｓｕを頻繁に超えている状態にあり，下限

値である０．７２ｐｓｕを下回る頻度よりも，上限値である６．３ｐｓ

ｕを上回る頻度の方が多い。前記ａの塩分濃度の上昇があると，上限

値である６．３ｐｓｕを超える頻度が更に増加して産卵が阻害される

ことになる。

また，成長して塩分耐性の増したヤマトシジミは，１５ｐｓｕを超

えると生存率が下がるところ，現在でも，下流個沼川においては２ｏ

〆

〆
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ｐｓｕを超える塩分濃度が観測されることがあり，ヤマトシジミの生

存が厳しい状態にあり，前記ａの塩分濃度上昇があると，ヤマトシジ

ミの生存に大きな影響を与え，その資源量が減少することになる。

貧酸素水塊の形成による生息環境の悪化

ａ個沼川では，強混合状態で塩水が遡上しているため，底層のＤＯが

低下しにくく，ヤマトシジミの生息に好適な環境が維持されている状

態にあるところ，個沼に塩分が侵入すると底層付近に高塩分水塊が停

滞し，密度成層が形成される結果，貧酸素水塊が発生し，ＤＯが低下

するから，ヤマトシジミの生息に好適な環境を維持するには，個沼川

へ大量の海水が遡上しないような配慮が必､要であるが，那珂川の河)|｜

流量が低下すれば個沼川への大量の海水の遡上を招き，個沼)||及び個

沼が高塩分化することにより，貧酸素水塊の発生が多くなる。

ｂヤマトシジミは，水温２５℃の場合には，ＤＯが６ｍｇ/Ｌを下回る

と代謝を正常に維持できなくなり，生育限界は４ｍｇ/Ｌである。

個沼は夏季に４，５回程度６ｍｇ/Ｌ以下の状態が１ないし２．５日間

程度持続する状態にあり，平成２３年夏季の個沼川大貫橋地点の底層

のＤＯは，２ないし１０ｍｇ/Ｌの範囲を変動しており，平均値は４９

ｍｇ/Ｌであるから，既に代謝を正常に維持できない程度にある。

したがって，前記ａのとおり貧酸素水塊が頻発するようになると，

高塩分化との複合的作用によって,ヤマトシジミの生存環境が悪化し，

ヤマトシジミのへい死が引き起こされる可能性が高い。

また，常陸｣||では，昭和４８年，常陸川水門閉鎖に伴い，高塩分水

がくさび状に底層を覆って酸素量が低下した際に，ヤマトシジミがへ

い死し，２０５３トンもの漁業被害を生じさせた事例が存在し，昭和

４１年，昭和４５年，昭和４６年，昭和４７年，昭和４９年にもシジ

ミのへい死事故が発生しているところ，これらの事例は酸素量の低下

(ｲ）

Ｐ
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が原因で発生した事故であり，本件取水の運用開始によって個沼でも

同様の環境悪化が生じることが予想される。

(ｳ）データによる裏付けがあること

那珂川における水位変動の主たる原因は河川改修による河道の拡幅や

河床掘削にあり，那珂)||における水位変動と個沼におけるヤマトシジミ

の漁獲量との間には，高い相関関係が認められる。

その傾向を踏まえて，個沼における漁獲量を推定するモデル式により

計算すると，那珂川の流量が１０㎡/秒減少すると，漁獲量が約９００

トン減少するとされている。

したがって，本件取水の運用が開始され，最大１５㎡/秒の取水が行

われると，ヤマトシジミの漁獲量に与える影響は極めて大きい。

(ｴ）カワヒバリガイによる被害

本件事業では，霞ヶ浦から那珂川への導水（以下｢本件導水」という。）

も行われる予定であるが，霞ヶ浦の湖岸には平成１７年から外来生物で

あるカワヒバリガイの生息が確認されている。カワヒバリガイの卵は極

めて小さく，Ｄ型幼生は１１５ないし１７．５川，殼頂期幼生は１５６

ないし２２ｏ｣川で極めて微小であるから，被告の予定しているろ過施

設では，カワヒバリガイの卵や幼生を捕捉することはできず，カワヒバ

リガイが霞ヶ浦から那珂川に分布拡大することが確実である。

カワヒバリガイはろ過摂食能力が極めて大きいから，那珂川に分布拡

大した場合，洞沼及び個沼川に生息するヤマトシジミが摂食する栄養塩

類を減少させ，ヤマトシジミの生息環境を更に悪化させることになる。

㈱小結

以上によれば，本件事業はヤマトシジミの漁獲量を減少させ，原告ら

の共同漁業権を侵害する危険がある。

Ｐ
ｂ

Ｐ

ケ本件導水によるその他の共同漁業権の侵害
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、外来生物の流入

本件事業のうち本件導水の運用においては，Ｓないしｌ０ｍｕのろ過資

材によるろ過施設を建設することになっているが，その程度のろ過資材

では，多くの外来生物の霞ヶ浦から那珂川への侵入，拡散を防止するこ

とはできず，那珂川の漁業環境を悪化させる。

(ｲ）難分解性有機物の流入

霞ケ浦湖水のＣＯＤ濃度は那珂川の３倍以上あり，特にＣＯＤ中の難

分解性有機物は，水道水の浄水過程における塩素処理によって発がん性

物質トリハロメタン等を生成する原因物質になると指摘されている。そ
'

して，平成１７年度の霞ケ浦のＣＯＤ濃度平均８ｍｇ/Ｌのうち６２％が

溶解性有機物であり，その６５ないし９５％が難分解性有機物であると

推定されているから，霞ヶ浦から那珂川への導水がされた場合，那珂川

の水質を悪化させ，魚類の生息環境を悪化させることになる。

また，霞ヶ浦で発生するアオコは，ミクロキスティスンという肝臓障

害・肝がんの原因となる毒素等を生成したり，魚類のカビ臭の原因とな

る２－メチルイソボルネオール，ジオスミンを生成するが，これらの有

害物質は，ろ過施設ではろ過できないから，有害物質が那珂)||に流入す

ることにより魚類の生息環境が悪化することになる。Ｐ

(3)小結

以上のとおり，本件事業によって本件漁業権等が侵害される具体的危険の

あることは明らかである。

(被告の主張）

(1)漁業権の性質

漁業権の本質は，あくまで一定の期間一定の漁場において漁業を営むこと

それ自体にあり，権禾ljの目的たる利益の性質は経済的禾|]益（財産権）である

から，本件工事及び本件事業によって漁業権の侵害を受ける可能性があると
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言うためには，単に漁場の環境が変化するというのみでは足りず，端的に本

件工事及び本件事業によって原告らの漁業権の目的である経済的利益，すな

わち，原告らが有する漁業権の対象となる個別の魚種の漁獲量が減少する可

能性を，客観的な裏付けをもって立証しなければならないところ，原告らは

そのような主張，立証をしていない。

(2)本件取水の運用開始により原告らの共同漁業権が侵害される具体的危険が

ないこと

アアユの資源量減少の危険がないこと

（ｱ）本件取水口への迷入による被害が少ないこと'

ａ仔アユ迷入の可能性が低いこと

（a）本件取水口からの取水時において，若干の仔アユの迷入が生ずる

であろうことは否定できないが，本件夜間取水停止を行えば，仔ア

ユの迷入を大部分防止することが可能である。

すなわち，本件夜間取水停止は，仔アユの９７％が降下する１０

月及び１１月において，９８％が降下する午後６時ないし翌朝午前

８時を対象に取水を停止するものであるところ，平成３年ないし平

成１２年における１ｏ月及び１１月の下国丼地点における平均流量

が約９０㎡/秒で，その場合最大１５㎡/秒全量の取水が可能である

ため，河川流量に対する取水量の割合が平均１７％となることを前

提にすると，仔アユが本件取水口に吸い込まれる害'１合は，１％未満

になると想定される。

なお，この数値は，取水量にまんべんなく仔アユが含まれたと仮

定した場合の仮定値であり，遊泳力のない仔アユは流速が早い流心

部分を下ると想定されるため，実際には，本件取水口からの迷入の

割合は，前記の数値よりも低くなる。

(b）したがって，仔アユの大部分が本件取水口に迷入するという原告

〆
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らの主張は失当である。

ｂ稚アユ迷入の可能性がないこと

（a）本件取水口地点を遡上する稚アユは，体長３cm以上に成長してい

ると考えられるところ，体長３cm以上に成長した稚魚であれば，遅

くとも体長の１０倍であるＳＯＣ,,,/秒の突進速度を有している。本

件取水口では，このような稚アユの突進速度を勘案し，迷入・吸込

みを防止するために，平均的な吸込流速を３０cm/秒以下とする設

計がされており，稚アユは取水流速に十分抵抗可能である。

（b）本件取水口前面には，スクリーンメッシュの幅を５Ⅲとする除塵

機型回転スクリーン８基（以下「本件各メッシュスクリーン」とい

う。）を設置し，稚アユをはじめとする魚類の迷入・吸込みを物理

的に防止する対策を講じることを予定しているところ，那珂川にお

ける現地実験の結果，稚アユは，メッシュスクリーンに対して忌避

反応を起こすことが確認されている。

（c）さらに，吹流しを設置し，遡上してくる稚アユを取水口から遠ざ

けることによって，迷入・吸込みを防止する効果が期待される。す

なわち，那珂川における現地実験の結果では６０ないし８０％の忌

避効果が，水槽実験の結果では７５ないし９５％の忌避効果がある

ことが確認されている。

（.）したがって,稚アユが迷入するという原告らの主張は失当である。

(ｲ）河川流量減少による被害のないこと

ａ本件取水の運用が開始されても流量変動の状況は現在とほとんど変

わらないこと

（a）取水制限流量の設定

本件取水の運用においては，舟運，漁業，観光，流水の清潔の保

持，塩害の防止，河口の閉塞の防止，河川管理施設の保護，地下水

Ｐ

Ｐ
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位の維持，景観，動植物の生息・生育地の状況，人と河川との豊か

・な触れ合いの確保等を総合的に考慮して定められた維持流量（那珂

川下流部の流水の正常な機能を維持するための流量）に更に余裕を

みた取水制限流量を設定し，これを上回る範囲で最大１５㎡/秒の

取水を行う計画である。

(b）那珂川の河口から約２０km地点より下流の汽水域（塩水が遡上す

る水域）における流量は，上流から流下する流量が渇水流量を下回

るような少ない流量のときでも，潮汐に応じて潮位の変動量が大き

〆 い大潮と潮位の変動量が小さい小潮が繰り返し出現し，海域から河

)||流量を上回る大きな遡上水量が順流と逆流を繰り返しており，河

川流量が減少した場合でも汽水域における水位，流量の変動は大き

く変化しないことが確認されている。

そうすると，那珂)||汽水域における水理特性からみると，何)||上

流から流下する流量が減少しても，汽水域の流量は，潮汐の影響を

受けほとんど変化していない。

したがって，本件取水の運用が開始されても，流量変動の状況は

現在とほとんど変わらないと考えられる。

（c）以上のとおり，本件取水の運用においては，那珂川の流況に変化

を及ぼさないよう配慮されている上，そもそも，那珂川の汽水域に

おいては潮汐による流量変動が大きく，本件取水の運用が開始され

ても，流量変動の状況は現在とほとんど変わらないと考えられるの

であるから，那珂川の下流域の魚介類の生息環境に悪影響が生じる

とは考えがたい。

ｂ仔アユの流下速度への影響は生じないこと

仔アユの絶食耐久日数は７ないし９日間との報告事例もあり，それ

自体ある程度の幅を有する数値であるから,河川流速の低下によって，

Ｐ
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直ちに仔アユの生残率に悪影響を及ぼすことにはならない。

また，アユの産卵場は河口から約２０ないし４０kmの範囲であると

ころ，産卵場を茨城県と栃木県の県境である４６．５km地点とし，仔

アユが夜間のみ降下するという前提の場合，仔アユは平均的な流量が

あれば孵化後１ないし２日で降下していると想定できるところ，本件

取水の運用開始後であっても，夜間取水停止により，仔アユの到達時

間への影響は３時間程度になると試算されるから，仔アユの到達時間

にほとんど遅れは生じない。

ｃ河川流量と資源量との間には相関関係がないこと

（a）原告らは，那珂川においてアユの遡上群数はアユの資源量を反映

している旨主張するが，その根拠となる証人石嶋久男（以下「証人

石嶋」という。）の意見書は，アユの遡上群数を，群れの数あるい

は個体数の多さに関係なく1群ととらえており，アユを観察できた

日数をカウントしているに過ぎず，このように群れの数あるいは個

体数の多さに関係なく１群と数える方法が資源量の適切な指標を示

すものとは考えられない。そもそもアユの調査研究に関する文献等

をみると，遡上群数によって遡上数を把握している文献等はほとん

ど見当たらず，投網や魚道での計測に基づき遡上尾数（個体数）に

よって遡上数を把握しているものが一般的であって，アユの遡上量

を把握するためには遡上尾数（個体数）を計測する方が正確である

ことは言を待たない。

（b）原告らは，河川水量の減少によって翌年のアユの遡上群数が減少

するメカニズムとして，農林水産省が実施している「先端技術を活

用した農林水産研究高度化事業」の中の｢沿岸域におけるアユの生

態特性の解明及び遡上量予測技術の開発｣の成果を列挙し，これに

よって，河川流量の減少が，汽水域における河)'|からの栄養塩類の

戸

Ｐ
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供給減少をもたらし，アユの生息環境を悪化させるとともに，栄養

塩類の供給される範囲，すなわちアユの生息域自体も減少させる旨

主張する。

しかしながら，前記成果は，鼠ケ関川と日高川の沿岸海水温と降

水量を用いたモデルからアユ遡上量を予測した結果が示されてお

り，河川流量の減少との関係においてアユの遡上量をシミュレーシ

ョンしたものではないのであるから，原告らの主張の根拠とはなり

得ない。

（c）そもそも，仔アユの生残率は沿岸域の海水温に大きく影響される

ことが明らかであって，仔アユの生残率を検討するに当たっては，

河川流量ないし降水量ではなく，沿岸海域の海水温との関係が重視

されるべきであるから，仔アユの生残率の決定要因が河川流量や降

水量であるとする原告らの主張は失当である。

（｡）また，平成元年ないし１７年の農林水産統計に基づくアユの漁獲

量と，その前年の那珂川の１０月ないし１２月の野口地点における

総流量との間には，明確な相関は認められない上，前年の１０月な

いし翌年の３月にかけての総流量とアユの漁獲量との関係を見て

も，明確な相関は認められない。

ｄ水温上昇による被害は生じないこと

一般に河川水温の上昇や低下は,気温の影響が大きいとされており，

那珂)||における観測結果においても，気温と水温には高い相関関係が

あるが，水温と流量との間には相関関係がないから，河川流量の減少

によって水温が上昇するとはいえない。

また，那珂川の汽水域においては潮汐の影響が支配的であるから，

河川上流からの流量が減少しても，流量変動はほとんどかわらず，水

流の停滞は生じにくいし，水深が少し浅い箇所であっても，表層付近

Ｐ

Ｐ
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で水流が停滞しやすくなることはない。

したがって，原告らの主張はそもそも前提を誤っている。

（ｳ）小結

以上によれば，本件取水の運用開始によってアユの資源量ないし漁獲

量が減少し，アユの共同漁業権が侵害される具体的危険はない。

イウグイの資源量減少の危険がないこと

ウグイは河川の上流域から河口域まで広く分布しており，流れの緩やか

な礫底で産卵し，かつ礫底で成長する魚種である。

本件取水口地点付近の河床は，砂や泥がたい積している河床であり，ウ

グイの産卵に適した礫底ではないし，ウグイはアユのように全ての個体が

海に降下するような魚種ではないから，そもそも，本件取水口へ迷入する

危険は極めて低い。

また，体長３cm以上のウグイの稚魚であれば，その突進速度から本件取

水口の取水流速に抵抗可能である。

したがって，ウグイについて，本件取水口への迷入により，資源量が減

少することはない。

ウウナギの資源量減少の危険がないこと

（ｱ）本件取水口への迷入の可能性がないこと

シラスウナギは，いわゆるクロコと呼ばれる状態にならなければ淡水

域に入らない。クロコの体長は１０cm程度になるが，活発な自力による

遡上力を有しており，その突進速度は体長９cmの場合，ＳＯｃｌＩ,/秒程度

とされていることからすれば，本件取水口における取水流速には十分抵

抗可能である。

また，シラスウナギがクロコと呼ばれる状態であれば，底生生活を開

始していると推定されるが，底生魚の迷入防止対策として，本件取水口

部を河床から約１２ｍ確保した位置に設置する計画であり，魚返しや本

〆
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件各メッシュスクリーンの設置も予定している。

したがって，本件取水口への迷入による被害は生じない。

（ｲ）貧酸素化による被害が生じないこと

既に述べたとおり，流量変動の状況は，本件取水の運用により現状と

ほとんど変わらないから，そもそも河川の岸辺の水流が取水前より停滞

しやすくなるといった影響は極めて少ない。また，那珂川が渇水状態と

なり，著しく河川流量が減少して，岸辺の水流の停滞が生じるおそれが

顕著となった場合には，本件導水の運用が行われることで，那珂川下流

部の流況を改善し，河川環境を平常時の状態に近づけることが期待され

る。

また，原告らの主張する貧酸素化の機序については，那珂川の汽水域

の水利特性を誤ってとらえているものであるから，理由がない。

エサクラマスの資源量減少の危険がないこと

（ｱ）本件取水口への迷入のないこと

サクラマスは，本件各メッシュスクリーンなどによる迷入防止が可能

である。

（ｲ）河川流量の減少による被害のないこと

既に述べたとおり，本件取水の運用においては，取水制限流量を設定

し，その流量を上回る余乗'|が発生した場合にのみ，余剰分に対して最大

１５㎡/秒の取水を行う計画としているから，原告らの主張は，取水制

限流量を上回る場合にのみ取水が行われるという事業計画を正解しない

ものであり，失当である。

Ｐ

Ｐ

オマハゼの資源量減少の危険がないこと

既に述べたとおり，本件取水の運用により，流量変動の状況は現状とほ

とんど変わらないから，そもそも河川の岸辺の水流が取水前より停滞しや

すぐなるといった影響は極めて少ないと考えられる。

－４５－



また，那珂川が渇水状態となり，著しく河川流量が減少して，岸辺の水

流の停滞が生じるおそれが顕著となった場合には，利根｣||及び霞ケ浦から

那珂川に送水することで，那珂)||下流部の流況を改善し，何)||環境を平常

時の状態に近づけることが可能である。

さらに，原告らの主張を前提にしたとしても，表層水と底層水との混合

とマハゼの生態がどのような関係を有するのか，そもそも明らかでなく，

原告らのマハゼの漁業権に対していかなる影響があるのかも不明であると

いわざるを得ない。

したがって，原告らの主張は失当である。

カモクズガニの資源量減少の危険がないこと

原告らは，本件取水の運用によって河川の流下水量が減少することがな

ぜモクズガニの産卵回遊を抑制することにつながるのかにつき，客観的根

拠を何ら示していない。

また，前記の点をおくとしても，本件取水の運用においては，維持流量

を上回らなければ取水をしないため，取水した場合の塩水遡上距離は自然

状態とほとんど変わらないのであるから，本件取水の運用開始が，産卵回

遊に影響を及ぼすとは認められない。

その上，原告らの主張を前提としても，那珂川の流量が必要な流量を下

回る場合には，禾ｌ根川及び霞ヶ浦から取水した水を放水して流量を補給す

ることも本件事業に含まれており，その実施により塩水遡上を抑制する効

果が見込まれるのであるから，原告らが懸念を示す状況は改善される。

したがって，原告らの主張は失当といわざるを得ない。

キサケの資源量減少の危険のないこと

（ｱ）本件取水口への迷入のないこと

本件取水口地点を降下する稚サケはそのほとんどが体長３cm以上であ

り，その突進速度からすれば,本件取水口の取水流速に抵抗可能である。

Ｐ

Ｐ
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また，本件取水口前に吹流しを設置し，遡上してくるサケの稚魚を本

件取水口から遠ざけて那珂川上流へ誘導することにより迷入を防止する

こと，本件取水口前面に本件各メッシュスクリーンを設置することで，

魚類の迷入を物理的に防止する対策を講じることを予定している。

したがって，本件取水口への迷入による資源量の減少はない。

（ｲ）河川流量減少による影響

サケの遡上尾数と漁獲量が比例すると仮定した場合でも，そもそも那

珂川の河)||流量とサケの漁獲量との間には明確な相関関係がないから，

河川流量の減少によりサケの遡上が減少するという原告らの主張は失当

である。

また，サケの遡上期である９月ないし１２月ころに本件取水の運用が

行われた場合でも，那珂川の河川水の減少は本来の流量の約１３％程度

であり，通常の那珂)||の流量変動に比べて僅かであるから，仮に那珂川

のサケの遡上尾数と漁獲量が比例すると仮定した場合であっても，取水

による流量変動がサケの遡上に影響を及ぼすことはない。

（ｳ）小結

したがって，本件取水の運用によりサケの資源量は減少しない。

クヤマトシジミの資源量減少の危険のないこと

（ｱ）那珂)||の何)||流量減少による個沼及び個沼川の高塩分化がヤマトシジ

ミの生息環境を悪化させないこと

ａ各種研究報告では，現状における個沼のヤマトシジミの資源量減少

要因として塩分濃度低下が挙げられており，その増殖策として，むし

ろ海水導入（塩水浸入）等による塩分濃度上昇の方法が提案されてい

Ｐ

'

ることからすれば，個沼のヤマトシジミの生息環境には現状よりも塩

分供給が必要であるとされているのであり，個沼及び個沼川における

塩分の上昇は，むしろヤマトシジミの繁殖にとっては望ましいもので
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ある。

したがって，個沼及び個沼川における塩分濃度の上昇がヤマトシジ

ミの生息環境を悪化させるという原告らの主張は前提を誤っている。

ｂまた，原告らは，個沼川及び個沼において，ヤマトシジミは３ない

しｇｐｓｕで産卵・放精すると考えられており，産卵・発生を保障す

る塩分は０．７２ないし６．３ｐｓｕである旨主張するが，実際にヤマ

トシジミの生息が多く確認されているのは，那珂川・個沼川の合流点

から個沼湖尻地点までの区間であるところ，同区間は，塩分が表層と

底層で均一となる強混合状態にあり，かつ，塩分の日間変動が大きい

区間である。

そして，個沼川大貫橋地点の底層の塩分は，平成２１年５月ないし

９月の期間で１．３ないし２Ｓ２ｐｓｕ，個沼湖尻地点の底層の塩分

は，平成２１年６月ないし９月の期間で１．４ないし２７．２ｐｓｕ，

個沼下流地点の底層の塩分は，平成２１年５月ないし９月の期間で０．

９ないし２６．５ｐｓｕであり，また，平成２１年観測データによる

と，塩分濃度の日最大値が９ｐｓｕを超える日数は，個沼川大貫橋地

点においては観測日数７８日中６１日でその最大値は２７．８ｐｓｕ，

洞沼湖尻地点においては同ｓｏ日中６１日でその最大値は２８ｇｐ

ｓｕである。

したがって，実際にヤマトシジミの生息が多く確認されている地点

における塩分濃度の値は，原告らが主張する値を大幅に超えているの

であって，そもそも原告らの主張には根拠がない。

また，原告らがヤマトシジミの生残率が下がるとするｌ５ｐｓｕと

いう数値には客観的な根拠がなく，ｚ０ｐｓｕがどの程度継続すると

ヤマトシジミの生存を厳しくするかも不明であって，その主張自体根

’

Ｐ

拠に乏しい。
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本件取水の運用開始により個招及び個沼川の高塩分化は進まないこと

ａ個沼川の流れは，下石崎地点における水位が，湊大橋地点における

水位より高い場合には順流となり，低い場合には逆流となり，潮汐に

伴う水位変動の影響を受けている。そのため，個沼)||は，潮汐に伴う

水位変動の小さい期間は，流量変動も小さく，表層の方が底層よりも

塩分濃度が低いという塩分差が生じるが，水位変動が大きい期間には

流量変動も大きくなり，表層から底層まで強混合状態（鉛直方向に塩

分が均一な状態）となる。

また，個沼)||には，那珂)||と個沼川との合流点から約３km付近に浅

瀬が存在することにより，浅瀬より下流では表層の塩分が低く底層の

塩分が高い緩混合状態にあるが，浅瀬より上流では，個沼湖尻地点ま

で，強混合状態にある。

このように，個沼川の塩分分布は，潮汐に伴う水位の変化と，浅瀬

の影響を受けているため，塩分の日間変動が大きい。

ｂその結果，個沼川においては，塩分の日間変動が概ねＯないしＳ４

ｐｓｕの範囲で生じているところ，本件取水口による那珂川からの取

水実施に伴う河川流量の低下による個沼川大貫橋地点の底層の塩分変

化はＯ９ｐｓｕ程度上昇するにとどまるものと推定され，かかる塩

(ｲ）

Ｐ

、

伊

分の変化は，日間変動に比べ小さい。

したがって，同河川流量の変化によって，個沼)||及び個沼の塩分は

僅かに上昇する可能性があるが，その変化は１日における塩分の変化

に比してごく僅かであることからすれば，同河川流量の変化が個沼)|｜

下流及び個沼の高塩分化を進めるとする原告らの主張は，失当という

べきである。

(ｳ）塩分導入により，貧酸素水塊の形成による環境悪化は生じないこと

ａ前記のとおり，本件取水の運用による洞沼)||及び洞沼の塩分の上昇
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は，１日における塩分の変化に比してごく僅かであることからすれば，

それが下流個沼川及び個沼の高塩分化を進めることを前提として，貧

酸素水塊が形成される旨の原告らの主張は，失当である。

ｂまた，那珂)'|野口地点流量と個沼川及び個沼の各地点で観測した塩

分とＤＯの分析結果からすると，ヤマトシジミが多く生息している個

沼川大貫橋地点から個沼湖尻地点周辺においては，野口地点流量が減

少し逆流が起きている時には塩分が上昇するが，那珂川河口部から遡

上してくるＤＯが豊富な塩水の割合が増えるため，底層や底上のＤＯ

は低下する傾向はなく，逆に上昇する傾向を示している。

シミュレーション結果によれば，本件取水の運用を開始した場合で

〆

も個沼・個沼川における塩分はほとんど同じであり，底層付近への酸

素を供給している強混合現象も維持されることから，底層付近のＤＯ

が高い状態も維持され，個沼川・個沼の汽水域における塩水遡上特性

は，本件事業の運用開始後も現状と変わらない。

したがって，本件取水の運用に伴い，ヤマトシジミが多く生息して

いる個沼川及び個沼湖尻において，ＤＯが低下し，貧酸素水塊を形成

することはないというべきである。

倖）野口地点の水位とヤマトシジミシジミ漁獲量との間に相関関係が認め

られないこと

原告らが主張する，那珂川の流量が１０㎡/秒減少すると，漁獲量が

約９００トン減少するとするモデル式は，野口地点の水位とヤマトシジ

ミ漁獲量との間に相関関係があることを前提としている。

しかしながら，野口地点の水位と那珂川下流域の水位の問に関連性は

認められない上，野口地点の水位変動とシジミ漁獲量との間にも相関関

係は認められないから，野口地点の水位とヤマトシジミ漁獲量との間に

相関関係はない。

Ｐ
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また，那珂川水系におけるヤマトシジミの漁獲量は，乱獲及び漁獲制

限等の人為的な影響により変動していることは明らかであり，当該モデ

ル式は，これらがヤマトシジミ漁獲量変動の主因でないとして，検討さ

れたものであり，その前提からして誤っている。

(ｵ）カワヒバリガイによる被害の危険がないこと

本件導水の運用においては，砂ろ過施設を設置して，霞ヶ浦湖水の浮

遊物質，外来魚の魚卵等をろ過し，霞ヶ浦から那珂川への外来魚等の移

送を阻止する効果を期待できるから，カワヒバリガイによる被害のおそ

Ｐ
れはない。

（力）小結

以上によれば，そもそも本件取水の運用に伴う那珂川の河川流量の変

化による個沼及び個沼)||の塩分の変動量は僅かであり，ヤマトシジミの

生息環境の悪化を生じさせることはない。

ケ本件導水によるその他の魚類減少の危険のないこと

、外来生物の流入の阻止

本件導水の運用においては，ろ過施設を設置し，霞ヶ浦湖水の浮遊物

質，外来魚の魚卵等をろ過するから，霞ヶ浦から那珂川への外来魚等の

移送を阻止する効果を期待できる。

（ｲ）難分解性有機物の流入による魚類減少の具体的危険のないこと

原告らは，トリハロメタンの流入が魚類へどのような影響を生じさせ

るか具体的に主張，立証してない。

また，霞ヶ浦においてアオコが発生するのは水温が高い夏から秋にか

けてであるところ，那珂川の渇水が発生する時期は４月ないし５月であ

るから，本件導水の運用が行われる時期とは異なっている上，本件導水

の運用は霞ケ浦の水質等の状況をモニタリング等により確認しながら段

階的に行う予定であるので，大量のアオコが那珂川に送水されるような

Ｐ
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可能性は極めて低い。

(3)小結

以上のとおり，本件事業が，那珂川に生息する魚介類の減少を招く具体的

危険ないし原告らの共同漁業権に及ぼす影響は認められず，仮に認められる

としても，その程度は極めて軽微である。

）本件工事ないし本件事業の公共性・公益性の有無ないし程度（争点(5)）

(原告らの主張）

('）本件事業によって霞ヶ浦の水質浄化目的は達成できないこと

ア本件事業により，ＣＯＤ値０．８ｍｇ/Ｌの減少効果は見込めないこと

霞ヶ浦の水質汚濁は，流域から流入する窒素，リンを栄養源にして増殖

するいわゆるアオコ（藻類）とその分解物の蓄積による有機性水質汚濁で

あり，富栄養化（窒素又はリンを含む物質が閉鎖性水域に流入し，当該水

域において藻類その他の水生植物が増殖繁茂することに伴ってその水質が

累進的に悪化する現象）の防止が課題となっている。そのため，ＣＯＤ値

だけではなく，窒素，リンも含めて，それぞれ那珂川及び禾Ⅲ根)||からの導

水が霞ヶ浦の水質にもたらす影響について検討する必要があるが，以下の

とおり，本件取水の運用によって，霞ヶ浦の窒素，リン，ＣＯＤが希釈さ

れる効果は見込めない。

（ｱ）窒素の増加

ａ全窒素の増加

那珂川の全窒素濃度及び禾Ⅲ根)||の全窒素濃度はいずれも，霞ヶ浦の

全窒素濃度より高いから，本件事業によって那珂川及び未|｣根川から霞

ケ浦に導水しても，希釈効果は生じず，本件取水の運用がされるとな

ると，霞ケ浦の全窒素の負荷量は，かえって３５％増加することにな

る。

被告は，ある塩分濃度の食塩水が流れ込んでいる容器に，それより

５
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も塩分濃度の低い食塩水を混ぜ合わせて一緒に入れた場合，流入する

食塩量は増加するものの，流入する食塩水の水量も一層増加している

のであるから，容器中の食塩水の濃度自体は当初よりも薄くなってい

る旨主張し，霞ヶ浦の水量が増えることを前提として希釈を論じてい

るｄしかし，被告は，他方で，湖水回転率の上昇により難分解性有機

物の流出が促進される理由として，霞ヶ浦の水位が一定に保たれるな

ら湖容量は一定で，湖への流入水量が増加すれば，その分流出水量が

増加し，湖水が含む物質の流出も増加することになるとも主張してお

り，前記主張と矛盾している。

ｂ硝酸態窒素の増加

アオコの増殖に最適とされる硝酸態窒素濃度についても，那珂川の

硝酸態窒素濃度は霞ヶ浦の硝酸態窒素濃度より約６倍も高く，利根川

の硝酸態窒素濃度も，霞ヶ浦の硝酸態窒素濃度より高い。

停滞した湖沼ではアオコなどの植物プランクトンが発生し，硝酸態

窒素をよく利用するために湖水中の硝酸帯窒素濃度は低いのが一般的

であるが，前記のとおり，硝酸態窒素を多く含んだ那珂)||及び利根)|｜

の河川水が霞ヶ浦に導水されると，アオコの増殖栄養素となるから，

かえって霞ヶ浦のＣＯＤの生産を促進する。

(ｲ）リンの増加

ａ全リンの増加

那珂川の全リンの濃度は霞ヶ浦の全リン濃度の約２分の１である

が，那珂川の全リン濃度自体が環境基準を超えているから，本件取水

の運用によって環境基準である０．０３ｍｇ/Ｌ以下を達成することはで

きない。また，利根)||の全リン濃度は，霞ヶ浦の全リン濃度より高い

から，希釈効果は生じない。本件事業が計画どおり運用されると，霞

ヶ浦の全リンの負荷量は，かえって２０％増加することになる。

〆
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被告は，リン濃度の希釈による霞ヶ浦の浄化メカニズムとして，リ

ン濃度が限界値以下の場合には，リン濃度の低下に応じて植物プラン

クトンの増殖速度が顕著に低下し，限界値はリン濃度０１ｍｇ/Ｌ付近

にあるとして，霞ヶ浦湖水のリン濃度を僅かでも下げることができれ

ば，それが植物プランクトン増殖の抑制，ひいてはＣＯＤの低下に繋

がる旨主張するが，限界値はリン濃度０．１，mg/Ｌ付近にあるとの前提

には根拠がない。また，リン濃度が００５ｍｇ/Ｌ以下であっても，ア

オコは大発生するから，リン濃度を０．０５ｍｇ/Ｌ以下より低下させる

ことができなければ，ＣＯＤ値を０．８ｍｇ/Ｌ低下させることはできな
’

い。

ｂ溶解性オルトリン酸態リンの増加

那珂)||における全リンの主たる成分は溶解性オルトリン酸態リンで

あるところ，これは植物プランクトンが最も利用しやすい栄養源であ

る。霞ヶ浦湖心では，溶解性オルトリン酸態リンは藻類の増殖に消費

されてほとんど検出されない状態であるが，無機リン酸態リンを多く

含む那珂川の河川水が霞ヶ浦に導水されると，かえってアオコの増殖

栄養素が補給され，ＣＯＤの生産を促進する。

利根)||の溶解性オルトリン酸態リン濃度も，霞ヶ浦のオルトリン酸

態リン濃度より高いから，希釈効果は生じない。

(ｳ）ＣＯＤの上昇

那珂川のＣＯＤ値は，霞ケ浦のＣＯＤ値の３分の１以下であり，環境

基準３ｍｇ/Ｌをも満たしているため，那珂川の河川水を霞ケ浦に導水す

ればそのＣＯＤ値を低下させることが可能なように見える。

しかしながら，前記のとおり，那珂川の河川水には植物プランクトン

が禾U用しやすい硝酸態窒素及び溶解性オルトリン酸態リンが多く含まれ

ているため，那珂川の河川水を霞ヶ浦に導水すれば，アオコの発生を促

Ｐ
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進し，そのようなアオコ藻体及びその枯死分解物は湖水中有のＣＯＤを

高めることになる。

また，利根)||の水質は，リン，窒素のいずれも霞ヶ浦より濃度が高い

のであるから，禾'｣根)||の河川水を導水すれば，那珂)||からの導水以上に

霞ヶ浦の水質を悪化させ，ＣＯＤを上昇させる危険が高い。

(二E）難分解性物の押出効果はないこと，湖水回転率の上昇には効果がない

こと

ａ被告は，那珂川の河川水を霞ヶ浦に導水することにより湖水回転率

を上昇させれば霞ヶ浦の滞留時間を１３０日に縮める効果がある旨主
Ｐ

張するが，アオコは，だいたい４日ないし４０日の滞留時間があれば

発生するため，前記導水ではアオコの発生を抑制できない。湖水の回

転率を増加して水質改善をすることは極めて困難であり，汚濁物質流

入量の削減を検討すべきである。

ｂ被告は，湖水回転率の上昇により難分解性有機物の流出が促進され

る理由として，霞ヶ浦の水位が一定に保たれるなら湖容量は一定で，

湖への流入水量が増加すれば，その分流出水量が増加し，湖水が含む

物質の流出も増加することになる旨主張するが，那珂)||の河川水を導

水する放流水の勢いは，風による流れ（吹送流）よりも影響力が低い

ものであるから,放流水によってトコロテン式に押し出されるように，

霞ヶ浦の難分解性物質が常陸禾Ⅲ根川に押し出されることはないし，湖

内の傾斜流の働きで押し出されることもない。

(ｵ）被告は，シミュレーションの結果，ＣＯＤ値０８ｍｇ/Ｌの減少効果は

見込める旨主張するが，前記のとおり被告の霞ヶ浦浄化のメカニズムの

説明は理由がなく，中曽根英雄が行った，三次元モデルを用いた本件事

業による水質予測によれば，１５㎡/秒の導水を入れた場合と入れない

場合を比較すると，ＣＯＤ濃度，全窒素濃度及び全リン濃度のいずれも

Ｐ
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が，導水を入れた場合の方が入れない場合よりも濃度が若干高くなると
､

の研究結果が得られていることからすれば，本件事業の効果を裏付ける

ものとはいえない。

イ被告の主張する水質浄化効果はあまりにも小さいこと

仮に本件事業によってＣＯＤ値０．８ｍｇ/Ｌの低下が生じたとしても，霞

ヶ浦における平成１２年ないし平成２３年の１０年間のＣＯＤの変動範囲

は７．３ないし981119/Ｌであり，平均値は８１ｍｇ/Ｌで，平均的変動幅が

１．６ｍｇ/Ｌであるから，本件事業によるＣＯＤの変動は過去のＣＯＤの変

動範囲に飲み込まれてしまうから，その効果は期待できない。

また，会計検査院も，霞ヶ浦のＣＯＤ値が悪化する傾向にあることから

５．０ｍｇ/Ｌ台前半という目標を達成する迄に相当な期間を要することが見

込まれる状況になっているとして，本件事業の効果，必要性等を再度明確

にした上で，事業に取り組むこととの所見を示している。

したがって，本件事業による水質浄化効果は余りにも小さい。

(2)本件事業は桜川及び千波湖の水質浄化に必要がないこと

渡里用水を利用した導水量の年次推移をみると，開始２年目の平成元年を

保

ピークに減少し続けており，近年の導水量の減少は特に顕著である。

Ｐ
これは，茨城県が，水利権を有する渡里台地土地改良区に桜)||への導水を

委託しており，同委託契約は毎年度初めに締結されているところ，その委託

料の予算を年々削減してきたことに伴ってポンプ稼働日数が減ったためであ

り，渡里用水は，年間２７５９万４０００ｔが導水可能であるが，平均実績

はその３割にも満たない。

このように，現在利用可能な渡里用水すら有効に稼働させようとしない茨

城県及び水戸市，そして被告には，そもそも桜川に導水しようという意欲が

欠如していると言わざるを得ない。したがって，仮に本件取水口を建設した

としても，桜)||に導水しようという意欲が欠如しているため，桜川及び千波
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湖の浄化という目的が達せられることはない。

したがって，桜川及び千波湖の水質浄化を本件事業の目的とする被告の主

張には全く説得力がない。

(3)本件事業により既得用水の安定を図る必要も，効果もないこと

ア那珂川

昭和６２年以降に発生した那珂川の渇水のうち，取水制限が行われたの

は，いずれも４月末から５月連休の期間に限られた渇水であって，取水制

限の日数も最長で１３日間と短い。

これは明らかに田植え時に一斉に農業用水を大量に取水することによっ

て起きる渇水であって，他の水系で生じることがある夏期の渇水，長引く

こともある渇水とは質の異なる渇水である。原因は田植え時の一斉取水に

あるのだから，流量が少ない年は田植えが集中しないように調整すれば解

消できる渇水である。しかも，最近の減反を反映して平成１４年以降はそ

のような渇水も起きなくなっている。

このように，那珂川の渇水は田植え時の一斉取水で引き起こされたもの

であって最近の減反で起きにくくなっているのであるから，渇水そのもの

は問題とするほどのものではない。

また，那珂川で取水制限が実施されたのは，平成ｓ年，平成１３年の短

い日数だけであり，実際には正常流量を下回っても実害がないから取水制

限に至らないことが多いのであって，正常流量の確保にどの程度の意味が

あるのか，正常流量の科学的な根拠は疑わしい。

また，那珂川の流量が少ないときの下国井地点の流量は野口地点より明

らかに増加しており，正常流量を下回ることはほとんどなくなっている。

これは野口地点と下国井地点の問で使用後の農業用水が地下水や地表水と

して那珂川に還流していることを意味する。このように農業用水の還流を

考慮すれば，那珂川では５月の連休時に一時的に起きることがある渇水も

Ｐ

Ｐ

‐５７‐



実際には渇水といえるほどのものではない。

イ利根)|｜

未|｣根川流域では，平成に入ってからも渇水により取水制限が行われたこ

とがある。しかし，いずれも取水制限にとどまっており，給水制限が実施

されるほどの渇水には至っていない。取水制限率３０％に及ぶ渇水は平成

８年以来発生しておらず，例外的な事態というべきであり，同年以来，利

根)||流域での取水制限は,ほとんどがｌｏ％の取水制限にとどまっている。

このように，禾Ⅲ根)||の渇水は例えば市民生活に影響が出るような深刻な

ものには至らずに済んでいるのが最近の実態というべきであり，この傾向

は将来にわたっても変わるところはない。

ウ禾Ⅲ根川と那珂)||で渇水時期が異なる訳ではないこと

禾Ｉ根)||も那珂川も，日本列島の中でみれば近接した地域に流れており，

水源から流域にかけての気候条件はさほどの違いがあるものではない。し

たがって，年間を通して水が多い時期と少ない時期の傾向は大きく変わる

ものではない。もともと利根)||の水量が少なめになる時期には那珂)||の水

量も少なめになっていることが多い。その中で４月ないし５月にかけての

那珂)||の水量が少なくなるのは，前述のように農業用水の集中的な利用が

原因であって自然条件の違いとは別な要因によるものである。

被告は，禾|j根)||の渇水期間中の７３％の期間は那珂川の渇水がなく，那

珂)||から取水し禾11根)||に導水することが可能であるから，本件事業が利根

川の渇水対策になるとしているが，禾|｣根)||に渇水が発生している時期には

那珂川にも渇水が発生していたり，そうでなくても流量が少なく取水でき

なかったりする可能性が高く，渇水対策としての有効性は疑問である。

(4)新規都市用水の確保の必要性がないこと

本件事業における特別水利使用者にとって，現在及び将来の水需要は既存

の保有水源で十分に満たされており，これ以上の新規水源開発を必要とする

〆
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状況にはないから，本件事業による新規都市用水の確保の必要性はない。

ア東京都水道

東京都水道の１日最大給水量は，１人１日最大給水量の減少によって，

平成４年度ないし平成２４年度までの２０年間に１４８万㎡/日減少し，

同年度の１日最大給水量は４６９万㎡/日である。

一方で，東京都水道の保有水源を正当に評価すると，配水量ベースで６

９５万㎡/日となるから，東京都水道では２２０万㎡/日を超える大量の余

裕水源が確保されている。

また，今後も１人１日最大給水量の減少の要因である，漏水の減少，生

活様式の平準化，節水が進むことにより，１人１日最大給水量の減少が続

くと予想され，給水人口も平成３２年度以降は減少傾向に向かうことにな

Ｐ

る。

そうすると，今後東京都水道では，余裕水源が更に拡大することになる。

したがって，本件事業により東京都水道に予定されている１．４㎡/秒（給

水量ベースで１１万７０００㎡/日）の水利権が無用であることは明らか

である。

イ埼玉県水道

埼玉県水道の１日最大給水量は，１人１日最大給水量の減少によって，

平成１３年度から確実に減少しており，平成２４年度の１日最大給水量は

２５９万㎡/日である。

一方で，埼玉県水道の保有水源を正当に評価すると，給水量ベースで３

３０万㎡/日となるから，埼玉県水道では，７１万㎡/日の大量の余裕水源

が確保されている。

また，今後も１人１日最大給水量の減少の要因である，漏水の減少，生

活様式の平準化，節水が進むことにより，１人１日最大給水量の減少が続

くと予想され，給水人口も今後は減少することが予想されている。そうす

Ｐ

－５９－



ると，今後埼玉県水道では，余裕水源が更に拡大することになる。したが

って，本件事業により埼玉県水道に予定されている０．９４㎡/秒（給水量

ベースで７万９０００㎡/日）の水利権が無用であることは明らかである。

なお,埼玉県の農業用水転用水利権は現状のままで冬期（非かんがい期）

の取水に何の支障もないのであるから，その水利権約８８万㎡/日を保有

水源としてカウントすることも可能である。

ウ千葉県水道及び千葉県工業用水道

（ｱ）千葉県における本件事業の特別水利使用者のうち，千葉市（水道）及

び東総広域水道企業団（水道）は現在本件事業からの撤退を表明してい

るから，本件事業により予定されている東総広域水道企業団（水道）の

０．１１４㎡/秒及び千葉市（水道）の０．０６㎡/秒の水利権の開発は不

Ｐ

要である。

(ｲ）印旛郡市広域市町村圏事務組合（水道）

印旛郡市広域市町村圏事務組合は，取水，導水及び浄水業務を千葉県

営水道に委託しているから，その水需要については千葉県営水道と－体

で検証する。

印旛郡市広域市町村圏事務組合の１日最大給水量は，１人１日最大給

水量の減少によって，平成１１年度から概ね横ばい傾向となり，平成２

５年度の１日最大給水量は５万５８００㎡/日であり，千葉県営水道の

１日最大給水量は，１人１日最大給水量の減少によって，平成７年度か

ら増加が止まり，平成２４年度の１日最大給水量は９９万５０００㎡／

日である。

印旛郡市広域市町村圏事務組合の保有水源は４万２０００㎡/日であ

り，平成２５年度は１万４０００㎡/日程度不足しているが，千葉県営

水道の保有水源を正当に評価すると，給水量ベースで１１９万㎡/日と

なり，平成２４年度においては約１９万㎡旧の余裕水源があるから，

Ｐ
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このうち２万㎡/日を印旛郡市広域市町村圏事務組合に融通すれば，余

裕水源は１７万㎡／日以上になる。

今後も１人１日最大給水量の減少の要因である，漏水の減少，生活様

式の平準化，節水の進行が進むことにより，1人１日最大給水量の減少

が続き，給水人口も今後は減少することが予想される。

そうすると，今後印旛郡市広域市町村圏事務組合及び千葉県営水道で

は，余裕水源が更に拡大することになるから，本件事業により印旛郡市

広域市町村圏事務組合に予定されている０．７４６㎡/秒（給水量ベース

で１日当たり７万９０００㎡/秒）の水利権が無用であることは明らか

である。

(ｳ）九十九里地域水道企業団（水道）

九十九里地域水道企業団の１日最大給水量は，１人１日最大給水量の

減少によって，平成８年度以降増加傾向はなくなってきており，平成２

４年度の１日最大給水量は１２万１０００㎡／日である。

一方で，九十九里地域水道企業団の保有水源を正当に評価すると，給

水量ベースで１６万７０００㎡／日となるから，九十九里地域水道企業

団では，４万６０００㎡/日の大量の余裕水源が確保されている。

今後も１人１日最大給水量の減少の要因である，漏水の減少，生活様

式の平準化，節水が進むことにより，１人１日最大給水量の減少が続く

と予想され，給水人口も今後は減少することが予想されている。

そうすると九十九里地域水道企業団では，今後，余裕水源が更に拡

大することになる。したがって，本件事業により九十九里地域水道企業

団に予定されている０．３４㎡/秒（給水量ベースで約２万８０００㎡／

日）の水利権が無用であることは明らかである。

(ｴ）千葉県営東葛・葛南地区工業用水道

東葛・葛南地区工業用水道の１日最大給水量は，平成５年度以降明確

'
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な減少傾向にあり，平成２４年度の１日最大給水量は約６万ｓ０００㎡

/日である。

一方で，東葛・葛南地区工業用水道の保有水源を正当に評価すると，

給水量ベースで約１０万１０００㎡／日となるから，３万３０００㎡/日

の余裕水源が確保されている。

今後も１日最大給水量の減少が続くと予想されるから，東葛・葛南地

区工業用水道では，余裕水源が更に拡大することになる。したがって，

本件事業により東葛・葛南地区工業用水道に予定されている０．４㎡/秒

（給水量ベースで約３万４０００㎡／日）の水利権は不要であり，暫定Ｐ

豊水水利権０．３９３㎡／日も不要である。

茨城県水道及び茨城県工業用水道

(ｱ）県西広域水道と県南広域水道（利根水系水道）

利根水系水道の１日最大給水量は，１人１日最大給水量の減少によっ

て，平成１３年度以降増加傾向はなくなってきており，平成２４年度の

１日最大給水量は５８万３０００㎡／日である。

一方で，利根水系水道では，その保有水源を正当に評価すると，給水

量ベースで６９万４０００㎡／日となり，また，利根水系県営工業用水

道の余乗'１水源の２割を水道に転用することにより，合計で約２１万㎡／

日の余裕水源を確保できることになる。

今後も１人１日最大給水量の減少の要因である，漏水の減少，生活様

式の平準化，節水が進むことにより，１人１日最大給水量の減少が続く

と予想され，給水人口も，今後，減少することが予想されている。

そうすると，県西広域水道と県南広域水道では，余裕水源が更に拡大

することになる。したがって，本件事業により県西広域水道と県南広域

水道に予定されている１００２㎡/秒（給水量ベースで約８万３０００

㎡／日）の水利権が無用であることは明らかである。

エ
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（ｲ）県中央広域水道と県営工業用水道（那珂川水系）

県中央広域水道の一日最大給水量は増減があるが，平成２５年度は約

５万１０００㎡／日に落ち着いており，県営工業用水道の明白な増加傾

向はなくなっている。ただし，既得水源がもともと少ないので，合わせ

て０．５㎡/秒程度の水源が不足し，それを霞ケ浦導水事業の暫定水利権

に依存している。しかし，この不足水量は那珂川の流況からすれば，微

々たるものであるので，その取水を認めても何の問題もない。

那珂川の渇水は平成１３年まで数年に一度の頻度で起きることがあっ

たが，いずれも５月連休の短い期間に限られており，田植え時の一斉取

水で引き起こされたものであって最近の減反で起きにくくなっているの

だから，渇水は軽微なものである。他の水系で生じるような夏期の渇水

が起きていないのだから，水禾Ｉ用の面で余裕のある河川であることは明

らかである。さらに，那珂川は，県中央広域水道と県央広域工業用水道

の取水地点の上流では，使用後の農業用水の還流によって流量が十分に

回復しているので，導水事業なしで必要な水量を取水することに何の支

障もない。正規の水利権として許可すべきである。

(被告の主張）

(1)本件事業が霞ヶ浦の水質浄化に効果があり，必要であること

ア本件事業の位置づけ

霞ケ浦の平成１３年ないし平成２１年のＣＯＤ平均値は７．９ｍｇ/Ｌであ

り，環境基準を大幅に上回る高水準で推移し，また，全窒素及び全リンに

ついても，環境基準値（全窒素につき，年間平均値で０．４ｍｇ/Ｌ以下，全

リンにつき，年間平均値で０．０３ｍｇ／Ｌ以下（湖沼Ⅲ類型)）をそれぞれ

上回っている状況にあるため，その改善が急務となっている。第６期水質

保全計画においては，本件事業に基づく那珂川及び禾']根川からの浄化用水

の導入を霞ヶ浦における湖沼等の浄化対策の一つとして定め，その他の水

Ｐ
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質保全対策とともに，霞ヶ浦全水域のＣＯＤ平均値を５ｍｇ/Ｌ台前半の水

質とすることを目指すとされている。このように，本件事業に基づき，那

珂)||及び利根)||から霞ヶ浦へ導水することにより霞ヶ浦の水質が浄化され

ることが期待されている。

イ本件事業により霞ヶ浦の水質浄化効果があること

（ｱ）希釈効果

ａ那珂川及び利根)||のＣＯＤ値は，ともに霞ヶ浦流入河)||のＣＯＤ値

よりも低値であるから，本件事業により那珂)||及び禾Ⅲ根)||の河川水が

霞ケ浦に導水されることにより，霞ケ浦流入河川よりも水質が良好な

河川水が霞ヶ浦に導入されることになる。

また，霞ケ浦自体のＣＯＤ濃度を見ても，平成１３年度ないし平成

２１年度の平均値で７．９ｍｇ/Ｌであり，那珂)||及び利根)||に比べて高

値である。

そうすると，霞ヶ浦の水がＣＯＤ濃度の低い那珂)||及び利根川の水

により希釈されることになるから，霞ヶ浦のＣＯＤ濃度は低下する。

ｂまた，富栄養化は，窒素及びリンの増加によっても進行するところ，

那珂川及び未Ｉ根)||の全窒素濃度及び全リン濃度は，いずれも霞ヶ浦流

入河川よりも低値となっているから，同様に，希釈効果が期待でき，

ひいてはＣＯＤ濃度の更なる低下をもたらす。

なお，窒素については，脱窒作用を含む窒素の循環の機序があり，

霞ヶ浦湖水中の全窒素濃度が流入河川水中の全窒素濃度よりも低くな

る。そのため，本件事業により霞ヶ浦に希釈効果があるか否かについ

ては，霞ヶ浦と本件事業によって霞ヶ浦に流入することになる那珂川

の全窒素濃度ではなく，霞ヶ浦に流入する河川と那珂川の全窒素濃度

を比較して，希釈効果の有無を評価すべきである。しかるに，試算に

よれば，導水後の霞ケ浦の全窒素濃度は０．９３ｍｇ/Ｌに低下すると考

’
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えられ，このことから，本件事業により，霞ヶ浦の全窒素濃度につい

て希釈効果があることは明らかである。

(ｲ）流入水量の増加による湖水回転率の上昇効果及び押出効果が認められ

ること

霞ヶ浦の湖水回転率（湖沼水が入れ替わる年間当たりの回数）は年約

１．９回であるが，本件事業により，回転率は年約２．８回に上昇するこ

ととなる。

そうすると，湖内の植物プランクトンが霞ヶ浦に存在できる時間が短

縮されることになり，ＣＯＤ濃度の低下につながる。

また,湖水回転率が上昇することにより湖内の難分解性有機物や窒素，

リンが現在よりも短時間で湖外に流出することになるため,ＣＯＤ濃度，

全窒素濃度及び全リン濃度のいずれもが低下することとなる。

(ｳ）水質予測モデルによる計算値からも本件事業が霞ヶ浦の水質浄化に効

Ｐ

果があることが裏付けられていること

本件事業による流入水量の増加によって霞ヶ浦湖水の滞留時間が短縮

されることとあいまって，霞ヶ浦の希釈効果が促されることが期待でき

ることについては，平成Ｓ年ないし平成１７年の流況を基に試算した水

質予測モデルによる計算値によっても裏付けられており，霞ヶ浦のＣＯ

Ｄ値を年間平均で０．８ｍｇ/Ｌ低下させることが可能である。

(2)本件事業が桜川及び千波湖の水質浄化に必要であり効果があること

ア桜川は，流域の都市化の進展とともに水質の汚濁が進行し，昭和４０年

代後半には，ＢＯＤの年間平均値が８０ないし１００ｍｇ/Ｌにまで達して

いた。また，本件事業が策定された昭和６０年当時ないし昭和６２年当時

においても，ＢＯＤ７５％水質値は１０ないし１５ｍｇ/Ｌと環境基準値（日

間平均値で５．０ｍｇ／Ｌ以下（河川Ｃ類型)）の２ないし３倍の値を示して

いた。
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また，千波湖も，昭和６３年以前はＣＯＤの年間平均値が３０ないし４

０ｍｇ／Ｌに達し，本件事業が策定された昭和６０年当時ないし昭和６２年

当時においては，ＣＯＤ７５％水質値が４０ないし６０ｍｇ／Ｌを示してお

り，アオコが発生して，異臭や景観上の観点から問題となっていた。

このように,桜川及び千波湖においては水質浄化の必要性が高いところ，

昭和６３年１０月から，本件事業の供用が開始されるまでの暫定的な対策

として，水質浄化を目的として，那珂川からかんがいを目的として取水し

ている渡里用水を禾Ⅱ用した導水（渡里導水）が行われている。那珂川から

桜川（千波湖を含む｡）への導水量は，１．４㎡/秒以内とされている。

この渡里導水により，近年，桜川及び千波湖における水質は改善傾向に

あり，渡里導水の供用前後の水質値の比較からみて，浄化用水による希釈

'

という手法が水質浄化のために効果的であることは明らかである。

しかしながら，渡里用水は農業用水であるところ，かんがい期の渡里導

水の量は少量であるため，桜川下流部の搦手橋地点，駅南小橋地点及び千

波湖において，かんがい期の水質は目標水質値に対して依然高い値となっ

ている。特に，平成１３年ないし平成１７年の５年間の月別測定結果を見

ると，桜川の搦手橋地点ではＢＯＤの日間平均値が最大で１２ｍｇ/Ｌとな

った時期もあり，特にかんがい期や夏場において水質悪化が見られ，千波

湖では依然アオコが発生している状況である。

したがって，本件事業により桜川等へ最大３㎡/秒の導水がされること

による水質浄化の必要性は依然として高い。

イまた，桜川（千波湖を含む｡）の水質浄化については，平成１９年２月，

国士交通省・茨城県・水戸市及び市民団体で構成する桜川清流ルネッサン

スⅡ地域協議会により，「桜川清流ルネッサンスⅡ」が策定され，河川事

業及び下水道事業などを総合的に進めることによって実現することとされ

ている。そして，本件事業は，水環境の改善に関する施策の中の河川事業

Ｐ
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の一つとして位置づけられており，本件事業により那珂川の流水を桜川に

最大３㎡/秒注水するとともに，下水道の整備や流域対策等を講ずること

により，桜)||の水質をＢＯＤ７５％水質値で５ｍｇ／Ｌ以下に，千波湖の水

質をＣＯＤ７５％水質値で８mg/Ｌ以下にすることを目標としている。

この目標を達成するためには，本件事業による導水が必要である。

(3)本件事業により既得用水の安定化を図る必要がありその効果があること

ア那珂川

那珂川は，平成に入り６回の渇水が発生し，うち４回は取水制限が行わ

れている。特に，平成５年，平成６年，平成８年及び平成１３年の４月な

いし５月期（春季）の渇水時には，渇水による何)||流量の減少により，海

水（塩水）が河口から遡上し，高濃度の塩分が検出されたため，那珂川下

流部の茨城県水戸市，ひたちなか市及び那珂市等の農業用水及び都市用水

(上水道及び工業用水道）の各取水地点において，最大２０日（平成６年)，

最大取水制限率農業用水３０％（平成５年)，都市用水２０％（平成５年）

の取水制限が行われており，栃木県及び茨城県の安定的かつ安全な農業用

水及び都市用水の取水に著しい影響を及ぼした。

このような状況からすれば，安定した既得用水の確保と渇水時において

維持すべき必要な流量について，一刻も早い安定的な流量の確保が求めら

れているといえる。

本件事業が運用されるようになれば，那珂川の渇水時には，禾lj根川及び

霞ヶ浦から那珂川への導水により那珂川の流況を安定させ，塩水遡上を抑

制するから，那珂川下流部において，農業用水及び都市用水の安定的かつ

安全な取水が可能となる。平成８年４月ないし５月期の那珂川の渇水を想

定した塩水遡上シミュレーションによれば，河口より最大１９．５km付近

まで遡上した塩水を，約１４０kmまでの遡上に抑制することが可能であ

Ｐ
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イ利根)|｜

禾']根川は，降水量の減少と都市用水の増加を原因として，東京都を始め

とする禾'｣根川流域において，平成に入り取水制限に至った渇水が９回発生

している。特に，平成２年，平成６年，平成８年，平成１３年及び平成１

６年の７月，８月及び９月期（夏季）の渇水時には，首都圏において，最

大６０日（平成６年)，最大取水制限率３０％（平成８年）の取水制限が

行われ，首都圏の水利用に大きな被害をもたらした。

このような状況からすれば，安定した既得用水の確保と渇水時において

維持すべき必要な流量について，一刻も早い安定的な流量の確保が求めら

れているといえるところ，本件事業が運用されるようになれば，利根)||の

渇水時には，那珂川及び霞ヶ浦から禾U根)||の既得用水等への補給を行うこ

とにより，取水制限率の抑制や期間の短縮を図り，渇水被害を軽減するこ

とが可能となる。平成８年８月ないし９月期の禾|｣根川の渇水を想定した事

業効果シミュレーションによれば，３０％の取水制限を１０％程度まで抑

制でき，更に４１日間の取水制限日数を７日間削減し，３４日間に短縮さ

'

せることができる。

未'１根)||の渇水期間において，利根)||の栗橋地点流量が正常流量を下回っ

た期間と，那珂川の野口地点流量が正常流量を上回った期間を，平成２年，

平成６年，平成８年，平成９年及び平成１３年のデータで比較すると，約

７３％の期間，那珂川から利根)||に対して導水が可能である。

(4)新規都市用水確保の必要性があること

ア各都県（本件各利水参画者）の水需要

（ｱ）本件各利水参画者が本件事業に参画して新規都市用水を確保する必要

があると判断していること

本件各利水参画者は，水道事業者又は工業用水道事業者として自らが

負担する給水義務（水道法１５条１項，２項，工業用水道法１６条）を
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全うする観点から，行政全体の将来像を示す長期的構想等に基づき基礎

指標の検討等を行い，その専門的技術的な判断に基づいて必要量を想定

した上で，委員会の設置等を経て，計画等として水需要予測を策定し，

当該水需要予狽ﾘに基づく必要性を踏まえて本件事業への参画量を決定し

ており，その参画量は本件事業計画のとおりであるが，参画量９２㎡／

秒のうち，本件各禾Ｉ水参画者は，水需要に対処する必要性から，本件事

業の完成を前提とした暫定豊水水利権として,平成２５年３月末日現在，

茨城県は水道用水として０．３５９㎡/秒，工業用水として０．４４９㎡／

秒，東京都は水道用水として１．４㎡/秒，千葉県は工業用水として０．１

２２㎡/秒，印旛郡市広域市町村圏事務組合は水道用水として０１９３

㎡/秒，合計２．５２３㎡/秒の取水を行っており，これは，本件事業によ

る開発水量全体の約３０％に相当する。

(ｲ）本件各禾|｣水参画者における水需要予測及び参画量の策定に不合理な点

は見当たらないこと

本件事業の事業主体である国土交通省においては，前記ａの手|'頂を踏

んで策定された本件各利水参画者の水需要予測に関する計画や参画量を

踏まえて霞ケ浦導水事業計画を策定しているが，本件各利水参画者の検

討内容については，基本的には，参画量の策定に不合理な点がない限り，

本件各利水参画者の専門的技術的な判断内容を尊重している。

加えて，国士交通省関東地方整備局では，国士交通省所管公共事業の

再評価実施要領及び平成２２年９月２Ｓ日付けで国士交通省河川局（現

水管理・国士保全局）が定めたダム事業の検証に係る検討に関する再評

価実施要領細目（検証要領細目）に基づき本件事業の検証を実施してい

る。同検証の過程では，本件各利水参画者に対する参画継続の意`患及び

必要な開発量の確認を行うとともに，本件各利水参画者において水需要

の点検・確認を行うよう要請し，本件各利水参画者からの回答を得た結

Ｐ
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果について，本件各禾Ｉ水参画者の必要な開発量策定の合理性を確認して

いる。そして，その結果については，水道施設設計指針等に沿って算出

されていること，事業認定等の法的な手続を経ていること，事業再評価

においては「継続」との評価を受けていることを確認している。

このように，本件各利水参画者は，水需要予測と本件事業への参画量

については，その専門的技術的な判断に基づき水需要予測を策定し，水

需要予測と本件事業への参画量を策定したものであり，本件各禾U水参画

者の必要な開発量策定に不合理な点はないことが確認されている。

イ本件事業により新規都市用水が確保されること

本件事業により那珂)||において最大４２㎡/秒，霞ケ浦において最大５．

０㎡/秒の都市用水が新規開発されることになることから，本件事業の特

別水利使用者として参画する茨城県，東京都，千葉県及び埼玉県の本件各

利水参画者は，日常生活や産業振興に不可欠な水資源を安定的に確保する

ことが可能となる。

このように，本件事業は，茨城県，東京都/千葉県及び埼玉県地域の生

活水準の向上，経済の発展等に果たす効果は大きく，公益に大いに資する

ものといえる。

本件差止請求の許否（争点(6)）

Ｐ

Ｐ ６

(原告らの主張）

(1)原告らが享受する本件漁業権等は物権とみなされている強力な権利である

ところ，本件事業によって，アユ，サケ，シジミ等の資源が大きく損なわれ

ることは明らかであり，これらの被害は，原告らの漁業権にとって中核的内

容に関わるものであり，原告らの被害は重大というべきである。

また，本件では，本件事業が専ら霞ヶ浦の浄化目的や茨城県南地方の用水の

安定化ないし確保にあるとされているが，これらは原告らの漁業権との関係か

らいえば，これらの漁業権の便益になるものではなく，また仮に原告らの構成
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員の立場から見ても同様に構成員の便益になるものではないから，本件事業の

推進と漁業権に対する被害との間では彼此相補の関係は見いだせない。

(2)しかも，本件事業の霞ヶ浦の浄化という事業目的は達成できる見込みはない

上に，既得用水の安定化や新規都市用水の確保という目的は不必要なものとな

っており，本件事業にはそもそも公共性が存しないのである。

さらに，これまでの判例は，既に公共事業が完成し，道路や空港などの公共

物が供用されている状態であり，便益の提供が現実に行われている事件であっ

た。そのため，差止を認めるならば，これまで提供されていた便益が停止する

Ｐ こととなり，その影響は広範囲になるために差止を認めることについて慎重に

ならざるを得なかったと考えられる。

しかし，本件は未だ事業が完成せず，本件事業がﾛ昌う便益の提供はなされて

いない状態で，その妨害予防を求めているのである。従って，差止を認めたと

してもそれによる悪影響は存しないのである。

したがって，少なくとも本件事業に差止を認めるべきでないとする公共`性が

あるとは言えないというべきである。

(3)以上のとおり，これまで判例が半'1断枠組みとしてきた受忍限度論によっても

本件差止請求が認められるべきである。

(被告の主張）

漁業権は，経済的な営業権にとどまる上，そもそも，河川管理のための人為

的事象との調整の必要』性が高く，原告らの主張する漁業権に基づく河川に対す

る支配も，その調整した限度で認められるにすぎないこと，本件事業及び本件

工事は，霞ヶ浦，桜川及び千波湖の水質浄化，既得用水の安定化，新規都市用

水の確保という観点から極めて公共性ないし公益上の必要性が高い事業である

こと，本件事業及び本件工事が本件漁業権等に及ぼす影響は認められないか，

あるいは認められるとしても極めて軽微であること等を考慮して総合的に考察

すると，原告らの本件工事等の差止請求を認容すべき違法性は存せず，同請求

房
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が認められる余地はない。

したがって，原告らの本件差止請求は，理由がない。
４当裁判所の判断

１本件差止請求許否の判断枠組み（争点(1)）

(1)了受忍限度論が採用されるべきこと

本件差止請求は，国を主体とする公共事業である本件工事ないし本件事

業により本件漁業権等（物権等）が侵害される危険（おそれ）のあること

を理由とする物権的妨害予防請求である。そこで，その許否は，①侵害行

為の態様，侵害の程度，被侵害利益の性質と内容，②侵害行為の持つ公共

性ないし公益上の必要性の内容と程度を比較するほか，③想定する被害の

防止に関する措置の有無及びその内容，効果等の諸般の事情を総合的に考

察して，被害が一般社会生活上受忍すべき限度を超える違法なもので，侵

害行為の差止請求を許すべきか否かにより判断するのが相当である（最高

裁半|｣所昭和５６年１２月１６日大法廷判決。民集３５巻１０号１３６９

頁，同平成１０年７月１６日第一小法廷判決。訟務月報４５巻６号１０５

５頁参照)。

イ前記ア①の判|新要素の本件における具体的意義

ところで，物権的妨害予防請求の民法上の要件としての物権侵害の危険

は，それが妨害の発生を待たずに現在直ちに予防手段をとることを認める

ものであることから，客観的に見て極めて強く大きいものでなくてはなら

ないと解されている。また，本件漁業権等が水面の排他的総括的な支配権

を取得するものではなく，飽くまで行政庁の免許等によって公共の用に供

する水面等において排他的ながら限定的に漁業を営むことを目的として設

定された使用収益権であることは前示第２の’(')イのとおりであり，本件

漁業権等は，常に他の人為的事象との調整を必要とする権利であるという

第４

Ｆ￣
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ことができる。
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そこで，前記ア①の判断要素を本件に即して具体化すれば，本件工事の

施工又は本件事業の運用開始による本件漁業権等侵害の具体的危険の有

無，すなわち，本件漁業権等の対象となる水産資源の種類毎に，漁業価値

の量的又は質的な減少若しくは穀損があり，原告らが免許された公有水面

における漁獲量の有意な減少又は漁獲品質の具体的な悪化の客観的危険が

あるか否かの判断というべきである。

(2)アこれに対し，原告らは，まず，本件漁業権等が物権である以上，公共事

業によるその侵害の危険を理由として差止請求の許否が問われる場合で

も，受忍限度論が妥当しない旨主張する。しかしながら，本件漁業権等が

物権であるとしても，それが財産権である以上公共政策ないし公益日的に

基づく公共事業の実施に伴い制約され得ることも論を待たないのであるか

ら，本件差止請求の許否について原告らの本件漁業権等と本件工事ないし

本件事業との調整を図る判断枠組みとしては，受忍限度論を用いることが

最も適切というべきであって，これが妥当しない旨の前記原告らの主張は

それ自体失当である。

イ次に，原告らは，漁業対象魚種の－部であっても，漁業権者の承諾を得

ずに採捕したり，当該対象区域内から除去したり，当該対象区域内に来遊

しないようにしたりする行為は，漁業権の侵害行為に当たり，漁業権者の

例年の漁獲高や収入に影響を及ぼすかどうかとは関わりなく，物権的妨害

予防請求の原因となる旨主張する。確かに，前記各行為は漁業権侵害行為

ではある。しかしながら，本件漁業権等に係る物権的妨害予防請求が認め

られるには，それが妨害の発生を待たずに現在直ちに予防手段をとること

を認めるものであることから，客観的に見て極めて強く大きいものでなく

てはならないと解されていることは前示(1)イのとおりであって，この要件

を満たすというには，前示(1)イの本件漁業権等侵害の具体的危険がなけれ

ばならないというべきであるから，前記原告らの主張も採用することがで

〆
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きない。

２原告那珂川漁協及び原告那珂川第一漁協がサケ捕獲に関し慣習法上の漁業権

を有するか否か（争点(2)）

証拠（甲１３９）及び弁論の全趣旨によれば，サケ漁が縄文時代の古来から

行われ，古くからの慣習によって確立されてきたこと及び明治漁業法（明治４

３年法律第５８号改正）においても，サケの漁業権が認められていたことが認

められ，原告らは，現在原告らが特別採捕許可によってサケを捕獲していると

しても,組合員にとってのサケ漁の意味合いは古来から変わらないなどとして，

Ｐ 原告らがサケ捕獲に関し慣習法上の漁業権を有する旨主張している。

しかしながら，漁業者及び漁業従事者を主体とする漁業調整機構の運用によ

って水面を総合的に利用し，もって漁業生産力を発展させ，併せて漁業の民主

化を図ることを目的とする現行漁業法（昭和２４年法律第２６７号制定）の施

行過程では，旧漁業権者に対して補償金を交付し，現行漁業法以前の漁業法に

基づく漁業権を施行から２年以内に消滅させることとし（漁業法施行法１条な

いし’７条)，従来の専用漁業権や特別漁業権は廃止され，漁業権の免許の方

法も，先願主義を変更し，都道府県知事が水面の総合利用の見地から予め漁場

計画を定めて公示し（現行漁業法１１条)，申請人のうち法定の適格性のある

もので各漁業権について法定の優先順位を有する者に付与するものとされ（同

法１３条ないし１９条)，漁業権の存続期間も短縮し，更新制度も廃止されて

いるところ（同法２１条)，このような施行過程や同法の趣旨に照らすと，現

行漁業法は，水面の総合利用の見地から漁場計画を樹立することとして，広範

な水面を計画的かつ総合的に利用できるような漁場配置を可能とし，さらに，

漁業権の存続期間の短縮と更新制度の廃止により，漁場を固定化させずに，事

!清の変化に応じた合理的な漁場利用が可能となるような配慮をしたものと解さ

れる。そうすると，同法ｌｏ条に基づく漁業権以外の漁業権は，現行漁業法の

成立に伴い消滅したと解すべきであり，同法の趣旨に反する慣習法上の漁業権

Ｐ
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の存在を観念することはできない。

また，水産資源保護法２５条によれば内水面におけるサケの採捕は禁止され

ており，茨城県内水面漁業調整規則２５条によってもサケの採捕は禁止されて

いるところ，例外的に同法２５条及び同規則３４条に基づいて，試験研究，教

育実習又は増養殖用種苗（種卵を含む｡）の供給のための採捕として，サケの

特別採捕許可が認められているにとどまる（甲１０ｓ及び１４７）。これは明

らかに漁業権とは異なる趣旨，目的で認められている制度であるから，原告ら

がどのような認識でサケの採捕を行っているかに関わりなく，特別採捕許可を

取得したことをもって原告らが何らかの漁業権を有しているということもでき

ないし，前記の立法経過に照らすと，被告の主張が信義貝１１に違反し，あるいは

権利の濫用に該当するということもできない。

したがって，原告那珂川漁協及び同那珂)''第－漁協がサケ捕獲に関する,慣習

法上の漁業権を有するとは認められないから，その余の点について判断するま

でもなく，前記原告らがかかる慣習法上の漁業権を有することを前提とする本

件差止請求は理由がない。

３本件工事施工による本件漁業権等侵害の危険の有無（争点(3)）

（１）本件川表仮締切工事による原告らの共同漁業権侵害の具体的危険の有無

原告らは，本件工事水域はモクズガニ，アユ，ウナギ漁が行われる水域で

あるところ，本件工事のうち，本件)''表仮締切工事が，那珂川の流れを－部

遮り，川底を露出させるものであることから，前記魚介類の生息を一時的に

不可能にし，その範囲の漁業を一定期間不可能にさせるため，原告らの共同

漁業権を直接侵害する旨主張するところ，原告らが同工事により，同工事水

域につき，一定期間，漁獲を禁止される限度で，その共同漁業権行使を制約

されることはいうまでもない。

しかしながら，原告らの有する共同漁業権に基づく妨害予防請求が認めら

れるためには，原告らにおいて，本件川表仮締切工事施工による原告らの共

'

Ｐ

－７５－



同漁業権侵害の具体的危険，すなわち，原告らの共同漁業権の対象となる水

産資源の種類毎に，漁業価値の量的又は質的な減少若しくは穀損があり，原

告らが免許された公有水面における漁獲量の有意な減少又は漁獲品質の具体

的な悪化の客観的危険があることを主張，立証する必要があることは，前示

l(1)イのとおりであるところ，原告らは，同工事水域における原告らの年平

均漁獲高がどの程度あり，原告らの同工事水域における漁業がいつ，どの程

度の期間禁止されることによって，原告らに具体的にどの程度の漁獲量の減

少が生じるのかについて何ら主張立証しない。かえって，証拠（乙７４）に

よれば，原告らの有する共同漁業権が，茨城県内の那珂川本川の水面犢約７

ｏｏヘクタールに及ぶことが認められるのに対し，前提事実のとおり本件工

事水域の面積は約０．３５ヘクタールであって，本件工事水域が原告らが共

同漁業権を有する面積に占める割合は約０．０５％にとどまること認められ，

原告らが本件工事水域内で操業できなくとも，他の水域において漁業を継続

することによりその漁獲高の減少による被害を受けない可能性もあるという

べきである。

そうすると，原告らの共同漁業権行使が，本件工事水域において本件川表

仮締切工事施工のために一定期間禁止されることにより侵害される具体的危

険があるとまではいうことができず，その抽象的な危険があるにとどまるも

のというべきである。

(2)本件工事による騒音や振動による原告らの共同漁業権侵害の具体的危険の

有無

原告らは，本件工事において長期間にわたり鋼矢板の打設工事や掘削工事

が行われると，その騒音や振動が流域部にも及び，アユ等の遡上を阻害した

り，本件工事水域周辺に生息していた魚類が上下逆方向へ退避してしまうか

ら，本件工事によって本件工事水域周辺における原告らの漁獲高が激減する

旨主張する。

Ｐ
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しかしながら，前記第２の１(4)ウのとおり本件工事のうち１期施工（陸側

部分の工事）が平成２５年３月末時点で完成したにもかかわらず，原告らが

1期施工期間中にアユその他の魚類の異常行動のあったことを何ら主張立証

しない上，本件工事のうち仮締切工における鋼矢板の打設工事が圧入工法に

より施工されることは前記第２の１(4)イ(ｱ)ｂの(b)及び(c)並びに同(イルのとお

りであり，それに伴い発生する騒音や振動が杭打機械による鋼矢板の打設工

事に比べれば遙かに小さいことからすれば，本件工事により本件工事水域周

辺に生息しているアユその他の魚類の遡上が阻害され又はその退避行動その

Ｐ 他の異常行動を招いて原告らの漁獲高が激減する等の影響が生じるとは俄に

認め難く，他に同事実を認めるに足りる証拠もない。したがって，原告らの

共同漁業権が本件工事に伴い生じる騒音及び震動により侵害される具体的危

険があるということはできない。

(3)本件工事による有害物質の流入による原告らの共同漁業権侵害の具体的危

険の有無

証拠（乙８５）によれば，福井県武生市の河濯川において，平成１５年２

月１日，既存のコンクリート階段護岸を蛇カゴ護岸に改築する工事で既存護

岸のコンクリートを蛇カゴの中詰材として流用する設計になっていたとこ

ろ，１次破砕の後の２次破砕（中詰材として流用可能な大きさにするもの）

の際に取り壊したコンクリートが流水部以上に河道を閉塞し，このコンクリ

ート破片から溶出したアルカリ性の物質により河)Ⅱ水のｐｈが急上昇し魚類

のへい死を招いた事例が存在することが認められる。原告らは，本件工事に

おいても前記事例のような事故が生じて，原告らの共同漁業権が侵害される

危険がある旨主張する。

しかしながら，本件工事に前記事例の作業工程に含まれアルカリ性物質流

出の原因となった既存護岸のコンクリート破砕工程が存在しないことは前記

Ｐ

第２の１(4)イのとおりであるから，前記事例があることによって，直ちに本
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件工事において建築資材等から有害物質が河川に流出するおそれがあると認

めることはできないし，他に本件工事において建築資材等から有害物質が河

川に流出する具体的な機序，有害物質の特定，予測される流出濃度について

客観的な根拠に基づいた主張立証はない。

したがって，本件工事による有害物質の流入による原告らの共同漁業権侵

害の具体的危険があるとはいうことができない。

（４）小結

以上のとおり，原告らの共同漁業権が本件工事によって侵害される具体的

危険があるとは認められない。

４本件事業の運用開始による本件漁業権等侵害の危険の有無（争点(4)）

（１）原告らの共同漁業権侵害の具体的危険の有無の判断要素

原告らの有する共同漁業権に基づく妨害予防請求が認められるためには，

前示l(1)イのとおり，原告らにおいて，本件事業の運用開始による原告らの

共同漁業権侵害の具体的危険，すなわち，原告らの共同漁業権の対象となる

水産資源の種類毎に，漁業価値の量的又は質的な減少若しくは段損があり，

原告らが免許された公有水面における漁獲量の有意な減少又は漁獲品質の具

体的な悪化の客観的危険があることの主張，立証がなければならない。そし

て，漁業環境の悪化が原告らの漁獲量の減少を招く可能性は高いから，前記

主張，立証においては，漁業環境の悪化の有無ないし程度についての主張，

立証が重要である。そこで，以下には，この観点も加味して，原告らの共同

漁業権が侵害される具体的危険の有無につき判断する。

（２）アユの共同漁業権が侵害される具体的危険の有無

佇

Ｐ

ア仔アユの本件取水口への迷入の危険の有無ないし程度

(ｱ）認定事実

前提事実及び以下に褐記する証拠並びに弁論の全趣旨によれば，以下

の事実が認められる。
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ａアユの生態について（乙４７の１及び２，８０）

（a）アユは，若魚期から成魚期を主として川の中流域で生活し，孵化

した後は海に下り，仔稚魚期を海で送る両側回遊型の魚である。

一般的には，９月ないし１２月頃河川中流域の礫底に産卵し，水

温１５ないし２０℃では２週間前後で，１０℃では約１か月程度で

孵化する。孵化した仔魚は，全長約５ないし７ｍで，遊泳力が小さ

く，川の流れに乗って海に降下し，沿岸海域で稚魚に成長する。稚

魚は翌年の３月ないしＳ月頃にかけて河川を遡上し，その後，礫に

繁茂した付着珪藻類を食べて成長し，９月ないし１０月ころになる

と成熟して繁殖のため流下し，河川中流域で産卵する。ほとんどの

個体は産卵後Iこへい死する。

（b）仔アユは，一般的に午後６時ないし翌朝午前８時の時間帯に孵化

するとされており，孵化直後は紫外線の影響を受けやすいため，夜

の間に海に降下できなかったものは，昼間は川底に沈み，夕方にな

ると再び浮上して河川の流れにのって降下するとされている（乙ｓ

ｏ）。

ｂアユの孵化，仔アユの降下に関する観測，調査結果等

（a）国士環境株式会社は，平成４年度，平成５年度，平成１３年度な

いし平成１６年度において，仔アユの降下状況を調査した（以下「仔

アユ降下量調査」という。乙７９，１３４，２３４）。

その調査方法等は，別紙７「原告ら（甲第４Ｓ～５０号証）及び

被告（乙ｓｏ～５１号証）による仔あゆ降下量調査実施状況比較に

ついて」と題する書面のうち被告欄記載のとおりであり，各調査位

置にプランクトンネットを設置し，Ｓないし１８分間程度，調査位

置を降下する仔アユを捕獲するというものである（乙７９，１３４，

Ｐ

Ｐ

２３４）。
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(b）霞ケ浦導水工事事務所が，仔アユ降下量調査のうち，平成５年度

及び平成１３年度ないし平成１６年度の調査について，当年９月な

いし翌年１月までの仔アユの降下量を月別に整理したデータ（以下

「月別仔アユ降下量データ」という。）によれば，１ｏ月及び１１

月に降下する仔アユの各年度の比率を平均化した数値が９７．０４

％であり，一方，当年１２月及び翌年１月に降下する仔アユの各年

度の比率を平均化した数値が２．８２％である（乙５０）。

(c）霞ケ浦導水工事事務所が，仔アユ降下量調査のうち，平成４年度，

平成１３年度ないし平成１５年度の調査について，中央及び中層に

おける,仔アユが降下する時間帯を２時間ごとに整理したデータ(以

下「仔アユ降下量調査データ」という。）によれば，各年度におけ

る午後６時ないし翌朝午前８時に降下する仔アユの比率を平均化し

た数値が９７．６９％であるところ，調査日によっては，午後６時

ないし翌朝午前８時に降下する仔アユの比率が７４．３６％となる

日もあった（乙５１）。

(｡）国士環境株式会社は，仔アユ降下量調査において，平成１４年１

０月２９日ないし３０日及び同年１１月６日ないし７日，降下する

仔アユの分布調査を行った（以下「仔アユ降下横断分布調査」とい

う。乙７９）。

調査方法は，午前１０時ないし翌午前８時の２時間に１回１ｏ分

間の合計１２回，本件取水口地点の左岸，右岸及び中央の３地点に

おける表層，中層及び底層並びに中央の最下層の合計１ｏ箇所にプ

ランクトンネットを設置し，流下する仔アユを捕獲するというもの

であり（乙７９），同調査結果は，国士環境株式会社作成の「那珂

川アユ実態調査報告書」と題する報告書に取りまとめられており，

調査日別仔アユ降下密度の経時変化を表すデータは別紙ｓのとおり

Ｐ

Ｐ
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である（乙７９の４２頁)。

また，仔アユ降下比率と流速の横断分布を表すデータによれば，

仔アユの日平均降下比率は，１０月の調査では左右岸が概ね１０

であるのに対し，中央は１．９となり，１１月の調査では左右岸が

１０であるのに対し，中央は１．６となり，流速は，１０月調査及

び１１月調査ともに中央が左右岸より高いことが報告されている

（乙７９の４７頁)。

(e）日本工営株式会社は,平成２０年１２月３日ないし８日の５日間，

那珂川揚水機場建設予定地（那珂川河口から約２１kmの地点。以下

「那珂川揚水機場地点」という。）において，仔アユの降下状況調

査を行った（以下「平成２ｏ年度仔アユ降下状況調査」という。甲

Ｐ

４８）。

調査方法は，午後６時ないし翌午前６時の２時間ごとに１回１０

分間の合計７回，左岸，右岸，中央の３地点の表層，底層の合計６

箇所にプランクトンネットを設置し，流下する仔アユを捕獲すると

いうものであり，同調査結果は，平成２ｏ年度結果報告において整

理されているところ，仔アユ個体数の時系列変化を整理したデータ

によれば，仔アユの降下が最も多く確認できたのは調査１日目（平

成２０年１２月３日午後６時ないし翌４日午前６時までの調査）で

あり，同日午前０時の時点では約１万６０００尾の仔アユが確認さ

れた（甲４８の１０頁)。

また，右岸，左岸，中央別に仔アユ個体数の時系列変化を整理し

たデータから，調査１日目については中央と右岸及び左岸において

差があり，中央が最も分布が高いが，その他の調査日については中

央，右岸及び左岸でほとんど差はなかったことが報告されており，

更に表層と低層別に仔アユ個体数の時系列変化を整理したデータか

少
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ら，表層よりも底層の方が捕獲した個体数が多かったことが報告さ

れている（甲４８の１１頁及び１２頁)。

(f）関東農政局那珂川沿岸農業水利事業所は，平成２１年１１月１６

日ないし同月２１日の５日間連続で,那珂川揚水機場地点において，

仔アユの降下状況調査を行った（以下「平成２１年度仔アユ降下状

況調査」という。甲４９）。

調査方法は，午後４時ないし翌午後２時の２時間に１回１０分間

の合計１２回，左岸，右岸，中央の３地点の表層，底層の合計６箇

所にプランクトンネットを設置し，流下する仔アユを捕獲するとい

うものであり，同調査結果は，関東農政局那珂｣||沿岸農業水利事業

所作成の「平成２１年度調査結果概要」と題する報告書に整理され

ているところ，仔アユ個体数の時系列変化を整理したデータによれ

ば，仔アユが最も多く確認できたのは，平成２１年１１月１７日午

後４時ないし同月１８日午後２時における調査であり，同日午前０

時の時点で約５００尾が確認された（甲４９の５頁)。

また，右岸，左岸，中央別に仔アユ個体数の時系列変化を整理し

たデータから，調査日によって右岸，左岸で個体数に変動があるも

のの同等の個体数が確認されたこと及び中央は右岸及び左岸よりも

Ｐ■

〆

個体数が少なかったことが報告されており，更に表層と低層別に仔

アユ個体数の時系列変化を整理したデータから，表層よりも底層の

方が捕獲した個体数が多かったことが報告されている（甲４９の６

頁及び７頁)。

(9)日本工営株式会社は，那珂川揚水機場地点において，仔アユの降

下状況調査を行った（以下「平成２２年度仔アユ降下状況調査」と

いう。甲５０）。

調査方法は，平成２２年１０月の６日ないし７日，１４日ないし
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１５日，２１日ないし２２日及び２８日ないし２９日，同年１１月

の４日ないし５日，１１日ないし１２日，１８日ないし１９日，２

５日ないし２６日並びに同年１２月の２日ないし３日及び９日ない

し１０日の午後６時ないし翌午前６時に２時間置きに１回１０分間

の合計７回，前記調査地点の左岸から６０cmの地点において表層，

下層の２箇所にプランクトンネットを設置し，流下する仔アユを捕

獲するというものであり，同調査結果は「平成２２年度那珂川沿岸

農業水禾Ⅱ事業（二期）河川協議資料作成その他業務（その３）報告

書【概要版】」と題する報告書で整理されている（甲５０)。

仔アユ個体数の時系列変化を整理したデータによれば，前記調査

期間のうち，1回目の調査（平成２２年１０月６日ないし７日の調

査）及び１０回日の調査（同年１２月９日ないし１０日の調査）で

は仔アユの降下がほぼ確認されず，仔アユが最も多く確認されたの

は２回目の調査（同年１０月１４日ないし１５日の調査）であった

Ｐ

(甲５０の１０頁)。

(h）農林水産省関東農政局那珂川沿岸農業禾Ｉ水事業所は，平成２２年

１２月２０日付けで，平成２０年１２月，平成２１年１１月及び平

Ｐ 成２２年１０月ないし’２月の仔アユの降下状況調査の結果をまと

め，「那珂川揚水機場における保全対策１.調査結果編」と題する

書面を作成した（以下「平成２ｏ年度ないし平成２２年度仔アユ降

下状況調査報告書」という。甲５１）。

平成２ｏ年度ないし平成２２年度仔アユ降下状況調査報告書のう

ち，平成２１年度アユ降下状況調査における時間帯別のアユの降下

個体数を整理したデータによれば，午後６時ないし翌午前６時に降

下する仔アユの害ｌ合は約８４％であり，午前８時ないし午後４時に

降下する仔アユの割合が約１６％であった。
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また，仔アユの降下の分布を整理したデータによれば，平成２１

年度アユ降下状況調査では中央部の個体数が少ない傾向にあるもの

の，右岸，左岸及び中央部での個体数の分布の違いは少なかったこ

と，平成２ｏ年度アユ降下状況調査では，その差が小さい傾向があ

ることが確認された。

(i）本件仔アユ降下量調査が行われた場所は,本件取水口地点であり，

流路は直線で，その河道断面は左岸及び右岸よりも中央の水深が深

く，流速も中央が早いのに対し，平成２０年度仔アユ降下量調査，

平成２１年度仔アユ降下量調査及び平成２２年度仔アユ降下量調査

が行われた場所は那珂川揚水機場地点であり，流路は直角に湾曲し

た直下流であり，その河道断面は，左岸及び右岸よりも中央の水深

が浅く，流速は中央が速い（乙２３６）。

(j）いであ株式会社は，国士交通省関東地方整備局霞ヶ浦導水工事事

務所から，本件事業による那珂川の水産資源魚への影響把握及び本

件事業の運用を計画するための基礎資料とすることを目的として，

那珂川におけるアユ，サケについての既往資料の整理を行うととも

に，アユの産卵床調査を行い，その結果を基に今後の調査手法の検

討を行う業務を受注し，その業務として，平成２０年９月２９日な

いし同年１２月１３日の期間，那珂川の河口から１８．５k111地点な

いし４６．４km地点の範囲においてアユの産卵状況を調査し（以下

「平成２０年度アユ産卵床調査」という。甲１３４），同調査結果

は，いであ株式会社作成のＨ２０魚類調査業務報告書に整理されて

いる（甲１３４の２６頁)。

そのうち，産卵状況を整理したデータによれば，平成２ｏ年１１

月２７日時点で８００個/１０００cmi以上の産着9Nが確認され，そ

戸

Ｐ

の中には約２００ないし３００個/l000cui程度の未発眼卵が含
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まれていることが確認された（甲１３４の２６頁)。

また，平成’９年度に行われたアユの産卵床調査の結果について

産卵状況を整理したデータによれば，河口から２４．３km地点にお

いて，１，月２９日時点で，，０００個/１５００c㎡を超える産着

卵が確認された（甲１３４の８６頁)。

（k）栃木県水産試験場業務報告書第３４号ないし第３７号及び同場研

究報告第３Ｓ号ないし第４３号には，平成３年ないし平成１２年の

那珂川における仔アユの流下量の季節変動が報告されているとこ

ろ，霞ケ浦導水工事事務所は，その報告内容について別紙ｇ「栃木

県水産試験場業務報告書及び同場研究報告（乙１６２号証のｓない

し１２）における仔あゆ流下量の季節変動について」と題する書面

記載のとおり整理した（乙１６２の２ないし１０，２３５）。

いずれの年においても，降下のピークは１ｏ月又は１１月である

が，平成４年ないし平成Ｓ年及び平成１２年においては，＿定割合

の仔アユが’２月以降に降下しており，特に平成５年には，２月に

第２の降下のピークがある（乙’６２の２ないし，０，２３５）。

ｃ被告は，仔アユの本件取水口への迷入を防止するため，１０月及び

’１月において午後６時ないし翌朝午前８時の夜間１４時間の取水を

停止すること（本件夜間取水停止）を計画している（乙３７の１及び
２，２６３）。

(ｲ）本件夜間取水停止の効果

Ｐ

Ｐ

ａ原告らは,本件夜間取水停止がアユの年変動を考慮していないこと，
取水停止を午後６時ないし午前８時に限っていること，取水停止を１
０月及び１１月に限っているものの，１２月以降に孵化したアユが再
生産に重要な役割を果たしていることから，本件夜間取水停止が行わ
れることを前提としても，被告が主張する以上に仔アユが本件取水口
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へ迷入し，アユ資源量が減少するおそれがある旨主張する。

ｂ(a）本件夜間取水停止期間の妥当性

まず，取水停止を１ｏ月及び１１月に限っている点については，

前示のとおり，月別仔アユ降下量データによれば，１ｏ月及び１１

月に降下する仔アユの各年度の比率を平均化した数値は９７．０４

％となることが確認できること，別紙ｇ「栃木県水産試験場業務報

告書及び同場研究報告（乙第１６２号証の３ないし１２）における

仔あゆ流下量の季節変動について」と題する書面に整理された平成

３年ないし平成１２年の仔アユの降下状況によれば，いずれの年に

おいても，降下のピークは１０月又は１１月であることが確認でき

ること及び平成２２年度仔アユ降下状況調査においても，同調査期

間のうち，仔アユが最も多く確認されたのは２回目の調査（同年１

０月１４日及び１５日の調査）であったことからすると，那珂川に

おいては仔アユが降下するピークは１ｏ月及び１１月であるといえ

る。

もっとも，別紙ｇ「栃木県水産試験場業務報告書及び同場研究報

告（乙第１６２号証の３ないし１２）における仔あゆ流下量の季節

変動について」と題する書面によれば，平成４年ないし平成８年及

び平成１２年においては，一定割合の仔アユが１２月以降に降下し

Ｐ

Ｐ

ており，特に平成５年には１２月に第２の降下のピークがあったこ

とが確認できること，平成２ｏ年度アユ産卵床調査の結果によれば，

平成２０年１１月２７日時点で８００個/１０００cmi以上の産着卵

が確認され，その中には約２００ないし３００個/１０００㎡程度

の未発眼卵が含まれていることが確認されていることからすると

ｌｏ月及び１１月に降下する仔アユの比率は年によって変動がある

といわざるを得ず，本件夜間取水停止を実施しても，年によっては
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一定程度の仔アユが’２月以降に降下し，本件取水口地点を降下す

ることは否定できない。しかしながら，前提事実及び前示のとおり，

本件取水口が設置されるのは本件取水口地点の右岸であるところ，

同地点における仔アユ降下比率の横断分布を表すデータによれば，

本件取水口地点を降下する仔アユは中央の分布比率が高く，河川の

左岸から右岸まで広く分布しており，かつ，中央の流速が両岸より

も早いから，河川の流れに乗って降下するという仔アユの習性に照

らせば，左岸寄り及び中央を降下する仔アユが本件取水口に迷入す

る可能性があるとは考え難い。また，河川中央よりも右岸寄りを降

下する仔アユがどの位置を降下するときに本件取水の影響を受けて

本件取水口まで迷入する可能,性があるのかについてはこれを認める

に足りる客観的証拠がない。さらに，１２月以降に降下する仔アユ

が一定程度存在する年であっても，その割合は１０月及び１１月と

比較すると少ないし，最終的に本件取水口地点を降下する際にどの

程度の割合の仔アユが本件取水口に迷入する可能性があるのかを推

測することはできない。そうすると，１２月以降に取水を停止しな

かった場合に，アユの資源量に質的・量的な影響を与える程度の仔

アユが本件取水口へ迷入する具体的危険があるとまではいえない。

次に，原告らは，近年ではアユの孵化時期について河川水温の上

昇が原因で１か月程度の遅れが確認されている旨主張し，訴外武田

維倫作成の「耳石情報から見た那珂川のアユ資源について」と題す

る書面（以下「武田論文」という。甲１２）には，別紙１０「図２

アユの孵化日の変化」と題するデータのとおり，平成３年，平成４

年，平成５年，平成１８年及び平成１９年における天然アユの孵化

組成日を耳石情報を基に分析した結果に基づき，那珂川の天然遡上

アユの孵化時期については最近１６年間の間に１か月程度の遅れが

Ｐ

’
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確認され，それは河川水温の上昇（長期の観測データは無し）によ

る孵化日（産卵時期）の遅れによるものと考えられる旨の記載部分

があり，水産庁が平成２２年３月に作成した「生態系に配慮した増

殖指針作成事業報告書一産卵床造成による資源増殖をめざして－」

と題する報告書（以下「水産庁平成２２年報告書」という。甲４４）

には，那珂川の遡上アユの孵化日組成のデータとして，別紙１ｏ「図

２アユの孵化日の変化」と題するデータと同じ分析結果を示すデー

タが弓|用されたうえ，那珂川の遡上アユの孵化日組成については平

成３年ないし平成５年遡上群では１１月上旬以前に孵化した群が主

群となっていたが，平成１ｓ年及び平成１９年遡上群では１１月上

旬以降に孵化した群が主群となっていた旨の考察が記載された部分

があり，証人石嶋の尋問結果には，これと同趣旨の証言部分がある。

しかしながら，前記各記載部分及び前記証言部分は，あくまでも遡

上アユの孵化日組成から仔アユの降下時期を推測するものにとどま

ること，水産庁平成２２年報告書には，仔アユの海域での生残率が

流下時期によって大きく異なると考えられていることから，旬別の

流下量については，旬毎の産卵量に比例すると考えられるが，遡上

魚の孵化時期と前年の流下量の旬別構成比率は一致しないことがあ

る旨が記載されていること，別紙ｇ「栃木県水産試験場業務報告書

及び同場研究報告（乙第１６２号証の３ないし１２）における仔あ

ゆ流下量の季節変動について」と題する書面に整理された平成３年

ないし平成１２年の仔アユの降下状況によれば，仔アユの降下時期

は年によって変動があるものの，降下時期のピークが１１月上旬以

前から１１月上旬以降に遅れている傾向は認められないこと，平成

２２年度仔アユ降下状況調査においても，同調査期間のうち，仔ア

ユが最も多く確認されたのは２回目の調査（同年１０月１４日及び

Ｐ

'
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１５日の調査）であり，仔アユの降下時期が遅れていることをうか

がわせる結果となっていないことを併せて考慮すると，前記各記載

部分及び前記証言部分をもって直ちに仔アユの降下時期がlか月程

度遅れる傾向にあるということはできない。

さらに，原告らは，近年の研究結果により，１２月以降に孵化す

る仔アユは，翌年の産卵に大きく貢献し，アユの再生産に重要な役

割を果たしていることが確認されており，１２月以降に降下する仔

アユが本件取水口に迷入すると，アユ資源は大きく損なわれてしま

うから，本件夜間取水停止によってはアユ資源の再生産を維持でき

なくなる旨主張し，水産庁平成２２年報告書，証人石嶋作成の平成

２５年９月３０日付け意見書（甲７４．以下「証人石嶋意見書①」

という。）及び「霞ヶ浦導水事業の漁業権侵害に関する証言」と題

する書面（甲１２５゜以下「証人石嶋意見書②」という。）には，

前記主張に沿う，平成１９年度に旬別漁獲個体について孵化日組成

を調査した結果，別紙１１「図３那珂川における漁獲アユの孵化

日組成」と題するデータのとおり，１２月以降に孵化したアユが翌

年７月及び８月以降に捕獲され始めていたこと及び平成１９年度の

自然産卵場の利用親魚の孵化日を調査した結果，別紙１２「図己那

珂川における産卵場禾U用親魚の孵化組成日」と題するデータのとお

り，１２月以降に孵化した利用親魚の害ﾘ合は，平成１９年１０月１

６日の調査では，サンプル数１１中１１で１００％，同年１１月６

日の調査では，２３中１５で約６５％，同月１５日の調査では，２

２中１７で約７７％，同月１１月２２日の調査では，２２（グラフ

上は２０）中１５で，グラフ上の記載を前提とすると７５％であっ

たことが記載された部分が存在し，さらに，証人石嶋意見書①及び

②には，前記各調査結果をもって１２月以降に孵化する仔アユは，

Ｐ

Ｐ
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翌年の産卵に大きく貢献し，アユの再生産に重要な役割を果たして

おり，アユの再生産には１２月以降も取水を停止する必要があると

いう趣旨の記載部分が存在し，同人の尋問結果にもこれと同趣旨の

証言部分が存在する。しかしながら，前記各データはそもそも単年

度の調査結果にとどまり，平成１９年度以外の年においても同様の

傾向を示すことを認めるに足りる証拠がないことからすると，当該

調査結果から直ちに毎年１２月以降に孵化したアユが再生産に重要

な役割を果たす傾向にあるという事実を推認できるまでのものでは

なく，その他に当該事実を裏付ける証拠がないことからすれば，証

人石嶋意見書①及び②の前記記載部分及び同人の前記証言部分を直

ちに採用することはできず，毎年１２月以降に孵化したアユが再生

産に重要な役割を果たしていると断定することはできない。そうす

ると仮に１２月以降に孵化した仔アユが本件取水口へ迷入するこ

とがあったとしても，アユの再生産の維持が困難となる可能性があ

Ｐ

るとまではいうことができない。

以上によれば，本件夜間取水停止措置を１０月及び１１月に限っ

たとしても，本件取水の運用によりアユの資源量の減少を招く具体

的な危険があるとは認められない。

(b）本件夜間取水停止時刻の妥当,性

次に，本件夜間取水停止措置が午後６時ないし翌朝午前８時に限

られても，仔アユが一般的には午後６時ないし翌朝午前８時の時間

帯に孵化するとされており，孵化直後は紫外線の影響を受けやすい

ため，夜の間に海に降下できなかったものは，昼間は川底に沈み，

夕方になると再び浮上して河川の流れにのって降下するとされてい

ることは，前提事実及び前示のとおりであり，仔アユ降下量調査デ

ータによれば，各年度における午後６時ないし翌朝午前８時に降下

Ｐ
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する仔アユの比率を平均化した数値が９７．６９％であり，平成２

１年度アユ降下状況調査における時間帯別のアユの降下個体数を整

理したデータによれば，午後６時ないし翌朝午前８時に降下する仔

アユの害'１合が約８４％であるなど，仔アユの午後６時ないし翌朝午

前８時に降下する仔アユが８割を超えることが実際の調査結果によ

り確認されていることからすると，大部分の仔アユの迷入を防止す

ることが可能であると推測される。

もっとも，仔アユ降下量調査データによれば,調査日によっては，

午後６時ないし翌朝午前８時に降下する仔アユの比率が７４．３６

％となる日もあったことが確認されており，平成２１年度アユ降下

状況調査における時間帯別のアユの降下個体数を整理したデータに

よれば，午前８時ないし午後４時に降下する仔アユの割合が約１６

％となったこともあることが確認されているから，午後６時ないし

翌朝午前８時以外に降下する仔アユの比率には日によって変動があ

り，その比率は最大で２５％を超える可能｣性もあるから，本件夜間

取水停止を実施した期間においても，－日当たり最大で２５％の仔

アユが取水時間帯に本件取水口地点を降下する可能性があることは

Ｐ

否定できない。少

しかしながら，前提事実及び前示のとおり，本件取水口が設置さ

れるのは本件取水口地点の右岸であるところ，同地点における仔ア

ユ降下比率の横断分布を表すデータによれば，本件取水口地点を降

下する仔アユは中央の分布比率が高く河川の左岸から右岸まで広く

分布しており，かつ，中央の流速が両岸よりも速いから，河川の流

れに乗って降下するという仔アユの習性に照らせば，左岸寄り及び

中央を降下する仔アユが本件取水口に迷入する可能性があるとは考

えにくく，また，河川中央よりも右岸寄りを降下する仔アユがどの
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位置を降下するときに本件取水の影響を受け，本件取水口まで迷入

する可能性があるのかを認めるに足りる証拠がないことからする

と，最終的に本件取水口地点を降下する際にどの程度の割合の仔ア

ユが本件取水口に迷入する可能性があるのかを推測することもでき

ない。

したがって，本件夜間取水停止措置を午後６時ないし翌朝午前８

時に限ったとしても，アユの資源量の減少招く程度の大量の仔アユ

の本件取水口への迷入が起こる具体的危険があるとは認められな

Ｐ い。

（ｳ）小結

以上によれば，本件取水の運用開始によって，仔アユが本件取水口へ

迷入し，アユの資源量が減少する具体的危険があるとは認められない。

イ稚アユの本件取水口への迷入

（ｱ）認定事実

前提事実及び以下に褐記する証拠並びに弁論の全趣旨によれば，以下

の事実が認められる。

ａ稚アユの遡上に関する調査結果等

（a）被告は，平成１３年度に小場江堰の魚道，国田大橋上流及び河口

からl95klll地点で，平成１４年度ないし平成１８年度に小場江

堰の魚道及び小場江堰の下流０．５km地点で，平成１９年度に小場

江堰の魚道で，各年４月ないし６月に稚アユの遡上状況調査（以下

「本件稚アユ遡上状況調査」という。）を行った（甲１３４，乙８

３，乙２６３）。

Ｈ２０魚類調査業務報告書には，各年度の調査結果が整理されて

いるところ，前記調査において捕獲された稚アユの体長は，最小で

４０ｍｍであった（甲１３４の６７頁)。

'
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(b）また，日本エヌ・ユー・エス株式会社が作成した「平成１６年ア

ユ，サケ実態調査業務結果報告書概要版」と題する報告書によれば，

平成１６年４月２１日ないし６月４日（うち調査日は２１日）に行

われた稚アユの遡上調査において捕獲された稚アユの体長は，最小

で４７mmであり，平均で約６７，１であった（乙８３)。

ｂ本件取水口への魚類の迷入防止対策

被告は，本件取水口への魚類の迷入防止対策として，以下の対策を

計画している。

(a）取水流速の調整

本件取水口からの取水流速を最大で７０cm/秒，平均で３０cm/秒

以下とし，４０cm/秒以下の取水頻度を９０％以上確保する（乙３

６の５，５４，２６３）。

なお，４０cm/秒以下の取水頻度を９０％以上確保することとし

たのは，稚アユ等の迷入防止のため，持続遊泳のための最適条件が

巡航速度４０ないし６０cm/秒であることを考慮したためであり，

最大流速を７０cm/秒とすることとしたのは，突進速度である８０

ないし１１０cm/秒に達しない速度で，かつ，流水を著しく阻害す

るような植物の育成を防止できる最小流速が７０cm/秒であること

を考慮したためとされている（乙５４）。

(b）本件各メッシュスクリーン

稚アユをはじめとする魚類の迷入を物理的に防止するため，本件

取水口前面に本件各メッシュスクリーンを設置し，魚類の帰還路を

Ｐ

Ｆ

設ける（乙３７の１及び２，２６３）。

(c）吹流し

遡上してくるアユやサケの稚魚を本件取水口から遠ざけ，那珂川

上流へ誘導して迷入を防止するため，本件取水口前に吹流しを設置
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する（乙３７の１及び２，２６３）。

（｡）誘導ロープ

主に水域の河床の礫を這うように移動するモクズガニ等の甲殻類

が安全な場所まで伝いながら移動するよう誘導し，迷入を防止する

ため，河床に誘導ロープを設置する（乙３７の１及び２，２６３）。

（e）魚返し

底生魚が本件取水口に迷入することを防止するため，本件取水口

の底部に鉛直方向の垂下がり壁（魚返し）を設置する（乙３７の１

及び２，２６３）。

ｃメッシュスクリーン実験結果

霞ヶ浦導水事務所は，稚アユのメッシュスクリーンに対する忌避行

動，通過試験を把握するため，平成１７年５月中旬ころ，小場江堰の

下流５００ｍ地点（那珂川河口から３６．Oklll地点）において，ステン

レスメッシュにより進入ロを塞いだ水路とステンレスメッシュのない

水路を並べて設置し，実験をした。体長約６８m1,,体高約11ｍの稚

アユの群れを使用し，メッシュ幅を５，，，，，１０，，，２０mmの場合に分

けて行った結果，稚アユについては，約８９ないし１００％近くがス

テンレスメッシュのない水路を通過したことが確認された（乙３７の

１，８２）。

ｄ吹流しの実験結果

日本エヌ・ユー・エス株式会社は，稚アユの吹流しに対する忌避反

応を確認するため，平成１６年６月９日ないし２４日に，水槽を用い

た実験を，同年５月１９日，２９日，３０日及び３１日に，小場江堰

の下流５００ｍ地点（那珂川河口から３６．０km地点）において現地実

験を行った（乙３７の１，８２，８３）。

水槽を用いた実験では，吹流し間隔及び吹流しの長さの違いによる

Ｐ

少
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ｇケースの誘導効果を確認する実験を実施したところ，約７５ないし

９５％の誘導効果があることが確認された（乙３７の１，８３）。

現地実験では，約６０ないし８０％の誘導効果が確認された（乙３

７の１，８３）。

ｅ魚の遊泳速度

魚の遊泳速度には，巡航速度（長時間続けて出すことのできる速度

をいう。）と，突進速度（瞬間的にだけ出すことのできる最大の速度

をいう。）があり，紡錐形をした魚では，巡航速度は体長の２ないし

４倍，突進速度は体長の１０倍が目安になる（乙５５）。

アユは遡河性魚類であり，他の魚類に比べて遊泳速度が大きく，例

えば，巡航速度は体長の６．１倍や７．６倍，突進速度は体長の１２４

倍や１８２倍に及ぶといった調査結果がある（乙５５）。

また，アユ等の遡河性魚類は適当な速さの流水中の方が静水中より

も高速で遊泳するとされており，アユの場合，例えば，体長が５ない

し６cm，６ないし８cm，Ｓないし９cmの場合，最大の泳力を発揮する

のは，それぞれ流速３０ないし５０cm/秒，４０ないし６０cm/秒，５

０ないし７０cm/秒の場合であり，その際の遊泳速度は，それぞれ３

５ないし５０cm/秒，６０ないし８５cm/秒，110ないし１２０cm/秒

である（乙５５）。

(ｲ）本件取水口に設置される迷入防止措置の有効性

原告らは，稚アユが河川を遡上し始めた際，本件取水口に迷入する危

険があり，取水流速の調整，吹流しの設置及び本件各メッシュスクリー

ンの設置といった迷入防止対策は不十分であり，稚アユの迷入を防止す

ることはできない旨主張する。

前提事実及び前示のとおり，アユは遡河性魚類であり，他の魚類に比

べて遊泳速度が大きく，例えば，巡航速度は体長の６．１倍や７．６倍，
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突進速度は体長の１２．４倍や１８．２倍に及ぶといった調査結果がある

ところ，被告は本件取水口からの取水流速を最大で７０cm/秒，平均で

３０cm/秒以下とし，４０clll/秒以下の取水頻度を９０％以上確保するこ

とを予定しているところ，本件取水口地点において９０％の頻度で発生

する４０cm/秒の取水流速に抵抗できるアユの体長は，少なくとも約６

５mm程度であると推測される。

そして，本件稚アユ遡上状況調査によれば，捕獲された稚アユの体長

は，最小で４０mIであったこと及び平成１６年４月２１日ないし６月４

日に行われた調査において捕獲された稚アユの体長は平均で約６７umlで

あったことが確認されていることからすると，本件取水口地点を遡上す

る稚アユのうち平均的な体長であるものについては，平均取水流速及び

９０％の頻度で設定される取水流速に抗うことが可能であると推測され

るが，平均以下の体長の稚アユについては，本件取水口の取水流速に十

分に抗うことができず，本件取水口に迷入する可能性がある。

次に，吹流しの設置は稚アユの吹流しに対する忌避反応を利用するも

のであるから，取水流速に抵抗できない稚アユについての迷入防止効果

を生じさせるものではない。

しかしながら，本件取水口地点を遡上する稚アユは仔アユとは異なり

遊泳力があり，稚アユが河川の広い範囲に分布して遡上すると推測する

Ｐ

Ｐ

のが相当であるところ，本件取水口が設置されるのは那珂川の右岸であ

り，稚アユのうち河川のどの位置を遡上するものが取水時の水流の影響

を受け，そのうちのどの程度の尾数が水流に抗し切れずに本件取水口へ

迷入する可能性があるのかを認めるに足りる証拠はない。また，本件取

水口には，その前面に本件各メッシュスクリーンを設置し，かつ，帰還

路を設けることが予定されており，本件取水口に迷入した稚アユが本件

各メッシュスクリーンに接触して掬い上げられ，帰還路を通って河川に

－９６－



戻ることを期待できる。そうすると，本件取水の運用開始によりアユの

漁獲量が減少する程の稚アユの迷入が生じる具体的危険があるとまでは

認められない。

原告らは，本件各メッシュスクリーンに接触した稚アユが傷を負って

死亡するとか，その生殖活動に支障が出るなど旨主張するが，同主張事

実を認めるに足りる客観的な証拠はなく，同主張を俄に採用することは

できない。

（ｳ）小結

以上によれば，稚アユが本件取水口に迷入し，アユの資源量が減少す

る具体的危険があるとは認められない。

ウ河川流量減少による仔アユの降下時間の長時間化による生残率の低下

、認定事実

前提事実及び以下に褐記する証拠並びに弁論の全趣旨によれば，以下

の事実が認められる。

ａ那珂)||では，何口から約２０ないし４０kmの範囲にアユの産卵場が

形成されている（乙６１の１）。

ｂ平成２０年度アユ産卵床調査の結果，アユの産着卵は河口から２２．

８k111地点ないし４５．５km地点で確認されたことが報告されている（甲

１３４の１２頁)。

ｃ被告が，アユの産卵場の最上流を河口から４６km地点，仔アユが生

存可能な汽水域を河口から９．０kｍとして，仔アユが孵化してから同

汽水域に降下するまでの期間を試算すると，現況では１ないし２日程

度と推定されるのに対し，本件取水の運用開始後には同降下期間より

も最大で約３時間程度長くかかることを推定できる（乙６１の２）。

ｄ訴外兵藤則行外作成の「海産稚仔アユに関する研究一Ⅱ流下仔アユ

の生残に及ぼす絶食の影響(1)」と題する報告書（乙６０）には，人工

Ｐ
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孵化仔アユの絶食耐久日数を調査した結果，仔アユが孵化後摂餌する

ことなく生残でき，かつ摂餌後回復可能な絶食耐久日数は５日以内で，

それ以上の絶食日数では生残率が急激に低下することが確認された旨

記載されている。

（ｲ）仔アユの降下期間の長期化による生残率低下の可能‘性

原告らは,孵化した仔アユが河口に到達するのに１ないし４日を要し，

その間，腹部に備えた栄養に依存しているところ，本件取水の運用が開

始ざれ流量が減少して流速が低下すると，仔アユの汽水域への降下時間

が長くなり，仔アユの生残率が低下する旨主張する。

確かに，前示のとおり，本件取水の運用開始後には産卵場から汽水域

までの所要時間が最大で約３時間程度長くかかることを推定できるが，

他方，那珂川における仔アユが産卵場から汽水域まで降下するのに必要

な期間が１ないし２日程度と推定されること及び仔アユが摂餌後回復可

能な絶食耐久日数が５日以内であるという調査結果が存在することから

すると，汽水域への到達が３時間程度遅くなることによって直ちに仔ア

ユの生残率が低下するとは考え難く，他に流速の低下によって仔アユの

生残率が低下する可能性があることを認めるに足りる客観的な証拠はな

い。そうすると，本件取水の運用開始によって，仔アユの河口域への到

達時間が長くなることにより仔アユの生残率が低下する危険がある旨の

前記原告らの主張を採用することはできない。

（ｳ）小結

したがって，本件取水の運用開始によって仔アユの生残率が低下する

ことにより，アユの資源量が減少する具体的危険があるとはいえない。

エ河川流量の減少に伴う環境の劣化によるアユの減少の有無ないし程度

（ｱ）認定事実

前提事実及び以下に褐記する証拠並びに弁論の全趣旨によれば，以下

Ｐ
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の事実が認められる。

ａ稚アユ遡上量と環境要因との関係に関する研究報告等

（a）訴外嶋田啓一外作成の「長良川における稚アユ遡上量の予測に関

する検討」と題する書面（甲３３）には，長良川における稚アユ遡

上量と前年１０月ないし１２月までの河川流量及び燭度並びに前年

１２月ないし１月までの水温との間にそれぞれ正の相関がみられた

旨記載されている。

(b）訴外堀木信男作成の「和歌山県における海産稚アユ採捕量の年変

動，特に近年における採捕量の激減について」と題する書面（甲３

４）には，日高川上流の竜神におけるアユの主産卵期の１０月の降

水量と翌年の海産稚アユ採捕量との間には正の相関関係が認められ

た旨記載されている。

(c）訴外全国湖沼河川養殖研究会アユ放流研究部会作成の「アユの放

流研究（昭和６３年ないし平成２年度のとりまとめ)」と題する書

面（甲３５）には，新潟県野積産稚アユの採捕尾数が，その産卵，

孵化期に当たる９月及び１０月に極端に降水量が少なくなり河川流

量が減少すると翌春に著しく減少すること，その原因が小雨による

河川流量の低下に伴う産卵期の遅れ，産卵場の縮小，孵化仔魚の流

下阻害であると推察されること，同県野積産稚アユの採捕尾数と新

潟県小出町（信濃川水系にある大規模な産卵水域の上流域に隣接す

る）の９月の降水量及び仔アユ流下期沿岸域表層水温（１０月及び

１１月の平均水温）とに関連`性がみられ，これらの因子によって稚

アユの豊漁，不漁をある程度予測することが可能と考えられること

及び同県において天然再生産を促す増殖手段を講じる場合，適正産

卵環境の保全整備管理のほか，沿岸域海況（特に水温）を考慮して，

仔アユ流下量の増大を図る必要があるように思われた旨記載されて

Ｐ
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いる（甲３５）。

(｡）訴外原田慈雄外作成の「紀伊水道域のアユの生態特性」と題する

平成２０年度日本水産学会春季大会における講演要旨（甲３６）に

は，和歌山県日高川におけるアユ遡上量の変動主要因が流下仔魚数

ではなく河川回帰率（＝海域での生残率）であると考えられ，何｣|｜

回帰率は日高川上流の最大日雨量と強い正の相関があったこと及び

徳島県吉野川においても１ｏ月の降水量と翌年の遡上量との間に正

の相関が認められたこと，アユの遡上量が多く豊漁となる年ほど前

年１ｏ月の降水量が多く，日高川及び吉野)''何口周辺の浅海域にお

けるアユ稚仔魚の主要餌料生物で僥脚類餌料として重要と考えられ

Ｐ

る珪藻の発生も多いという傾向が認められたことから，１０月の雨

により浅海域における栄養塩量が増加し,植物プランクトン(珪藻)，

次いで僥脚類が増加して，アユ仔稚魚の生残率が向上するという仮

説が立てられた旨記載されている。

(e）訴外三浦常廣作成の「島根県におけるアユ資源生態調査」と題す

る書面（甲３７）には，島根県におけるアユ稚仔魚の生残に関与し

ている環境要因を解明することを目的として平成１１年ないし平成

１７年にアユ稚魚の生態調査を行ったところ，島根県において遡上

する天然アユの産卵ピークが前年１０月上旬ないし１１月下旬の問

で変動するものの１１月生まれのアユが主群となる可能性が高く，

アユ仔魚の降下時期と生残に適した海水温等海況要因とのバランス

がアユ資源の変動要因のひとつとして働いている可能`性があり，１

０月ないし１２月のアユ産卵期に流量の少ない年つまり秋期（９月

ないし１２月）降水量の少ない年の翌年はアユが不漁になる可能`性

が高くなると推測され，その原因として，アユ親魚の産卵場へのス

ムーズな降河や孵化仔魚の流下に流量（降雨）やある程度まとまつ

Ｐ
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(－

た出水が必要なこと，河川水が海の海水温の影響を和らげること，

陸水による栄養塩の供給がアユの餌となるプランクトンの発生に関

与することが考えられる旨記載されている。

(f）独立行政法人水産総合研究センター中央水産研究所作成の「平成

１９年度中央水産研究所主要研究成果集研究のうごき第６号」と題

する書面のうち「アユの遡上量を予測する」と題する書面（甲４ｓ）

には，沿岸域におけるアユの生態を調査し，遡上量を予測するモデ

ルの開発を行った成果として，①アユの河川への遡上量は，日本海

沿岸の広い範囲で，同調しながら変動していること，②海で生活す

るアユ仔魚の分布は，河川水の影響が及ぶ河口周辺５km以内の沿岸

域に限定され，主にカイアシ類などの動物プランクトンを摂食して

いたこと③日本海沿岸のいくつかの集団では，１ｏ月の水温が高

いほど翌年の遡上が多い傾向が見られ，一方，太平洋沿岸集団では

海水温との明瞭な関係は認められず，和歌山県日高川では１ｏ月の

降水量が多い年ほど翌年の遡上が多いという関係が認められた旨記

載されている。

(9)農林水産省作成の「先端技術を活用した農林水産研究高度化事業

研究紹介２００８」と題する書面には，「沿岸域におけるアユの生

態特性の解明及び遡上量予測技術の開発」と題する研究報告（甲７

２）が紹介されているところ，同研究報告は，独立行政法人水産総

合研究センター中央水産研究所内田和男を中核機関研究総括者とし

て，沿岸域アユの分布，成長，母川回帰，浸透圧調節，栄養食物網

等の生理，生態特|生を解明するともに，遡上量を事前に予測するモ

デルを研究したものであり，研究の成果として，①アユには厳密な

母川回帰|生は存在しないこと，汽水域がアユの仔魚の生残に最適な

環境であること，沿岸域のアユの一部が飢餓状態にあることが解明

Ｐ
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されたこと，②日本海側の河)||問では，いずれの水域においても秋

から早春のアユは主に河口周辺の離岸距離２ないし３kmの沿岸表層

や渚の汽水域に生息していたこと及び太平洋側の日高川では，「１

ｏ月の雨により河川から栄養塩が添力pされ，浅海域で珪藻類が増加

し，次いで仔稚魚の餌となる僥脚類が増加してアユの生残率が向上

する」という機構の存在を強く支持する結果が得られたこと，③前

年１ｏ月の環境データを用いることによって遡上量を高い精度で予

測するモデル（具体的には，鼠が関川においては遡上量と沿岸海水

温，日高川においては遡上量と降水量との関係から得られた予測値

を算出したモデル）を作成した旨記載されている。

(h）訴外中村智幸外作成の「栃木県那珂川における両側回遊型アユの

遡上日と遡上群数の予測」と題する研究報告（以下「中村報告」と

いう。乙２２６）は，那珂川の両側回遊型アユについて，仔稚魚期

の生息場所である海における冬の積産海水温並びに栃木県における

稚魚の遡上初認日，遡上稚魚の観察群数，秋における成魚の平均体

重に関するデータを収集し，これら４要因の関係を解析したもので

あり，海水温と遡上観察群数との関係について，①那珂川において

は海水温の上昇とともに遡上を開始し，その際の海水温はおよそ１

０℃であると考えられること，②那珂川では３月の積産海水温が高

い年ほど遡上観察群数が多いという傾向が認められ，両側回遊型の

アユは水温１ｏ℃以下の河川水に摂すると水温が低いほど，また低

水温にさらされる時間が長いほど稚魚の死亡率が増大するという実

験結果も存在することから，海においても稚魚の生残は水温に強く

影響され，低温時に生残が悪化すると考えられること，③海におけ

るアユ仔稚魚の生残については，１０ないし１１月に海水温が２０

℃を超えるような高温であると死亡率が増大する可能性が指摘され
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ているが，このほかにも３月の海水温が低い年には海における生残

が悪く，その結果遡上量が減少し，反対に３月の海水温が高い年に

は生残が良好で遡上量が多くなると考えられる旨記載されている。

また，中村報告には，遡上初認日と遡上観察群数との間には有意

の負の相関が認められ，遡上初認日が早い年ほど遡上観察群数が多

いという傾向が認められ，遡上初認日までの経過日数と遡上観察群

数について求められる回帰式を用いればある程度遡上観察群数を予

測でき，かつ，遡上観察群数が遡上量を比較的よく反映するから，

それ自体確実とまではいい難いものの，現時点では，前記回帰式に

よる遡上観察群数の予測値を遡上量の指標の一つとして種の資源管

理に利用することも考えられる旨記載されている（乙２２６）。

なお，中村報告が遡上稚魚の観察群数のデータ収集方式を採用し

たのは，アユ稚魚が帯状あるいは塊上の群れ'で岸沿いに遡上すると

ころ，個体数を計数あるいは推定することが困難なためである（乙

２２６）。

(i）訴外荒山和則作成の「茨城県久慈)||におけるアユの遡上様式」と

題する書面（乙２２７）には，天然アユの遡上が見られる久慈川下

流域において，アユの遡上H寺期と同時期における遡上固体の大きさ

を明らかにするとともに，アユの遡上様式と河川の平均水温および

平均海水温との関係について検討した結果，久慈川でのアユの遡上

様式は，まず，仔稚魚の海洋生活期間中に平均海水温が５℃以上１

ｏ℃以下となることによって遡上期初期に遡上する大型群の存在の

有無が決定され，次に河)||の平均水温によって遡上する個体群が大

型群から小型群へどのように移行するかによって決定されていると

まとめられ,平均海水温と平均河川水温の推移を見ることによって，

大型群の有無と遡上群の移行様式を推定できる可能性がある旨記載

Ｐ）

、

〕
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されている。

(j）日本エヌ・ユー・エス株式会社が作成した平成１ｓ年アユ，サケ

実態調査業務報告書（甲６２）には，平成１２年１０月ないし平成

１ｓ年３月の海水温積算値と平成１３年ないし平成１８年の各４月

ないし６月の稚アユの遡上尾数データとの間に負の相関,すなわち，

海水温積算が低いと遡上が多くなるという相関関係がある旨の記載

があり，また，いであ株式会社作成のＨ２０魚Ⅲ類調査業務報告書（甲

６３，６４）には，平均海水温が平成１７年１０月に２０℃を超え

たため，稚アユの生残率が低下して平成１８年遡上尾数が減少した

こと，他方，河川水温が１５℃以下となることが産卵促進要因とな

佇

ることが考えられる旨の記載がある。

ｂアユ稚仔魚の生息域に関する研究報告等

（a）訴外田子泰彦作成の「富山湾の河口域およびその隣接海域表層に

おけるアユ仔魚の出現，分布」と題する書面（甲５８）には，富山

湾奥部における仔魚の分布範囲は，沖合方向では海岸線からほぼ２．

５km以内に限られ，特に約１km以内に濃密な分布が認められ，この

結果は高密度分布域が太平洋岸の熊野川沖の熊野灘では沿岸より２

ｋm以内，伊勢湾では河口域に近い湾奥部に限られたという結果と一

致しており，仔魚が成長につれて遊泳能力が高まり，岸方向へ移動

し更に諸域（砕波帯）へ移動することを示唆している旨記載されて

いる。

（b）訴外高橋勇夫外作成の「四万十川河口内に出現するアユ仔魚」と

題する書面（甲５９）には，四万＋川河口から約６kmの汽水域では，

アユが約１０ｍＳＬ（標準体長）以上になると沿岸の浅所を主な生

息域とし，約３０，ｓＬまでは沿岸に滞在することが明らかとなっ

ており，汽水域内と海域のアユの成長を比較すると，汽水域内での

、

h）

'
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成長がより良好であり，河口閉塞という環境条件がなくとも海には

出ないアユ仔魚が多数生息することが明らかになり，その要因とし

て河床勾配が緩く広大な汽水域に生息する独特な餌料生物がアユの

仔魚の成長を支えている可能性がある旨記載されている。

（c）訴外八木佑太外作成の「士佐湾沿岸域におけるアユ仔魚の分布お

よび食性」と題する書面（甲６０）には，平成１２年度ないし平成

１５年度において土佐湾沿岸の中央部，仁淀川河口沖においてアユ

仔魚の採集を行い，初期の分布と食性の解明および海域における生

残と減耗の要因の把握を検討した結果，アユ仔魚の分布は河川水の

影響が及ぶ範囲とほぼ一致しており，平成１３年度を除き高密度域

は距岸１km以内にあったこと，鉛直的にはほぼ表層に分布し，河川

水の影響する範囲と一致していたことが確認され，仔魚の分布範囲

は水平的にも鉛直的にも河川水の影響を受けている水域であると考

えられること，アユの仔魚の食性は餌環境に強く影響を受けること，

アユの仔魚の生残もしくは減耗の要因として，分布の集散および餌

環境が示唆され，アユ仔魚が沿岸に集積し，かつ餌環境にも恵まれ

れば卓越して生残する可能'性が考えられる旨記載されている。

ｃ那珂川の何)||流量及び漁獲量等の統計データにおける両者の関係

（乙１６２の１ないし１８，１６４，１６５，１６６の５ないし１２，

１６７，１６８）

昭和６３年ないし平成７年の流量年表及び平成８年ないし平成１７

年の水文水質データベース上の野口流量と平成元年ないし平成１７年

の農林水産省統計上の漁獲量又は栃木県水産試験場業務報告書及び同

場研究報告書に掲載されたアユ遡上群数とを比較総合すると以下の

各事実が認められる。

Ｐ

」

Ｐ

(a）平成元年ないし平成１７年の那珂川のアユの漁獲量と那珂川の前
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年１０月ないし１２月の流量との相関係数ｒが０．１７１であり

両者の相関は弱いことが確認された。

（b）平成元年ないし平成１７年の那珂川のアユの漁獲量と那珂川の前

年１０月ないし翌年３月の流量との相関係数ｒが０．１００であり）

両者の相関は弱いことが確認された。

（c）那珂川のアユの遡上群数と前年の那珂jllの１０月ないし１２月の

総流量と遡上群数との相関係数ｒが０．３８９であり，５％の危険

率で有意とはいえないことが確認された。

（｡）那珂川のアユの遡上群数と前年の１０月ないし翌年３月の総流量

と遡上群数との相関係数ｒが０．４２１となり，５％の危険率で有

意とはいえないことが確認された。

ｄ那珂川の何)||流量と河川水温との関係等

（a）平成３年度ないし平成１９年度における３月ないし１０月の海門

橋地点，勝田橋地点及び下国井地点の平均水温が水戸の日平均気温

の上昇と共に上昇する傾向が認められる（乙１５３の１）。

（b）前記各年度の各地点の３月ないし４月，５月ないし６月，７月な

いしＳ月及び９月ないし１０月における水温と水戸の日平均気温と

の間には相関関係があるのに対し，河川流量との間には相関関係が

認められなかった（乙１５ｓの２）。

（c）前記各年度における海門橋地点，勝田橋地点及び下国井地点の平

均水温は，水戸の日平均気温の上昇と共に上昇する傾向にあるが，

いずれの地点においても，野口地点の日平均流量の増減に応じて河

川水温が変化する傾向は認められなかった（乙１６９の１）。

（｡）前記各年度における１０月ないし翌年３月までの海門橋地点，勝

田橋地点及び下国井地点の平均水温が水戸の日平均気温の上昇と共

に上昇する傾向にあるが，いずれの地点においても，下国井地点の

Ｐ

Ｐ
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日平均流量の増減に応じて河川水温が変化する傾向は認められなか

った（乙１６９の２)。

（e）前記各年度における那珂湊定置水温（海水温）は，水戸の日平均

気温の変化に応じて変化するという傾向が確認されたが，下国井地

点の河川流量日平均値の変化に応じて変化するという傾向は確認で

きなかったに１６９の３）。

（f）前記各年度における１０月ないし翌年３月までの那珂湊定置水温

（海水温）は，水戸の日平均気温の変化に応じて変化するという傾

向が確認されたが，下国井地点の河川流量日平均値の変化に応じて

変化するという傾向は確認できなかった（乙１６９の４）。

ｅ訴外新井正作成の「地域分析のための熱・水収支水文学」と題する

文献には，長良川における日平均水温には平均気温の影響が大きい旨

記載されている（乙１５２)。

(ｲ）那珂川の前年の何)||流量減少とアユの資源量減少との相関関係を断定

できないこと

ａ原告らは，汽水域における河川からの栄養塩の供給を確保し，アユ

の資源量の維持を図るためには，１０月ないし翌年３月の半年間で１

５億㎡/秒，９６㎡/秒の流量が確保される必要があるにもかかわらず，

平成８年ないし平成２２年において１０月ないし翌年３月に１５億㎡

／秒の河川流量を超えた年は平成１６年１０月ないし平成１７年３月

のみであるから，既に河川流量が不足している状態にあるところ，本

件取水の運用開始により那珂川の何)||流量が減少すれば，河川から汽

水域に対する栄養塩類等の供給並びにそれを栄養源とする浅海域の珪

藻等及びそれを栄養源とし仔稚魚の餌となる僥脚類の資源量が減少

し，ひいてはアユの生息域自体の狭小化ないし資源量の減少を招き，

原告らの共同漁業権が侵害される旨主張し，証人石嶋意見書①，②，

Ｐ

〕

Ｐ
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同人作成の平成２２年６月１４日付け意見書（甲３２．以下「証人石

嶋意見書③」という。）及び「１９７６年からの那珂川におけるアユ

資源調査とアユ資源量予測の可能’性に関する考察（平成２１年度)」

と題する研究報告（甲４２゜以下「証人石嶋意見書④」という。），

にはこれに沿う記載部分が存在し，証人石嶋の尋問結果にもこれに沿

う証言部分が存在する。

ｂそして，アユの遡上状況調査に関し遡上観察群数を使用している中

村報告並びに那珂川アユ資源調査のうち稚アユ遡上状況調査及び稚ア

ユ遡上量の推定に関する研究報告その他の知見が存在することは前示

のとおりである。そうすると，１０月ないし翌年３月の河川流量とア

ユの資源量との間に正の相関関係，すなわち，１ｏ月ないし翌年３月

の河川流量の低下が降下した仔アユの生残率及び翌年の稚アユの遡上

量の減少に影響する可能性がないとまではいえない。

しかしながら，他方，那珂)||の河川流量とアユの漁獲量等との相関

関係が弱いことを示す統計データがあり，仔アユの生残率が海水温の

影響を受ける旨の研究報告が複数存在することも前示のとおりであ

り，これらの知見に照らすと，仔アユの生残率に影響する主因が何)|｜

流量であるとまではいえない。また，証拠（乙７ｓ）によれば，平成

８年ないし平成１７年における那珂川におけるアユの漁獲量経年変化

を見ると，１０月ないし翌年３月に１５億㎡/秒の河川流量を超えた

とする平成１６年１０月ないし平成１７年３月までに対応する平成１

７年度のアユの漁獲量は，平成９年度のアユの漁獲量と比較して大き

な差はないと認められる。更に，証人石嶋のいう遡上群数が各観測場

所で遡上が確認された日を表す数値を意味し，このような意味での遡

上群数が一般的にアユの資源量を表す指標として用いられていること

を認めるに足りる証拠はなく，河川流量の増減が仔アユの生残率に影

少

う
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饗を与える程度を客観的に明らかにする証拠もない。そうすると，本

件取水の運用開始によって生じる河川流量の減少が，仔アユの生残率

の低下による翌年のアユの資源量の減少を招く具体的危険があること

が客観的に明らかであるとまではいえない。

ｃしたがって，本件取水の運用開始により那珂川の河川流量が減少す

ることでアユの資源量が減少する具体的危険があるとはいえない。

オ河川水温の上昇による被害

原告らは，本件取水の運用開始により河川流量が減少すると下流域，特

Ｐ に岸辺や入江を中心にした水域で水流が停滞するため，河川水が長時間強

い日差しにさらされて表層水の水温が従来より上昇すると，その比重が小

さくなって底層との混合が困難になり，水温の上昇が一層進行しアユの生

理活'性が低下し，ナグ・ピブリオによる細菌感染死が多発し，大きな漁業

被害をもたらすことになる旨主張し，訴外熊丸敦郎作成の陳述書（甲２３）

には，「那珂川及び久慈)11の水温が昭和４５年８月に何)||流量の低下によ

り上昇してアユの生理活性が低下し，アユがナグ・ビブリオによる細菌感

染で大量Iこへい死したことが確認された｡」との前記主張に沿う記載部分

がある。

しかしながら，前記記載部分は，これを裏付ける客観的な証拠がなく，

かえって，前記エ(ｱ)ｄ(a)ないし(f)及びｅで認定した事実及び弁論の全趣旨

｣

’

Ｐ

によれば，那珂川の水温と水戸の日平均気温との間には相関関係があるの

に対し，河川流量との間には相関関係がないことが認められるうえ，長良

川における日平均水温には平均気温の影響が大きい旨の知見があることに

照らせば，何)||水温の上昇が日平均気温の上昇によるとはいえても，河川

流量の減少によるとはいうことができないから，これと整合しない前記記

載部分を直ちに採用することはできない。したがって，本件取水の運用開

始による河川流量の減少によって河川水温が上昇し，ナグ・ピブリオによ
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るアユの細菌感染死が多発し，アユの資源量の減少を招く具体的な危険が

あるとは認められない。

力小結

以上によれば，アユの資源量が本件取水の運用開始により減少し，原告

らのアユの共同漁業権が侵害される具体的な危険があるとはいえない。

(3)ウグイの資源量減少の危険性

ア認定事実

前提事実及び以下に褐記する証拠並びに弁論の全趣旨によれば，以下の

事実が認められる。

（ｱ）ウグイの生態ついて（乙４７の１及び２）

ｳｸﾞｲは淡水型と降海型とがあり,淡水型は河)11の上流から河口域ま

での広い範囲に生息し，主に淵や，瀬の大きい石陰で生活する。

産卵期は３月ないし５月ころで，産卵場所は河川の砂礫底である。１

週間前後で孵化した仔魚は前期は産卵床の砂利中に隠れて生活するが，

後期になると産卵床から浮上して淵の大きい石陰などの流れが穏やかな

場所で生活し，稚魚に成長する。稚魚の生息域は仔魚の時期とほとんど

変わらないが，その後の生息範囲は広く，遊泳速度も速い。

ウグイ類にはウグイのほかにマルタウグイ等が存在するが，ウグイと

の区別は困難であり，その生態等はウグイとほぼ同じである。

（ｲ）那珂川の河床は，何口から２０km地点までは主に砂や粘土で，２０kｍ

地点から上流は礫で構成されている（乙５８）。

イウグイの本件取水口への迷入の蓋然性が不明であること

原告らは，ウグイが仔魚から成魚の時期まで常に本件取水口に迷入する

危険がある旨主張するところ，前示のとおり，ウグイの前期仔魚は産卵床

の砂利中に隠れて生活するとされており，本件取水口地点の河床はウグイ

Ｐ

’

少
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が産卵する砂礫底と地質が異なるため，前期仔魚が本件取水口に迷入する
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可能性があるとはいえない。これに対し，後期の仔魚は，産卵床から浮上

して淵の大きい石陰などの流れが穏やかな場所で生活し始め稚魚に成長

し，成魚になると河川の上流から河口域までの広い範囲に生息することに

なるから，本件取水口付近を通過する際に，本件取水口に迷入する可能性

がないとはいえない。

しかしながら，前示(2)イ(ｱ)ｂ(a)及び(b)のとおり，被告は本件取水口から

の取水流速を最大で７０cm/秒，平均で３０cm/秒以下とし，４０cm/秒以下

の取水頻度を９０％以上確保することを予定していること，本件取水口前

面に本件各メッシュスクリーンを設置する予定であること及びウグイがそ

の遊泳力により取水により生じる水流に抗うことができずに本件取水口に

迷入する危険があるというには，本件取水口地点を通過するウグイの体長

や遊泳速度のデータが不可欠であるのにそれを認めるに足りる証拠がない

ことからすると，本件取水口にウグイが迷入する危険がどの程度あるのか

を推測することはできない。したがって，ウグイが本件取水口に迷入して

その漁獲量が減少する具体的な危険があるとは認められず，原告らのウグ

イの共同漁業権が本件取水の運用開始により侵害される具体的危険がある

ともいえない。

(4)ウナギの資源量減少の危険性

ア本件取水口への迷入の危険性

（ｱ）認定事実

証拠（乙４７の１及び２，５６，５７）及び弁論の趣旨によれば，ウ

ナギが夏にマリアナ諸島西方海域で産卵すること，レプトセファルス幼

生と呼ばれる孵化した仔魚が３か月前後漂流した後体が透明なシラスウ

ナギに変態して日本沿海に到達し，１２月ないし翌年５月ころに河川を

遡上すること，シラスウナギの体表に色素が現れてクロコと呼ばれるよ

うになると，障害物をものともせず，河川を遡上して下流から中流域で

Ｐ

Ｉ

）

保）
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生活し，産卵のために降海すること，以上の各事実が認められる。

ウナギの本件取水口への迷入の危険性ないし程度が不明であること

原告らは，シラスウナギが本件取水口付近を通過する際に迷入する危

険があり，ウナギの資源量が減少する旨主張するところ，前示のとおり，

シラスウナギは，１２月ないし翌年５月ころに河川を遡上するから，本

件取水口付近を通過する際に，本件取水口に迷入する可能性があること

は否定できない。

しかしながら，前示(2)イ(ｱ)ｂ(a)及び(b)のとおり，被告は本件取水口か

らの取水流速を最大で７０cm/秒，平均で３０cm/秒以下とし，４０cm/秒

以下の取水頻度を９０％以上確保することを予定していること，本件各

メッシュスクリーンの設置を予定していること及びシラスウナギが本件

取水口に迷入する危険があるかどうかを推測するためには，本件取水口

地点を通過するシラスウナギの体長，遊泳速度及び分布状況等との関係

を考慮する必要があるところ，それらの事実を認めるに足りる証拠がな

いことからすると，最終的にどの程度のシラスウナギが本件取水口に迷

入する危険があるのかを全く推測することができない，Ｏ

したがって，本件取水口に迷入することにより，｜ウナギの漁獲量が減

少する具体的な危険があるとは認められない。

流量減少による貧酸素水塊の形成による被害

認定事実

前提事実及び以下に褐記する証拠並びに弁論の全趣旨によれば，以下

の事実が認められる。

ａ本件事業における那珂川からの取水予定量等．

（a）那珂川水系河川整備基本方針においては，那珂川下流部の流水の

正常な機能を維持するための流量（維持流量）として，利水の現況，

動植物の保護，漁業，景観，流水の清潔の保持，塩害の防止等を考

(ｲ）

Ｐ■）

〕

】

_》j）

少）

イ

(ｱ）
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盧し，野口地点において，かんがい期（３月２１５日ないし９月３０

日まで）は概ね３１㎡/秒，非かんがい期（１０月１日ないし３月

２４日まで）は概ね２３㎡/秒とすることが定められている（乙１

０，１３１，１３２）。

(b）被告は，本件取水の運用において，維持流量から更に余裕を見た

取水制限流量を設定し，その流量を上回る余剰が発生した場合に，

余剰分に対して最大１５㎡/秒の取水を行うことを計画している。

具体的には，被告は，下国井地点において,，非かんがい期の９月

中旬ないし翌年３月下旬は，流量が約３０．５０㎡/秒以上になった

場合に取水を開始し，他方，かんがい期の５月ないし８月中旬は，

流量が約３９．９０㎡/秒以上になった場合に取水を開始し，３月下

旬ないし５月及び８月下旬ないし９月初旬は流量が約３９．９０な

いし３０．５０㎡/秒の間で段階的に取水をすることを計画している

（乙３７の３，１７０)。

これを野口地点の流量として換算すると，９月１１日ないし翌年

３月２５日のかんがい期に３０．１０㎡/秒，’５月１日ないし８月２

０日のかんがい期に４１．３５㎡/秒，３月２６日ないし４月３０日

に41.35ないし30.10㎡/秒となる｡｜

(c）被告が，平成８年ないし平成１７年における那珂川野口水位観測

所における日流量の数値から換算式を用いて下国井地点の日流量の

数値を算出し，半旬（５日間）ごとの平均流量が取水制限流量を上

回る場合の取水可能流量から，取水量を試算したところ，１ｏ年間

の平均で約３．４億㎡/年となり，本件夜間取水停止を実施すること

を前提とした場合の数値は，約３億㎡/年となった（乙５９，１４

ｏ）。

(｡）平成８年ないし平成１７年における那珂川の年間総流量に対する

Ｐ）

）

Ｐ）
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取水量の割合を試算すると，平均約１３％となる（乙４９）。

（e）平成８年ないし平成１８年における那珂川の流量に対する取水量

の月別の害'１合を試算すると，最大で２９．５２％となる月があり，

全体のうち２５％を超えた月は，全体の約１割である（乙１３７の

１ないし３)。また，平成Ｓ年ないし平成１ｓ年における取水前と

取水後の月別の総流量について比較した結果,Ⅲ取水後の総流量の変

動幅は，概ね取水前の総流量の変動幅の範囲内に収まることが確認

された（乙１３８）。

ｂ那珂川における水位変動の観測結果等Ｐ）

(a）那珂川野口地点の流量が約２０㎡/秒の期間において，湊大橋地

点，水府橋地点及び下国井地点の水位は潮汐の影響を受けて１日２

回変化し，海門橋地点，勝田橋地点の流量も順流，逆流に変動して

いる（乙１３５，１３６の１）。

(b）大洗港湾，湊大橋，水府橋及び下国井地点の水位変動並びに海門

橋地点，勝田橋地点及び野口地点の流量変動を，野口地点の流量が

約５０㎡/秒であった期間（平成１４年２月２日ないし同月４日）

と約２０㎡/秒であった期間（同年６月９日ないし同月１１日）と

で比較すると，水位変動については，大洗港湾，湊大橋，水府橋で

はいずれの場合も同程度の水位変動が生じていたが，下国井地点で

は，野口地点の流量が約２ｏ㎡/秒の期間の水位変動の方が大きか

ったことが確認され，流量変動については，海門橋では，野口地点

の流量が約２０㎡/秒の期間の方が水位変動が大きくなり，逆流H寺

の流量が若干増加していたが，勝田橋ではいずれの場合も同程度の

流量変動が生じていたことが確認された（乙１３６の２）。

(c）野口地点の流量が約２０㎡/秒の期間における水位変動幅と那珂

川の汽水域の何道断面とを比較すると那珂)||の汽水域における最

〕

Ｐ）
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低水位時では，河口から約１０km地点や約１４km地点において，水

深が浅くなる箇所が存在することが確認されているところ，平成１

４年１２月１８日及び１９日に観測された約１０km地点での流速の

横断分布からは，水深が浅くなる箇所における流速は，順流時にお

いても，逆流時においても，流深部と同程度の速度であることが確

認された（乙１５ｓの１，２）。

那珂川の塩分遡上に関する研究報告等

(a）一般に河口域における水の動きは潮汐，河川固有流，風の相互作

用によるところ，溺谷タイプの河口域の流動は潮汐流と河川固有流

の相対的大きさにより決まり，以下の種類に大別される（甲１４）。

ｉ塩水くさび型

弱混合型とも呼ばれ，河川固有流が潮汐流に比べて大きいとき

（潮差が小さいとき）に，海水は底層に沿って侵入してくさび状

を呈し，河川水は海水より密度が小さいので海水の上層を沖合に

Ｃ

Ｐ

向かって流れる｡上下で密度差が大きいので成層を成しているが，

流向が逆のために境界面で海水の連行が生じている。上層の河川

水と共に沖合に輸送される海水を補うために下層の海水は陸側に

向かって流れている。日本では日本海側の河川や，太平洋側の河

」||の小潮時に見られる。

ｉｉ緩混合型

河川固有流量に比べ潮汐流の大きいときには，海水の遡上して

いく先端部は上流部へと延びていくが，同時に鉛直混合が盛んと

なり，上下層間の濃度勾配が緩やかとなり，穏やかな成層を形成

するにとどまる。表層でも低層でも塩分は陸上側へと減少してい

る。この型の場合循環流量は河川固有流量よりかなり多くなって

いる。日本では太平洋側のほとんどの河川でみられる。

〆）
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iii強混合型

緩混合型の場合よりも更に河川流量が少なく，潮汐流の効果が

大きくなると上下層の混合が進行し，塩分は均一な鉛直分布を示

すようになる。しかし陸上方向への塩分勾配は緩やかではあるが

存在している。大規模の河口域では上下方向には完全に混合され

ているが横断方向には十分混合されていないことがある。

(b）訴外安達貴浩外作成の「那珂川河口域における塩水遡上の特'１生に

ついて」と題する書面（甲１６）には，塩分浸入の現地多点観測結

果と数値シミュレーションを用いて那珂川河口域における塩分浸入

の決定要因について考察したところ，河口部では大潮，小潮いずれ

においても弱混合型の塩水浸入が実現されており，潮差の大小は下

層塩水の入退に対して支配的に寄与することが分かったこと，８月

２４日における勝田橋地点でのＤＯ濃度の鉛直分布を示した図によ

れば，底層ではＤＯ濃度４０％と低い値を示した地点があり底層近

傍に貧酸素水塊が形成されていたこと及び夏季以外の観測結果では

Ｐ

〕

底層においてもＤＯ濃度は８０％近い値を示していたこと並びに弱

混合型に近い塩水遡上が現地全観測期間（平成１３年１２月１４日

（大潮）ないし同月２１日（小潮)）において形成されていたこと，

干満差が大きい期間の上げ潮時には底層近傍での塩分濃度が低下

し，鉛直方向に分布がほぼ一様化する期間も見られたことから，那

珂川河口域においても潮汐条件によっては緩あるいは強混合型の塩

Ｐ

水遡上が実現されている可能性があることが記載されている。

(c）那珂川野ロ地点観測データ（平成８年度)，那珂川湊大橋地点及

び水府橋地点観測データ（平成８年度）並びに国士交通省常陸河)|｜

事務所実施の塩水遡上距離観測結果から，河口から塩水くさびの先

端位置（底層の塩化物イオン濃度が２００ｍｇ/Ｌ以下となる位置）
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の変化と野口地点の流量，水府橋地点の水位，湊大橋地点の水位の

変動を比較すると，野口地点の河川流量が減少すると，塩水遡上距

離が上昇し，野口地点の流量が増加すると，塩水遡上距離が低下す

ることが確認された（乙１６１）。

(ｲ）河川水量の減少が底層に貧酸素水塊を形成する危険があるとはいえな

いこと

原告らは，本件取水の運用開始によって河川流量が減少すると，貧酸

素水塊が形成され，河口域の底生生物に甚大な影響を及ぼすため，河川

の流心の底層に生息するウナギの生息環境が悪化する旨主張し，丸山隆

作成の「１－２.霞ケ浦導水事業による那珂川の流量減少が河口域生態

系へ与える影響」と題する報告（以下「丸山報告書」という。甲１３）

には，これに沿う記載部分がある。しかしながら，丸山報告書が前提と

する，那珂川河口域では塩水くさびが潮の干満に関わらずほぼ常に何口

から上流１６．５kmの地点まで浸入し，塩水くさび中の水がほぼ常に上

Ｐ

流側に向かって流れていることが明らかであるという点は前示(ｱ)ｃの各

事実と整合せず，川から河口域に流れ込む水量が減って表層の川の水の

流速が低下すればそれ以上に大きな割合で塩水くさび中の流速も低下す

るといった点についても，前示(ｱ)ｂ(b)のとおり，河川流量が減少すると

むしろ河川を遡上する海水量が増ｶﾛし，その流速も増加する関係にある

と推測されることと整合せず，丸山報告書が那珂川の塩水遡上の特性を

Ｐ）

正しく把握しているものとはいうことができない。そうすると，丸山報

告書記載の貧酸素水塊の発生の機序の説明は，その前提を欠いていると

いうべきであるから，前記記載部分を採用することはできず，他に原告

らの前記主張を認めるに足りる証拠はない。

したがって，本件取水の運用開始によって底層に貧酸素水塊が生じる

具体的な危険があるとはいえないから，それによってウナギの生息環境

1１７－



が悪化し，資源量を減少させる危険があるともいえない。

ウ小結

以上によれば，本件取水の運用開始により，ウナギの資源量減少の具体

的危険があるとはいえないから，原告らのウナギの共同漁業権が本件取水

の運用開始により侵害される具体的危険があるとはいえない。

(5)マハゼの資源量減少の危険性

ア認定事実

証拠（乙４７の１）及び弁論の全趣旨によれば，マハゼが河川の汽水域

並びに内湾の砂泥床及び浅瀬に生息すること，その産卵期が２月ないし５

月で，孵化直後の仔魚が体長４ないし５ｍで浮遊生活を送った後に１５な

いし２０ｍに成長して底生生活に入ること，全長４０ｍまでの未成魚が河

口付近で主に動物プランクトン等を餌として成長し，それに伴い海側へ移

動して沿岸の深みへ移ること，１年で成熟し産卵して死亡する群と，２年

で成熟する群とが存在すること以上の各事実が認められる。

イ河川流量が減少することにより底層の貧酸素化が進行するとはいえない

〆

）

こと

原告らは，本件取水の運用開始によって河川流量が減少すると，もとも

と水流が停滞しやすい水域である岸辺や入江では，一層水流が停滞し易く

なるところ，岸辺や入江の河川水が強い日差しにさらされると，その水域

Ｐ）

の表層水の水温は従来より上昇し表層水の比重が小さくなるため，もとも

と表層に淡水層，底層に海水層が存在していた下流域における表層水と低

層水の攪乱が従来以上に難しくなり，淡水層に溶け込む酸素が海水層にま

で拡散する割合が低下するので，底層の貧酸素化が進行し，その水域に生

息するマハゼの生息環境が悪化する旨主張し，丸山報告書（甲１３）には

これに沿う記載部分がある。しかしながら，丸山報告書の記載内容が那珂

川の塩水遡上の特性を正しく把握しているものとはいうことができないこ
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とは前示のとおりであり，これを前提とする前記記載部分は採用できない

から，本件取水の運用開始により河)Ⅱ流量が減少することにより，水流が

停滞しやすくなり底層の貧酸素化が進行し，その水域に生息するマハゼの

生息環境が悪化するとはいえない。

したがって，原告らのマハゼの共同漁業権が本件取水の運用開始により

侵害される具体的危険があるとは認められない。

サクラマスの資源量減少の危険性

本件取水口への迷入による被害

(ｱ）証拠に４７の１及び２）及び弁論の全趣旨によれば，サクラマスが

ヤマメと同一種で，淡水型をヤマメ，降海型をサクラマスということ，

その産卵がＳ月ないし１１月ころに河川の最上流の淵尻の砂礫底で行わ

れること，孵化した仔魚が砂礫底にとどまって翌年３月ころになると稚

魚となり砂礫から浮上し始めて下流に降下し未成魚となって下流域に定

着すること，さらに未成魚が翌年３月ころに体側にある黒い楕円斑文(パ

ーマーク）が見えにくくなり銀毛又はスモルトと呼ばれる成魚の時期に

至り，４月ないし６月ころ体長約１０ないし２，０cm程度に成長して降海

し，約１年海中で生活し，翌年３月ころ以降河川を遡上して８月ないし

１ｏ月ころに繁殖することが認められる。

(ｲ）サクラマスがその習性から本件取水口へ迷入するとはいえないこと

原告らは，サクラマスが降海する時期において，本件取水の運用開始

により半分近くの取水が行われる可能性があるから，流量の多いところ

を移動する習性があるサクラマスは，本件取水口からの流れを本流と間

違えて本件取水口に迷入する旨主張する。

しかしながら，サクラマスが流量の多いところを移動する習性がある

ことを認めるに足りる客観的証拠はない上，前示(4)イ(ｱ)ａ(e)のとおり，

(6)

ア

'

）

、

」

少）

平成８年ないし平成１８年の那珂川の流量に対する導水量の月別の害Ｉ合

｜
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を試算すると，最大で２９．５２％となる月があり，全体のうち２５％

を超えた月は，全体の約１割であったことからすると，本件取水の運用

開始により半分近くの取水が行われる可能性があるとはいえず，原告ら

の主張はその前提を欠くから，これを採用することはできない。

河)||流量減少によるサクラマスの資源量減少の具体的危険があるとはいイ

えないこと

原告らは，何)||にとどまる時間の長いサクラマスが，那珂川の何)||流量

の本件取水の運用開始による減少に伴う水温の上昇及び酸素量の低下並び

にＢＯＤ及び浮遊物質量の上昇の影響を受け易く，特に夏季の水温上昇が

サクラマスの代謝異常や疾病を引き起こす上，本件取水の運用開始が沿岸

水域の環境に影響を与えてサクラマスの生育や那珂)Ⅱへの回帰率の低下を

招き，更には，サクラマスが増水を未Ｉ用して上流へ遡上を試みる習性を有

するにもかかわらず本件取水の運用が増水時等に行われればその遡上の機

会が失われ，産卵等の繁殖行動に影響が生じる旨主張するが，これらの原

告らの主張を認めるに足りる何らの客観的証拠もない。そうすると，河川

流量の減少により，サクラマスの資源量や漁獲量を減少させる具体的な危

険があるとはいえない。

ウ小結

以上のとおり，原告らのサクラマスの共同漁業権が本件取水の運用開始

により侵害される具体的危険があるとはいえない。

(7)モクズガニの資源量減少の危険性

ア認定事実

証拠（乙４７の２）及び弁論の全趣旨によれば，モクズガニが河川上流

域から河口域まで広く生息し，８月ころないし翌年'３月ころに河口域で交

尾して沖合で産卵して抱卵したまま海で生活し，河口域に戻ってゾエア幼

生を孵出し，同幼生が数回の脱皮の後にメガロッパ幼生となって河川を遡

Ｆ１
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上し脱皮して稚ガニとなり，更に中流から上流域に河川を遡上して成長す

ることが認められる。

イ河川流量の減少による資源量減少の具体的危険があるとはいえないこと

原告らは，本件取水の運用開始が，何)'|流量の減少を招き，増水時に活

発になるモクズガニの産卵回遊を抑制することになり，また，海水の遡上

による底層における酸素欠乏及び河口付近における塩分勾配の急勾配化に

よる産卵個体の生産率の低下及び河口に辿り着いたメガロッパ幼生が汽水

域を経て淡水域に到達する過程で影響を受けることによる淡水域への遡上

率の低下を招き，更には，河川水を感知して河口に辿り着くモクズガニが

河川水を感知し難くなりその遡上率の低下を招き，モクズガニの資源量及

び漁獲量が減少し，原告らの共同漁業権を侵害する旨主張するが，これら

の原告らの主張を認めるに足りる客観的証拠は何らない。

したがって，原告らのモクズガニの共同漁業権が本件取水の運用開始に

より侵害される具体的危険があるとはいえない。

(8)サケの資源量減少の危険性

原告らが那珂川におけるサケ捕獲に関する|貫習法上の漁業権を有しないこ

とは前示２のとおりであるが，念のため，本件取水の運用開始によりサケの

資源量が減少する具体的危険が認められるかどうか検討する。

アまず，原告らは，稚サケが河川での生活を送る際）本件取水口に迷入し

て，その前面にある本件各メッシュスクリーンに接触し/傷つけられ，必

ずかびが生えて死んでしまう旨主張する。

前記認定事実のとおり，紡錘形をした魚の巡航速度が体長の２ないし４

倍，その突進速度が体長の１ｏ倍が程度とされているところ，本件取水の

運用においては最大で７０cm/秒，平均で３０cm/秒以下の取水流速とし，

取水流速４０cm/秒以下の取水頻度を９０％以上確保することが予定され

Ｐ
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ているから，本件取水口地点において９０％の頻度で発生する４０cm/秒
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の取水流速に抵抗できるサケの体長は１００ないし２１００ｍ程度であると

推測される。

そして，並びに証拠（甲１３４，乙３７の１，８２，２６３）及び弁論

の全趣旨によれば，被告は，平成１６年度，平成１７年度，平成１ｓ年度

及び平成１９年度に本件取水口地点において稚サケの降下状況調査を行っ

ており，同調査において捕獲された稚サケの体長が平均で約４０ｍであっ

たことからすると，本件取水口地点を遡上する平均的な体長の稚サケが前

記取水流速に十分に抗しきれずに本件取水口に迷入する可能性があり，吹

流しの設置も稚サケの吹流しに対する忌避反応を利用するものであるから

前記取水流速に抗し切れない稚サケにつき迷入防止効果を生じさせるもの

ではないことが認められる。

しかしながら，前記調査結果を整理したＨ２０魚類調査業務報告書（甲

１３４）に記載された稚サケの鉛直及び横断分布を表すデータによれば，

本件取水口地点を降下する稚サケは左岸から右岸まで広く分布しておりプ

かつ，河川の中央及び流心により多く分布することが認められるところ，

本件取水口が設置されるのは那珂川の右岸であり，iﾖii記取水流速により，
河川のどの位置を遡上する稚サケが何尾流れに沿って本件取水口へ迷入す

る可能性があるのかを認めるに足りる証拠はなく，どの程度の稚サケが本

件取水口に迷入する危険があるのかを科学的に推測することはできない。

また，本件取水口前面には，本件各メッシュスクリーン及び帰還路の設置

が予定され，本件取水口に迷入した稚サケは基本的には本件各メッシュス

クリーンに接触して掬い上げられ帰還路を経て河川に戻る仕組みであるこ

とは前示のとおりである。また，稚サケが本件取水口前面の本件各メッシ

ュスクリーンに触れると傷つき，その部分にカビが必ず生えて死に至ると

いう機序については，これを認めるに足りる客観的証拠が何らない。そう

すると，稚サケが本件取水口に迷入することがあっても，それが資源量な

Ｐ
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いし漁獲量の減少を招く程度に至る具体的な危険があるとまではいうこと

ができない。

イ河川流量の減少による資源量減少

次に，原告らは，サケの成魚が河川の淡水が海に多く流入するときに)'｜

に遡上し，河川の淡水の流入が少ないときには遡上しないことを前提とし

て，本件取水の運用開始により大量の河)||水が取水されると海に流入する

淡水が少なくなってしまい,那珂川を遡上するｻｹが|減少する旨主張する。
しかしながら，本件取水の運用開始が，サケの遡上に影響を与える可能性

があることを認めるに足りる何らの客観的証拠もない。

ウ小結

したがって，原告那珂川漁協及び原告那珂川第一漁協のサケの採捕に関

する利益が本件取水の運用開始により害される具体的な危険があるとは認

められない。

(9)ヤマトシジミの資源量減少の危険性

ア高塩分化によるヤマトシジミの生息環境が悪化する危険の有無

、認定事実

前提事実及び以下に褐記する証拠並びに弁論の全趣旨によれば，以下

の事実が認められる。

ａ個沼及び個沼川の塩分変動に関する調査，研究結果等

（a）那珂川野口地点観測データ（平成１２年度ないし１４年度)，那

珂川湊大橋地点，個沼)||個沼橋地点，個沼下石崎地点観測データ（平

成１４年度）及び「平成１２年度ないし１４年度の那珂川下流水質

等調査業務報告書」における那珂川海門橋，大貫橋の水深・流速観

測結果から算出した時間流量，１ｏ分間隔の観測塩分のデータ「平

成１２年ないし１５年観測データ」という。）を基礎として，平成

Ｐ
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８．３km地点）の流量と大貫橋地点（何口から約６km地点）の表層

（水面から約０５ｍ)，中層（水面から約２ｍ）及び底層（河床から

約０５ｍ）における塩分変化との関係をみたところ，潮汐に応じて

生じる水位変動の小さい期間には流量変動が小さく，表層の塩分濃

度が底層より低いが，同水位変動が大きい期間には流量変動も大き

く，塩分濃度が表層から底層まで均一な強混合状態となることが確

認された（乙１８１及び１８２）。

(b）平成２１年５月の那珂川と個沼)||の合流地点から個沼湖心地点ま

Ｐ
での区間における流速及び塩分の断続的観測データ及び同月ないし

９月の水位，流速，塩分及びＤＯ濃度等の水質につき３０分間隔で

連続観測した結果（以下併せて「平成２１年観測データ」という。）

並びに訴外信岡尚道外作成の「汽水湖への塩分侵入の過程と条件一

茨城県個沼流域の現地観測一」と題する書面によれば，低塩分の汽

水湖である個沼では,那珂)'|個沼)'|合流地点における塩分界面が個

沼)||の何床より高くなると塩分の遡上が始まるところ，那珂川個沼

川合流地点では緩混合状態であるが，合流地点から約３kmの地点に

ある浅瀬を通過すると強混合状態に変化すること，那珂川の淡水量

が個沼)||への塩水塊の侵入を大きく阻害する要因であり，那珂川の

河川流が増カロすれば，個沼)||との合流点での淡塩海面を押し下げ洞

沼川への塩分浸入を小さくする関係にある（甲３８，乙１８０，１

８３，１ｓ４）。

(c）底層塩分の変動幅は，平成２１年観測データによると，個沼川大

貫橋地点で１．３ないし２８．２ｐｓｕ，個沼湖尻地点で１．４ないし

２７２ｐｓｕ，個沼下流地点で０．９ないし２６．Ｓｐｓｕ，洞沼湖

心地点で０９ないし１７．６ｐｓｕであった(乙１７６及び１７７）。

(｡）前記(c)各地点で塩分が９ｐｓｕを超過した日数ないし害１１合及び最

】
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大塩分は，平成２１年観測データによると，洞沼大貫橋地点で観測

期間７８日に対して６１日及び最大塩分２７.Ｓｐｓｕ，個沼湖尻

地点で観測期間８０日に対して６１日及び最大塩分が２８．ｇｐｓ

ｕ，洞沼下流地点で観測期間８０日に対して５１日及び最大塩分が

２７．６ｐｓｕ，個沼湖心地点で観測期間８０日に対して３１日及

び最大塩分が２３．７ｐｓｕであった（乙１７８）。

（e）平成１２年ないし１５年観測データによると，野口地点の前日流

量が平均流量である約５０㎡/秒となる期間の塩分濃度が，個沼川

大貫橋地点の表層で２ないし３３ｐｓｕ，中層で概ねＯないしＳ４

ｐｓｕ，底層で概ね３ないし３３ｐｓｕであった（乙１８５ないし

１８７）。

（f）個沼川へ遡上する河口部周辺の塩分濃度は，那珂)||本)||の河)||流

量が減少すると上昇する傾向にあり，これを受けて個沼川の塩分濃

度も上昇するところ,平成１２年ないし１５年観測データによると，

野口地点の流量と，個沼川大貫橋地点の表層から下層の塩分との間

には有意な相関関係があることが確認されていることから，その相

関式を用いて，本件取水の運用開始による洞沼)Ⅱ大貫橋地点におけ

る塩分濃度の変化を推定すると，０９ないし２０８ｐｓｕ程度の

上昇が見込まれる（乙１８８，１８９，甲１１３，証人濱田篤信（以

下「証人濱田」という。），証人前田修)。

（９）個沼の塩分変動は，平成２１年観測データによると，個沼川大貫

橋地点の塩分の変動と同様の変動傾向を示していることが確認され

た（乙１７６，１７７，１９２ないし１９５）。

ｂヤマトシジミの繁殖条件（乙４７の２）

ヤマトシジミは，河口付近の汽水域や汽水湖の水深１０ｍ以浅の砂

礫ないし砂泥底に生息し，その繁殖，産卵期が５月ないし８月ころで

Ｐ
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あり，放卵，放精が水温１９℃付近から始まり，２０℃ないし２５℃

で最も盛んになり，その受精卵が水温１８℃以上で発生するが，塩素

量が３００ないし３５００ｐｐｍ（０．５４ないし６．Ｓｐｓｕ）以外

の濃度，すなわち，純淡水中あるいは完全な海水中では全く発生しな

い。

Ｃｌ固沼及び個沼川におけるヤマトシジミの生息範囲

個沼及び個沼)||におけるヤマトシジミの主な生息範囲は別紙１ｓの

とおりである。すなわち，ヤマトシジミは，那珂川との合流地点から

３km上流の個沼川から洞沼湖尻地点までに多く，かつ，水深の深い所
、

にも生息するの|こ対し，１固沼では水深約１ないし２m程度の浅い湖岸

部に生息し，水深が深くなるほど生息密度が低くなり，水深が深い湖

心部周辺では生息がほとんど確認されていない（乙１７３，１７５）。

ｄヤマトシジミに関する調査，研究結果等

（a）いであ株式会社作成の平成２１年度Ｈ２１那珂川水系生物調査検

討業務報告書（甲３９゜以下「平成２１年度那珂川水系生物調査報

告書」という）には，成貝の生息密度が，個沼川では塩分濃度１５

ｐｓｕ以上の地点で低い傾向があり，個沼では低層塩分濃度が生息

に影響の無いレベルである７ｐｓｕ以下であることから塩分濃度と

の間に明瞭な関係が認められず，初期稚貝の生息密度が塩分濃度Ｓ

ｐｓｕ以下の地点で高い旨報告されている。また，同報告書には，

個沼川及び個沼下流部では，海水が強混合状態で入退潮しているた

めに底層のＤＯも低下しにくく，ヤマトシジミの生息に好適な環境

が維持されているから，何道計画時には，個沼川へ大量の海水が遡

上しないような配慮が必要と考えられるが，海水が個沼川へ強混合

状態で遡上していることから，海水遡上量が増加したとしても，海

水遡上範囲が大きく拡大するといったような，ヤマトシジミの生息

Ｐ
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に大きな影響を及ぼす環境の変化が生じるとは考えにくい旨報告さ

れている。さらに，同報告書には，個沼へ遡上する海水が大量に増

加すれば，密度成層が強くなり，底層ＤＯの低Ｉ下を助長する可能性

がある一方で，個沼の水深が全体的に浅く，河川水及び海水の交換

速度が速い可能性があり，海水遡上量が増加した場合にも，一概に

ヤマトシジミの生息環境の悪化が生じるとは言い切れないと報告さ

れている。

(b）訴外中村幹雄編著の「日本のシジミ漁業その現状と問題点」と題

する書面（甲６５）には，ヤマトシジミの受精に最も適した塩分濃

度が海水の約６分の１程度（５ｐｓｕ）といわれており，その塩分

耐性を水温２５度で調査した結果，Ｏないし２２ｐｓｕでは生存に

全く影響がなかった旨記載されている。

(c）訴外佐々木道也作成の「ヤマトシジミの産卵誘発について」と題

する書面.(甲６６）には，ヤマトシジミの卵が約３００ないし３５

００ｐｐｍ（０５４ないし６．３ｐｓｕ）以外の塩分濃度では全く

進行しない旨記載されている。

(｡）訴外高橋哲夫及び同川崎梧朗作成の「ヤマトシジミの塩分に対す

る抵抗性について－１」と題する書面（甲６７）には，千葉県香取

郡東庄町笹川地先の低塩分水域において採取されたヤマトシジミの

生存に適する塩素量が７８３０ないし８１５０ｐｐｍ（１４．１５な

いしｌ４７ｐｓｕ）であり，ヤマトシジミが急激な塩分変化に対

して抵抗性が弱い旨記載されている。

(e）訴外高橋哲夫及び川崎梧朗作成の「ヤマトシジミの塩分に対する

抵抗性について－Ⅱ」と題する書面（甲６８）には，千葉県銚子市

松岸地先の高塩分水域において採取されたヤマトシジミの生存に適

する塩素量は４３９０ないし１６０６０ｐｐｍ（７．９ないし２ｇｐ

保
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ｓｕ）であり，松岸産ヤマトシジミが低塩分に対する抵抗力が弱く，

前記(｡)の文献における調査結果と比較すると，塩分に対する抵抗性

は生息環境によってそれぞれ適したものがあり，環境塩分の急変が

へい死を招くと考えられる旨が記載されている。

(f）訴外根本隆夫作成の「個沼におけるヤマトシジミの繁殖に及ぼす

環境条件」と題する書面（乙１７５）には，ヤマトシジミが，個沼

では，梅雨明け以降の塩分が高くなった時に産卵するところ，夏に

多雨の年には那珂川を介して栃木県の降雨にも影響されて真夏でも

発生しないのに対し，夏に少雨の年には湖内の上流域まで高塩分と

なり大発生し，全域でも大発生したが，通常年では湖内の上流域ま

で大量発生することはない旨報告されている。

(9)訴外信岡尚道外作成の「塩分浸入に着目した洞沼の環境解析」と

'

題する書面（乙１７４）には，個沼のヤマトシジミの成貝の塩分耐

性がＯないし２３ｐｓｕと高いが，その産卵及び初期発生に必要な

塩分濃度が個沼では１０ｐｓｕ（海水の３分の１弱）程度と考えら

れており，水温条件である２３℃以上を満たすのは５年に１回程度

であり，塩分濃度低下が資源量減少の原因と考えられている旨記載

されている。

(ｲ）個沼及び個沼川の塩分濃度の上昇により生息環境が悪化するとはいえ

ないこと

ａ原告らは，洞沼川及び個沼においてヤマトシジミが産卵，故精する

塩分濃度は３ないし６ｐｓｕであること及びヤマトシジミの産卵，発

生を保障する塩分濃度が０．７２ないし６．３ｐＳｕであるとされてい

るところ，平成８年ないし１９年の個沼広浦地点における塩分濃度の

変動範囲が６．３ｐｓｕを頻繁に超えている状態にある上，本件取水

の運用開始によって個沼)||及び個沼の塩分濃度が０．９ないし２８ｐ

の）
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ｓｕ上昇するため，ヤマトシジミの産卵，発生が更に阻害され，資源

量に大きな影響を受ける旨主張する。

しかしながら，ヤマトシジミの受精卵の発生が，個沼川及び個沼で

は，０５４ないし６．３ｐｓｕ以外の塩分濃度で全く進行しないとさ

れていることは前示のとおりであって，産卵，放精が塩分濃度Ｓない

し６ｐｓｕ以外で発生しないことを認めるに足りる客観的証拠はな

い。

次に，証拠（甲１４５）によれば，平成８年４月ないし平成２０年

３月に毎月１回個沼広浦地点における塩分濃度を観測したところ，Ｏ

７２ｐｓｕを下回ったのが全調査日数１４４日のうち１３日，ｅ８

ｐｓｕを上回ったのが５２日あり，６８ｐｓｕを上回る頻度が多い

ことが認められる上，本件取水の運用開始によって個沼及び個沼川の

塩分濃度は最大で２．９ｐｓｕ上昇することが予想されていることか

らすると，洞沼広浦地点において塩分濃度が６３ｐｓｕを超える頻

度が増加する可能性があることは否定できない。しかしながら，ヤマ

トシジミが，那珂)''1固沼)||合流点から３km上流の個沼)||から個沼湖尻

地点まで及び個沼の水深約１ないし２ｍ程度の浅い湖岸部に生息し，

水深が深くなるほど生息密度が低くなる傾向にあり，水深が深い湖心

部周辺にはヤマトシジミの生息がほとんど確認されていないことは前

示のとおりであり，そもそも広浦地点においてヤマトシジミが生息し

ているとは考えられないから，広浦地点の塩分濃度が前記のとおり上

昇することをもって，ヤマトシジミの産卵，発生に影響を与えるとは

いえない。また，ヤマトシジミの生息が確認されている範囲が個沼広

浦地点よりも那珂川河口域に近く，塩分濃度が高い区域であることを

も考慮すると，広浦地点よりも６．３ｐｓｕを上回る期間が長期化す

る可能l生があることは否定できないが，ヤマトシジミの生息が確認さ

'

丁
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れている範囲において，その産卵及び発生に支障が生じ，その資源量

が低下するおそれがあるといえるほど，６．３ｐｓｕを超える日数が

増加する可能性があることを認めるに足りる証拠はない。

ｂまた，原告らは，成長し塩分耐性の増したヤマトシジミについても，

１５ｐｓｕを超えると生存率が下がるところ，本件取水の運用を開始

していない現在でも，洞沼川下流において２０ｐｓｕを超える塩分濃

度が観測されることがあり，その生存が厳しい状態にあるから，本件

取水の運用開始によって個沼川及び個沼の塩分濃度が０．９ないし２．

８ｐｓｕ上昇すると，ヤマトシジミの生存に大きな影響を与える旨主
Ｐ

張する。

ヤマトシジミの塩分に対する抵抗性が生息環境によってそれぞれ適

したものがあるとされているところ，平成２１年度那珂川水系生物調

査報告書にはヤマトシジミの成貝の生息密度が洞沼川ではｌ５ｐｓｕ

以上の地点で低い傾向がある旨報告されていることは前示のとおりで

あるが，前記報告は，生息密度を調査した結果について報告したもの

で,生存率の低下する塩分濃度を調査目的としたものではなく，また，

ヤマトシジミの生息が確認されている範囲の底層の塩分濃度の変動幅

が平成２１年度観測データによると，洞沼川大貫橋地点で１３ない

し２８．２ｐｓｕ，個沼湖尻地点で１．４ないし２７．２ｐｓｕ，洞沼川

下流地点で０．９ないし２６．５ｐｓｕであったことが確認されており，

１５ｐｓｕを超える場合でもヤマトシジミが生息できる可能性がある

ことを考慮すると，前記報告内容をもって，塩分耐性の増したヤマト

シジミの成貝について１５ｐｓｕを超えると生存率が下がるとまでは

いえず，その他に個沼及び個沼川に生息するヤマトシジミの塩分耐』性

につき，ｌ５ｐｓｕを超えると生存率が下がることを認めるに足りる

,〕
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ｃしたがって，本件取水の運用開始による洞沼及び個沼川の塩分濃度

の上昇によってヤマトシジミの生息環境が悪化するとはいえない。

洞沼及び個沼川における貧酸素水塊の発生による被'害

(ｱ）認定事実

前提事実及び以下に褐記する証拠並びに弁論の全趣旨によれば，以下

の事実が認められる。

ａ訴外中村幹雄編著「日本のシジミ漁業その現状と問題点」と題する

書面（甲６５）には，宍道湖におけるヤマトシジミの生息限界のＤＯ

は底層水の溶存酸素飽和度で５０％以上であり，好適な値は８０％以

上であると推定されること，宍道湖におけるヤマトシジミの貧酸素に

対する耐性に関する調査実験を行った結果，ヤマトシジミが貧酸素時

に優れた嫌気代謝（発酵）機能を有しているため他の生物に比べて貧

酸素耐性が強いこと，水温が高いほど貧酸素耐I性が弱くなるところ，

高水温２８℃でも溶存酸素飽和度で３０％（ＤＯ１５ｍｇ/Ｌ）であれ

ば長時間（３０日間）の生存に支障がないことが分かった旨記載され

ている。

ｂ個沼及び個沼川におけるＤＯの変動に関する研究報告等

（a）訴外三村信男外作成の｢個沼におけるＤＯの挙動とその支配要因」

と題する書面（甲４０）には，個沼における長期水質観測データを

用いてＤＯと塩分濃度の動態把握と貧酸素水塊形成の支配要因を解

析したところ，塩分濃度が９ｐｓｕ以上でＤＯが低くなり塩分濃度

が小さくなるにつれてＤ○が回復する傾向があること，個沼湖内に

塩分が浸入すると底層付近に高塩分水塊が停滞して密度成層が形成

され，その浸入発生後２ないし４日かけて徐々に底層水中のＤＯが

消費されて貧酸素水塊が生じ，高塩分濃度かつ低ＤＯの状態が発生

するが，塩水塊の消滅と共にＤＯも回復し貧酸素化が解消する旨報

イ
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告されているほか，以下の報告がされている。

ｉ個沼で貧酸素化が生じているのは，貧酸素化の境界をＤＯが１

リットル当たり３ｍｇ/Ｌ以下の状態とした場合，湖心部を中心と

した水深２．５ｍ以上の底層で薄い範囲である。

ｉｉ個沼における貧酸素水塊形成の最大の要因は，塩分，水温によ

る密度成層の形成であり，特に間欠的な塩分浸入の影響が卓越し

ている。

iii塩分濃度が低いときには，水温，風の影響が大きく，降水量，

日射の影響は相対的に小さい。

ｉｖヤマトシジミの産卵及び初期発生には適当な塩分が必要なため

湖内への塩分の導入が検討されているが，塩分導入は貧酸素水塊

の形成をもたらす危険があり，他の底生生物への影響が懸念され

庁

る。

(b）訴外信岡尚道外作成の「塩分浸入に着目した個沼の環境解析」と

題する書面（乙１７４）には，個沼における約４０日間の多点集中

観測データを用いて塩分浸入による流動場の変化と貧酸素水塊発生

メカニズムの解明を行った結果が報告されており，観測データによ

れば，下流個沼)||から湖内に遡上する塩水はＤＣが高く，個沼にＤ

Ｃを移入していることが確認され，解析結果としては，以下の結論

が記載されている。

ｉ遡上する海水が塩水くさびを形成しながら湖内に浸入する時点

では貧酸素化しておらず，その後密度成層を形成し塩分水塊とし

て湖内底層に滞留し，成層化後は上層から下層へのＤＯの供給が

絶たれ，湖底からＤＯが消費されることによって水塊のＤＯが減

少し，貧酸素化する。

ｉｉ淡水化していた期間には全層にわたって流向が潮位変動に同期

Ｐ
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した交番流となるのに対して，塩分浸入後は底層で流れが鈍化す

る傾向にある。

Ⅲ浅い湖である個沼でも表層での吹送流と底層での補償流の２層

構造を持つので，強い風による底層の貧酸素状態の解消は期待で

きる。

ｉｖ冬季は，個沼において塩分濃度が年間で最も高いのにもかかわ

らず貧酸素化しがたいが，それは洞沼湖底でＤＯを消費する微生

物の活動が極端に弱まる為である。洞沼ではＤＯ，風，湖底水温，

微生物の活動が密接に関わっている。

ヤマトシジミが本件取水の運用開始により高塩分化と貧酸素水塊の多

発を原因としてへい死する危険があるとはいえないこと

ａ原告らは，本件取水の運用開始によって，個沼)||及び洞沼が高塩分

化することにより，貧酸素水塊の発生が多くなると，高塩分化との複

Ｐ

(ｲ）

合的作用によって，ヤマトシジミの生存環境が悪化し，ヤマトシジミ
〕

のへい死が引き起こされる可能性が高い旨主張する。

前示のとおり，個沼及び個沼川におけるＤＯの変動に関する研究報

告等によれば，個沼における貧酸素水塊は，那珂)||から遡上する海水

が塩水くさびを形成しながら湖内に浸入する時点では貧酸素化してい

ないものの，その後密度成層を形成し塩分水塊として湖内底層に滞留

し，成層化後は上層から下層へのＤＯの供給が絶たれ，湖底からＤＯ

が消費されることによって水塊のＤＯが減少し，塩水の浸入後２ない

し４日程度かけて発生するということができる。そうすると，本件取

水の運用開始によって塩分濃度が最大で２．８ｐｓｕ上昇すると，そ

の限りでの洞沼における貧酸素氷塊の形成促進を予測することができ

る。

しかしながら，平成１２年ないし１５年観測データによると，洞沼

Ｐ
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川では潮汐に応じて水位変動が生じており，水位変動の小さい期間は

流量変動も小さく，表層の方が底層より塩分濃度が低いが，水位変動

が大きい期間は，流量変動も大きくなり，塩分は表層から底層まで強

混合状態となることは前示のとおりであり，前示貧酸素水塊発生の機

序に照らすと個沼)'|において密度成層が形成され，塩分水塊が底層

に滞留するといったことは考え難いというべきである。そうすると，

本件取水の運用開始により塩分濃度が上昇しても，個沼川における貧

酸素水塊の発生が促進されるということはできない。また，個沼にお

けるヤマトシジミの生息が，個沼の水深約１ないし２ｍ程度の浅い湖

岸部で確認されているのに対し，個沼で貧酸素化が生じているのは，

湖心部を中心とした水深２５ｍ以上の底層で薄い範囲であることが確

認されたに過ぎないことは前示のとおりであるから，個沼への塩分浸

入が促進されることによって，ヤマトシジミの生息する範囲にまで高

塩分水塊が長期間滞留し，貧酸素水塊の発生が増加するとまではいえ

ない上，仮にその範囲に貧酸素水塊が形成される可能性があるとして

も，ヤマトシジミが他の生物よりも貧酸素耐性があり，高水温２８℃

でも溶存酸素飽和度で３０％（Ｄ０１．５ｍｇ/Ｌ）であれば長時間（３

０日間）の生存に支障がないという研究報告が存在することも前示の

とおりであるから，直ちにヤマトシジミの生存に支障が生じ，そのへ

い死を招く具体的な危険があるとまではいえない。

ｂまた，原告らは，ヤマトシジミの水温２５℃,のときの生育限界がＤ

Ｏ４ｍｇ/Ｌであり，ＤＯが６ｍｇ/Ｌを下回ると代謝を正常に維持できな

くなるところ，洞沼では既に夏季に４，５回程度６ｍｇ/Ｌ以下の状態

が１ないし２．５日間程度持続しており，平成２３年夏季には個沼川

大貫橋地点の底上のＤＯが２ないし１０ｍｇ/Ｌの範囲を変動し，平均

値が４．９ｍｇ/Ｌであるから，すでに代謝を正常に維持できない状態で

庁）

Ｐ）
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ある上，貧酸素水塊の形成が重なれば，ヤマトシジミの資源量の低下

の危険があると主張し，証拠（甲１４６）及び弁論の全趣旨によれば，

平成２３年７月２７日から同年８月１４日までの大貫橋地点の底上Ｄ

Ｏが２ないし１０ｍｇ/Ｌの範囲を変動しており，その平均値が４９ｍｇ／

Ｌであることが認められる。

しかしながら，前示の貧酸素水塊の形成の機序に照らせば，大貫橋

地点において貧酸素水塊が形成されるということは考え難く，貧酸素

水塊の形成を理由とするヤマトシジミの資源量低下に関する原告らの

主張はその前提を欠いている。また，証拠（乙２４９）及び弁論の全

趣旨によれば，前記期間が直前に那珂)||の何)||流量が増加し，個沼)|｜

への塩分浸入が抑制された期間であることが認められることからする

と，前記期間においてＤＯが６ｍｇ/Ｌ以下となり，平均値が４．９ｍｇ/Ｌ

となった原因が塩分浸入の抑制にあるとも推測し得るから，塩分浸入

の促進があったことを前提にヤマトシジミの生存が悪化するという原

告らの主張を俄に採用することはできない。

ｃ原告らは，常陸川では昭和４７年の水門閉鎖に伴い高塩分水がくさ

び状に底層を覆って酸素量が低下した際にヤマトシジミがへい死し，

２０５３トンもの漁業被害を生じさせた事例が存在し，昭和４１年，

昭和４５年，昭和４６年及び昭和４９年にもヤマトシジミがへい死し

ているところ，これらの事例は酸素量の低下が原因で発生した事故で

あり，本件取水の運用開始によって個沼でも同様の環境悪化が生じる

ことが予想される旨主張する。

しかしながら，昭和４１年，昭和４５年，昭和４６年及び昭和４９

年に酸素量の低下が原因でヤマトシジミがへい死したことを認めるに

足りる客観的証拠はない。また，証人濱田作成の平成２１年７月６日

付け陳述書（甲２４）には，ヤマトシジミの昭和４７年８月のへい死

Ｐ
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が渇水による酸素量の低下を原因としていると推測しており，かかる

知見によれば，本件取水の運用開始による流量の低下とは全く次元が

異なる事例であり，前記事例をもって個沼でも同様の環境悪化が生じ

るとは到底いうことができない。したがって，前記原告らの主張は採

用できない。

ウ河川流量の減少によりヤマトシジミの漁獲量が減少するか

(ｱ）認定事実

前提事実及び以下に褐記する証拠並びに弁論の全趣旨によれば，以下

の事実が認められる。

ａ那珂川の最深河床の縦断地形によれば，下国井地点付近の概ね河口

から２０km周辺に勾配変化点があり，河口から勾配変化点までは河川

下流域の潮汐の影響を受けて水位が変動する感潮域に属し，勾配変化

］点より上流は潮汐の影響を受けずに河道地形や何)||流量に応じて水位

が変動する順流域に属しており，ヤマトシジミが生息する汽水域は感

潮域に位置し,野口地点は１１頂流域に位置している（乙２１９，２２０）。

ｂ野口地点，榛大橋地点及び下国井地点における昭和５０年ないし平

成２１年に観測された豊水位，年平均水位及び低水位の経年変化を比

較すると，野口地点の水位が経年的に変動しているのに対し，下国井

地点及び湊大橋地点の水位は野口地点の水位の変動にかかわらず，概

ね一定している（乙２２１）。

ｃ野口地点の流量が約５０㎡/秒であった期間（平成１５年２月２日

ないし同月４日）における大洗港湾，湊大橋，水府橋及び下国井地点

の水位変動並びに海門橋，勝田橋及び野口地点の流量変動を整理した

結果，感潮域である湊大橋地点，水府橋地点及び下国井地点における

水位及び流量は潮汐の影響を受けて変動していることが確認される

庁

＞

Ｐ

(乙２２２）。
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ｄ昭和３０年ないし平成２１年までの下国井地点の低水位とヤマトシ

ジミとの漁獲量の関係を整理した結果,明瞭な相関関係は認められず，

同期間における湊大橋地点の低水位とヤマトシジミの漁獲量との関係

について整理した結果によっても，明瞭な相関関係は認められなかっ

た（乙２２３）。

(ｲ）本件取水の運用開始による那珂川流量の低下がヤマトシジミの大幅な

漁獲量減少の危険を生じさせるとはいえないこと

原告らは,個沼における漁獲量を推定するモデル式により計算すると

那珂川の流量が１０㎡/秒減少すると，漁獲量が約９００トン減少する

とされているから，本件取水の運用開始により最大１５㎡/秒の取水が

行われると，ヤマトシジミの漁獲量に与える影響は極めて大きい旨主張

し，証人濱田作成の平成２２年１２月１０日付け意見書（甲４１），平

成２４年１２月２７日付け意見書（甲７１），平成２５年１１月２３日

付け意見害（甲９２）及び平成２６年６月２５日付け意見書（甲１１３）

には，原告らの前記主張に沿う，①ヤマトシジミは，昭和４９年ないし

昭和５４年（漁獲量減退第１期)，昭和５５年ないし昭和６２年（同第

２期)，昭和６３年ないし平成Ｓ年（同第３期)，■平成９年ないし平成

１７年（第４期）及び平成１８年ないし平成２４年（第５期）の５期に

段階的にその漁獲量が減少し，各期で流量（特に低水流量）と漁獲量と

の間に正の相関関係が認められたこと，②河床高変動がシジミ漁獲量に

影響を与える主因の一つであること，③漁獲量は流量の増大とともに増

加するが，河床高が低下すると流量の影響が顕著になると同時に漁獲量

全体が低水準の位置に移行すること，④流量が減少したり那珂川下流域

の河床高が低下することによって，従来那珂川から個沼に供給されてい

た栄養塩類の量が減ってヤマトシジミの餌となる混濁態の有機物の生産

量が低下し，従来塩分遡上形態が強混合であった那珂川の水深が深くな

少

Ｐ

1３７



って成層化が起こってヤマトシジミの生存に必要な汽水域が生じにくく

なり，個沼に淡水又は海水が浸入してくるためヤマトシジミの生息条件

が悪化することが③の理由であること，⑤③の考えを基に那珂川の流量

と河床変動量からヤマトシジミの漁獲量を予測するモデル式（以下「本

件漁獲量予測モデル式」という。）で算出するとシ新たな河川形状の変

化発生及びシジミの発生不良の場合を除き，ヤマトシジミの漁獲量を比

較的高い精度で予測できること及び⑥同予測に東日本大震災による地盤

沈下量を総合考慮すると，本件取水の運用開始がない場合にはヤマトシ

ジミの漁獲量が１８４２トン程度と予測されるのに対し，本件取水の運

用開始により那珂)||の河川流量が１ｏ㎡/秒低下した場合にはヤマトシ

ジミの漁獲量が約９５３トン程度になると予測され，１５㎡/秒低下の

Ｐ

場合には，漁獲量が約５０９トン程度まで減少すると予測されることか

ら，本件取水の運用開始によるヤマトシジミヘの影響は極めて大きい旨

の記載部分が存在し，証人濱田の尋問結果にもこれに沿う証言部分が存

在する。

しかしながら，本件漁獲量予測モデル式による計算は，シジミの発生

不良による誤差が生じることも前提とした式であり，特にそれが原因で

平成１８年以降の実測値との間に大きな誤差が生じていること，証人濱

田自身も，昭和６１年以降について誤差が生じており，誤差を修正する

ためには河川断面のデータを入れる必要があること，本件漁獲量予測モ

デル式は仮説であって，洞沼に逆流する流量，餌の濃度，ヤマトシジミ

がその餌の何％を食べるのかといったデータを入れた別のモデルにより

Ｐ

実証する必要があることを認めていること，その別のモデルの内容及び
'

正確性を認めるに足りる証拠がないことからすると，直ちに前記記載部

分及び前記証言部分を採用することはできない。そうすると，那珂川の

流量が１０㎡/秒減少すると，漁獲量が約９００トン減少する危険があ
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るとはいうことができない。

ェ本件導水に伴うカワヒバリガイの分布拡大による危険性

原告らは霞ヶ浦の湖岸には外来生物であるカワヒバリガイの生息が確認

されているところ，被告の予定しているろ過施設で'二，カワヒバリガイの

卵や幼生を捕捉できないから，本件導水により，ろ過摂食能力が極めて高

いカワヒバリガイが霞ヶ浦から那珂川に分布拡大することが確実で，その

場合，個沼及び個沼)'|に生息するヤマトシジミが摂食する栄養塩類が減少

し，その生息環境を悪化させることになる旨主張し，証拠（甲１３５ない

し１３７）及び弁論の全趣旨によれば，カワヒバリガイが，中国大陸や朝

鮮半島に分布している特定外来生物に指定されたいがい日いがい科の淡水

二枚貝であること，霞ヶ浦に定着し分布域を拡大しておりその大量発生時

には他の在来の二枚貝との餌や生息場との競合等の懸念があること，その

単位湿重量１９あたりのろ過摂食能力が国内に生息する主要な淡水二枚貝

よりも極端に高いこと及び大量繁殖して巨大な個体群を形成する場合のあ

ること認められる。

しかしながら，他方，前記各証拠によれば，カワヒバリガイが，成貝に

なると殼超２ないし３cmであり，その餌が植物プランクトン等の浮遊懸濁

物であり，その塩分耐性が低く生息場所が淡水域であり，コンクリート・

岩・石等に足糸という繊維状物質を分泌して付着する習性があることが認

められ，ヤマトシジミの摂食対象と－致せず，かつ,｜その生息場所が全く

競合しないというべきであるから，カワヒバリガイが那珂川に分布拡大し

たとしても，個沼及び個沼川に生息するヤマトシジミが摂食する栄養塩類

が減少し，ヤマトシジミの生息環境が悪化する具体的危険があるとはいう

ことができない。

オ小括

以上によれば，原告らのヤマトシジミの共同漁業権が本件取水の運用開

Ｐ

フ

Ｐ
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始により侵害される具体的危険があるとはいえない。

００）本件導水によるその他の漁業権侵害の危険性

ア外来生物流入の危険性

原告らは，本件導水の運用が開始されれば，５ないし１０ｍのろ過資材

によるろ過施設を建設することになっていても,その程度のろ過資材では，

多くの外来生物の霞ヶ浦から那珂川への侵入，拡散を防止することはでき

ず，那珂川の漁業環境を悪化させる旨主張する。しかしながら，前示カワ

ヒバリガイ以外の外来生物の侵入によって那珂川に生息するどの魚種に係

る漁業環境が如何に悪化する可能`性があるかを認めるに足りる客観的証拠

はなく，その具体的危険があるとはいうことができない。

イ難分解性有機物の流入が原告らの共同漁業権を侵害する可能'性が不明で

あること

原告らは，霞ケ浦湖水のＣＯＤ濃度が那珂川の３倍以上あり，特に水道

水の浄水過程における塩素処理に伴い生成される発がん１１生物質トリハロメ

タン等の難分解性有機物が平成１７年度の霞ケ浦のＣＯＤ濃度平均８ｍｇ／

Ｌのうち６２％を占めているから，本件導水が開始されれば那珂川の水質

悪化による魚類の生息環境の悪化を招くことになること，霞ヶ浦で発生す

るアオコがミクロキステイスンという肝臓障害・肺がんの原因となる毒素

を生成し，また，ろ過施設によりろ過できない魚類のカビ臭の原因となる

Ｐ

フ

Ｐ

２－メチルイソボルネオール及びジオスミンを生成し，それらが那珂)||に

流入することにより魚類の生息環境が悪化することになる旨主張する。し

かしながら，これらの難分解性有機物の流入が那珂)||の水質をどの程度悪

化させ，原告らの共同漁業権の対象魚種の漁獲量がどの程度悪化する可能

性があるかを認めるに足りる客観的証拠はない。

ウ小結

したがって，原告らの共同漁業権が本件導水の運用開始により侵害され
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る具体的危険があるとはいえない。

⑪結論

以上によれば，原告らの主張・立証する本件事業の運用開始による各共同

漁業権侵害の危険は未だ抽象的な危険にとどまり，その具体的危険があると

まではいうことができない。

本件工事ないし本件事業の公共性・公益'性の有無ないし程度（争点(5)）

(1)霞ヶ浦及び桜川の水質浄化効果の有無ないし程度

ア霞ヶ浦の水質浄化効果

（ｱ）認定事実

前提事実及び以下に褐記する証拠並びに弁論の全趣旨によれば，以下

５

'

の事実が認められる。

ａ平成１３年度ないし平成２１年度における那珂川，未|｣根)||，霞ヶ浦，

同流入河川の平均水質値（乙２４３，２４４）。■

（a）ＣＯＤ

霞ケ浦は７．９ｍｇ/Ｌ，同流入河川は６．５ｍｇ/Ｌ，那珂)11は２．０ｍｇ／

Ｌ，利根)||は４．１ｍｇ/Ｌである

（b）窒素

ｉ全窒素

霞ケ浦は１．１ｍｇ/Ｌ，同流入何)||は３．４ｍｇ/Ｌ，那珂川は１．５

ｍｇ/Ｌ，禾Ⅱ根川は２．８ｍｇ/Ｌである。

ｈ硝酸態窒素

霞ケ浦は０．２３ｍｇ/Ｌ，同流入河川は２．７ｍｇ/Ｌ，那珂)||は１．

３ｍｇ/Ｌ，未U根)||は２．１ｍｇ/Ｌである。

（c）リン

ｉ全リン

霞ヶ浦は０．１１ｍｇ/Ｌ，同流入河川は０．１２ｍｇ/Ｌ，那珂)||は

Ｐ
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０．０４ｍｇ/Ｌ，利根川は０．１１ｍｇ/Ｌである。

ｉｉオルトリン酸態リン

霞ケ浦は０．０３ｍｇ/Ｌ，同流入河川は０．０６ｍｇ/Ｌ，那珂)||は

０．０３ｍｇ/Ｌ，利根)||は０．０５ｍｇ/Ｌである。

ｂ湖内における窒素及びリンの循環（乙８７，ｓ８の１及び２）

一般に，水中に含まれる窒素及びリンは，それぞれ，有機態窒素／

リンと無機態窒素／リンとに分類され，また，それぞれ，溶存態（水

に溶けた状態）か，あるいは，懸濁態（懸濁物質に吸着した状態）の

状態で存在する。

霞ヶ浦湖水中の窒素及びリンは，主に，植物プランクトン中の有機

態のもの（懸濁態として存在)，その他の有機態のもの（溶存態又は

懸濁態として存在)及び無機態のもの（溶存態又は懸濁態として存在。

窒素の場合は特に硝酸態窒素）の各形態として構成されている。

霞ヶ浦に流入した窒素及びリンのうち，硝酸態窒素などの無機態の

ものの大半は，溶存態として水中に存在しているが，湖内において，

植物プランクトンに摂取されることにより有機態に変わり，懸濁態と

して水中に存在することになる。そして，植物プランクトンは，その

大半が，動物プランクトンなどに捕食され又は死滅した後に懸濁態と

して湖内で沈降し底質に堆積する（なお，一部は無機態のものとして

水中に回帰するが，その割合は限定的である｡)●

また，霞ヶ浦に流入した窒素及びリンのうち，流入の時点で有機態

のものも，同様に湖内で沈降し，底質に堆積する。

このようにして底質に堆積した有機態のリンは,その後分解されて，

無機態のものとして水中に回帰するが，他方，窒素は，脱窒（硝酸態

窒素が窒素ガスへと還元され，大気中に放散される作用）という作用

があるため，一部は湖内から除去される。

少

］

Ｐ
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ｃ低減率

（a）全窒素

平成１３年度ないし平成２１年度における平均値をとると，霞ヶ

浦流入河川の全窒素濃度は３．４ｍｇ/Ｌ，流入水量は１１．２億㎡/年，

流入負荷量は３８．１億ｇ/年であり，霞ケ浦の全窒素濃度は１．１

ｍｇ/Ｌ，湖水量は６．４億㎡/年，湖水負荷量は７．０億ｇ／年，流出

濃度は１．１ｍｇ/Ｌ，流出水量は１１２億㎡/年，流出負荷量は１２

３億ｇ／年となるから，前記脱窒等の作用による全窒素の低減率は

約６８％となる（乙ＳＳの１，２３９の１，２６７）。

また,平成１３年度ないし平成２１年度における平均値をとると，

全窒素濃度は那珂)||が１．５ｍｇ/Ｌ，利根)||が２．８ｍｇ/Ｌであり，本

件取水の運用開始による那珂川からの導水量を３．４億㎡/年，禾U根

川からの導水量を３，３億㎡/年とすると，流入負荷量は那珂川が

５．１億ｇ/年，利根)||が９２億ｇ/年となり，霞ヶ浦に流入する流

入河)||並びに那珂)||及び利根)||からの導水の合計水量は１７．９億

■㎡/年，合計負荷量は５２．４億ｇ／年，全窒素濃度は２．９ｍｇ/Ｌ’

となる。

この値から前記の脱窒等の作用による低減率を反映させると，最

終的に本件事業の運用開始後に予定される霞ヶ浦の湖水濃度は０

９３ｍｇ/Ｌ，湖水量は６．４億㎡，湖水負荷量は６．０億９，流出水

量は１７．９億㎡/年，流出負荷量は１６．６億ｇ/年，流出濃度は０．

９３ｍｇ/Ｌと算出される（乙２３９の１）。

（b）硝酸態窒素

平成１３年度ないし平成２１年度における平均値をとると，霞ヶ

浦流入河川の硝酸態窒素濃度が２７ｍｇ/Ｌ，流入水量は１１２億㎡／

年，流入負荷量は３０２億ｇ/年であり，霞ケ浦の硝酸態窒素濃度

Ｐ

Ｐ
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が０．２３ｍｇ/Ｌ，湖水量が６．４億㎡であり，湖水負荷量は１．５億

ｇ/年（０．２３ｍｇ/Ｌ×６．４億㎡＝１４７２億ｇ/年）と算出される

から，前記脱窒等の作用による硝酸態窒素の低減率は約９１％とな

る（乙２４３，２４４，２６８２６９及び之８８）。

平成１３年度ないし平成２１年度における平均値をとると，硝酸

態窒素濃度は，那珂川が１．３ｍｇ/Ｌ，禾|]根)||が２．１ｍｇ/Ｌであり，

本件取水の運用開始による那珂川からの導水量を３．４億㎡/年，禾リ

根川からの導水量を３．３億㎡/年とすると，流入負荷量は，那珂)|｜

からが４．４億ｇ/年（１．３ｍｇ/Ｌ×３．４億㎡/年＝４４２億ｇ/年)，

利根川からが６．９億ｇ/年（２１ｍｇ/Ｌ×３．３億ｇ＝６．９３億ｇ/年）

となり，霞ヶ浦に流入する流入何)||並びに那珂)||及び利根)||からの

導水の合計水量は１７．９億㎡/年，合計負荷量は４１．５億ｇ/年（３

０．２億ｇ/年十４．４億ｇ/年十６．９億ｇ/年＝４１．５億ｇ/年）とな

り，その合計水量の硝酸態窒素濃度は２３ｍｇ/Ｌと算出される（４

１．５億ｇ/年÷１７．９億㎡/年＝２．３１８…mg/Ｌ)。

この値から，前記の脱窒等の湖内の機序による低減率９１％を反

映すると，最終的に本件事業の運用開始後に予定される霞ヶ浦の硝

酸態窒素濃度は０２１ｍｇ/Ｌ（２．３ｍｇ/Ｌ×（１－０９１）＝０２

０７ｍｇ/Ｌ），湖水量は６．４億㎡，湖水負荷量|は１．３億９（０２１

mg/Ｌ×６４億㎡)，流出濃度は０２１ｍｇ/Ｌ，流出水量は１７９億

㎡/年，流出負荷量は３．８億ｇ/年（０２１ｍｇ/Ｌ×１７．９億㎡/年）

と算出される。

国士交通省は，本件事業による水質浄化効果を予測する数値シミュ

ーションモデルを作成し（以下「本件水質予測モデル」という。），

の結果によれば，平成８年ないし平成１７年の流況により試算する

Ｐ

Ｐ

．

レーションごモテルを{乍成し（以卜｜本Ｉ牛水買十視リモテノレ」といつ。），

その結果によれば，平成８年ないし平成１７年の流況により試算する

と，霞ヶ浦における１０年間のＣＯＤの平均値は，本件事業がない場
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合に７．０ｍｇ/Ｌとなるが，本件事業による導水がある場合には６２ｍｇ

／Ｌ/まで低下することとなり，本件事業によって，ＣＯＤを０．８ｍｇ／

Ｌ削減できることになることが確認された（乙９７，２６４，２６５）。

ｅ訴外田渕俊雄箸「湖の水質保全を考える」と題する書面には，同じ

負荷量でも濃度が高ければ，その水は低濃度の水よりも湖沼の濃度を

高く上昇させる機能を持つことから，汚水が流入した後の湖沼濃度の

上昇で評価することが提案されているに９３）。

ｆ訴外田淵俊雄及び同高村義親著「集水域からの窒素・リンの流出」

と題する書面には，水質保全の立場からすれば，流出水を排出負荷量

だけでなく濃度で評価する必要がある旨の記載がある（乙９４)。

(ｲ）本件事業による霞ヶ浦の湖水に含まれる物質の希釈効果

ａ窒素

（a）原告らは那珂)||の全窒素濃度及び利根)||の全窒素濃度はいずれ

も，霞ケ浦の窒素濃度より高いから，本件事業によって那珂川及び

利根)||から霞ヶ浦に導水しても，希釈効果は生じず，本件事業の事

業計画どおりの運用がされるとなると，霞ヶ浦の全窒素の負荷量は，

かえって３５％増加することになる旨主張し前示のとおり，那珂

）||及び利根)||の全窒素濃度と霞ヶ浦の全窒素濃度とを比較すると，

那珂)||及び禾Ⅱ根川の方が濃度が高い。

しかしながら，前示のとおり，湖水中の窒,素は，様々な形態で存

在しており，有機態のものも分解されて，無機態のものとして水中

に回帰するが，最終的に脱窒によって－部は湖内から除去されると

ころ，希釈効果の有無に当たってはこのような過程を考慮する必要

がある。そうすると，前示のとおり，本件事業の運用開始後に予定

される霞ケ浦の湖水濃度は０．９３ｍｇ/Ｌ，湖,水量は６．４億㎡，湖水

Ｐ

Ｐ

負荷量は６．０億ｇと算出される。
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したがって，霞ケ浦の全窒素濃度は，本件事業の運用開始後，平

成１３年度ないし平成２１年度の平均値である１．１ｍｇ/Ｌよりも減

少することが予想されるから，希釈効果がある。

原告らは，霞ケ浦の全窒素の負荷量は，かえって３５％増加する

ことになる旨主張するが，前示のとおり，負荷量だけでなく濃度で

評価することが必要であり，流入量を考慮しだ濃度の観点から見る

と，希釈効果が認められるから，原告らの主張は理由がない。

(b）原告らは，那珂)||及び禾Ｉ根川の硝酸態窒素濃度はいずれも，霞ヶ

Ｐ
浦の濃度より高いから，本件事業によって那珂川及び禾|]根)||から導

水しても希釈効果が生じず，本件事業計画どおりの運用がされると

なると，アオコの増殖栄養素が増加するから，かえって霞ヶ浦のＣ

ＯＤを上昇させる旨主張し，前示のとおり，那珂川及び未Ⅲ根ﾉllの硝

酸態窒素濃度と霞ヶ浦の硝酸態窒素濃度とを比較すると，那珂川及

び利根川の方が濃度が高い。
●

しかしながら，前示のとおり，湖水中の窒素は，様々な形態で存

在しており，有機態のものも分解されて，無機態のものとして水中

に回帰し，最終的に脱窒によってその一部が湖内から除去されると

ころ，希釈効果の有無に当たってはこのような過程を考慮する必要

がある。そうすると，前示のとおり，最終的に本件事業の運用開始

後に予定される霞ケ浦の湖水濃度は０．２１ｍｇ/Ｌ，湖水量６．４億㎡，

湖水負荷量１．３億ｇと算出される。

したがって，霞ヶ浦の硝酸態窒素濃度は,本件事業の運用開始後，

平成１３年度ないし平成２１年度までの平均値である０２３ｍｇ/Ｌ

よりも減少することが予想されるから，希釈効果がある。

リン

Ｐ

ｂ

(a）全リン
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原告らは，那珂川の全リン濃度は霞ヶ浦の全リン濃度の約２分の

1であるが,那珂川の全ﾘﾝ濃度自体が環境基準を超えているから
導水によって環境基準である００３ｍｇ/Ｌ以下を達成することはで

きず，また，利根)'|の全リン濃度が霞ヶ浦の全リン濃度より高いか

ら希釈効果が生じず，全リンの負荷量がかえって２ｏ％増加するこ

とになる旨主張する。しかしながら，前示のとおり，全リン濃度が，

霞ケ浦で０．１１ｍｇ/Ｌ，那珂)||で００４mg/Ｌ；未'１根)||で０１１ｍｇ／

Ｌであるから，本件事業による那珂川からの導水量を３．４億㎡/年，

利根)||からの導水量を３．３億㎡/年とすると本件事業により希釈効

果が生じることが予測されるし，既に述べたとおり，濃度の観点か

ら見ると希釈効果が認められるから負荷量が増加するという原告

らの主張も理由がない。

また，原告らは，全リン濃度が００５ｍｇ/Ｌ以下であっても，ア

オコが大発生するから，全リン濃度が００５ｍｇ/Ｌ以下より低下さ

せることができない以上，ＣＯＤ値を０．８ｍｇ/Ｌ低下させる効果は

得られない旨主張し，証人高村義親（以下「証人高村」という。）

作成の「那珂川導水による霞ヶ浦の水質悪化の可能性」と題する研

究報告（甲２５），平成２５年１１月２７日付け「前田意見書（乙

２６４）に対する意見書」（甲９３）及び「導水事業による霞ケ浦

の水質浄化は不可能」と題する書面（甲１２１．以下併せて「高村

意見書等」という。）にはこれに沿う記載部分があり，同人の尋問

結果には，これに沿う証言部分がある。しかしながら，仮に，前記

記載部分及び前記証言部分により前記原告らの主張事実を認定でき

るとしても，元々，本件事業は，霞ヶ浦におけるアオコ発生の抑制

を目的とするものではなく，その水質改善の施策の一つとすること

を目的とするものであり，全リン濃度を低下させる効果があること

'

）

Ｐ
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について争いがない以上，本件事業の必要性を否定する理由とはな

らない。

原告らは，霞ヶ浦湖心では，植物プランクトンが最も利用しやす

い栄養源である溶解性オルトリン酸態リンが藻類の増殖に消費され

てほとんど検出されない状態であるが，那珂川における全リンの主

たる成分が溶解性オルトリン酸態リンであるため，その河川水が霞

ヶ浦に導水されると，アオコが栄養素の補給により増殖する結果と

なる旨主張し，高村意見書等にもこれに沿う「那珂川の全リンの主

たる成分は植物プランクトンに最も利用されやすい無機リン酸態リ

ン（溶解性オルトリン酸態リン）であり，全リンの７０ないし９５

％が溶解性オルトリン酸態リンである｡」旨の記載部分がある。し

かしながら，原告ら準備書面(9)別表１及び証拠（乙２３８）並びに

弁論の全趣旨によれば，平成１３年ないし平成２２年の那珂川下国

井地点における全リンに占める溶解性オルトリン酸態リンの害'１合は

２６ないし５６％であることが認められるのであって，高村意見書

等の前記記載部分は,その前提を誤っており採用することはできず，

他に前記原告らの主張を認めるに足りる証拠はない。

ＣＯＤ

(b）

Ｐ

Ｄ
Ｊ

Ｐ
Ｃ

(a）原告らは，那珂川の河川水を導水すればアオコの発生を促進し，

アオコ藻体及びその枯死分解物が湖水中有のＣＯＤを高め，未U根川

のリン及び窒素の各濃度が霞ヶ浦の各濃度よりも高いから，禾U根川

から導水すれば，那珂川からの導水以上に霞ヶ浦の水質を悪化させ

る結果となり，本件事業によりＣＯＤ値が低下することはない旨主

張する。しかしながら，前示のとおり，ＣＯＤ値は，霞ヶ浦が７．

９ｍｇ/Ｌ，那珂川が２．０ｍｇ/Ｌ，未'１根川が４．１ｍｇ/Ｌであって，那珂
)||及び利根川のＣＯＤ値は霞ケ浦よりも低いのであるから，本件事

1４８－



業によってＣＯＤの希釈効果が生じることを期待できるし，既に述

べたとおり，那珂)||及び禾Ⅱ根川からの窒素及びリンの流入が霞ヶ浦

の水質を悪化させることにはならないのであるから，原告らの主張

は理由がない。

(b）原告らは，被告の主張のとおり，本件事業の運用開始による導水

が湖水回転率を上昇させ，霞ヶ浦の湖水の滞留を１３０日間に縮め

る効果があることを認めつつ，アオコが概ね４日ないし４０日間の

湖水の滞留があれば発生するから，その程度の湖水の回転率の上昇

ではアオコの増殖を抑制できず，霞ヶ浦の水質改善は極めて困難で

あり，むしろ汚濁物質流入量の削減を検討すべきである旨主張する。

しかしながら，前示のとおり，本件事業は，ＣＯＤ値を低下させる

ための様々な対策のうちの一つとして位置づけられている事業であ

って，元々，それのみでアオコ発生を抑止することを目的とするも

のではないから，前記原告らの主張も理由がない。

(c）原告らは，ＣＯＤ濃度，全窒素濃度及び全リン濃度が，１５㎡／

秒の導水を入れた場合の方が入れない場合よりも若干高くなるとの

研究結果が得られていることからすれば，被告による霞ヶ浦浄化の

メカニズムの説明には理由がなく，本件水質予測モデルによるシミ

ュレーション結果が本件事業の効果を裏付けるものとはいえない旨

主張する。そして，訴外中曽根英雄作成の「導水事業・湖岸植生帯

が西浦湖流・水質に与える影響」と題する書面（甲２６）には，「西

浦について三次元モデルを用いて本件事業の運用開始後の西浦の水

質を予測したところ，本件取水の運用開始により最大で１５㎡/秒

を導水した場合には，上向きの鉛直流が西浦全体で大きくなって浮

遊している懸濁態の沈降速度が相対的に遅くなり，これに伴いＣＯ

Ｄ，全窒素及び全リンの各濃度の低下も若干遅くなるため，導水に

Ｐ
ノ

ｊ

Ｊ
Ｉ

Ｐ
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よる希釈効果がなくなってしまうから，希釈効果を期待するのであ

れば，３０㎡/秒程度の導水量が必要になる旨の原告らの前記主張

に沿う記載部分が存在する。しかしながら，本件事業による那珂)Ⅱ

及び利根)||からの導水により，窒素，リン及びＣＯＤの希釈効果が

生じることは前示のとおりである上，証拠（乙９５）によれば，前

記三次元モデルが，沈降速度，半飽和定数，ＣＯＤ/Ｐ比，底泥溶

出速度について実測値と異なる数値を採用していることが認めら

れ，同モデルに基づくシミュレーション結果を採用することはでき

ず，前記原告らの主張も採用できない。

小結

以上によれば,本件事業のうち那珂川及び禾|｣根Ullの河川水の導水は，

ヶ浦の水質浄化効果をもたらすということができるから，第６期水

Ｐ

．

霞ヶ浦の水質浄化効果をもたらすということができるから，第６期水

質保全計画における水質保全対策の一つとして必要性があるというべ

きである。

桜川

原告らは，茨城県，水戸市及び被告には，現在利用可能な渡里用水を有

）

イ

効に稼働して桜川に導水しようという意欲すら欠如しているから，仮に本

件取水口を建設したとしても，桜川及び千波湖の浄化という目的が達せら

れることはない旨主張する。しかしながら，渡里用水が本来かんがい目的

で那珂川から取水する用水であり，その桜)||への導水が飽くまで暫定的な

対策に過ぎないことは前提事実(2)エ(ｲ)のとおりであって，かんがい需要が

あれば導水できないものである。また，証拠（甲１４０，乙２Ｓの１及び

２）及び弁論の全趣旨によれば，桜川のＢＯＤ７５％値及び千波湖のＣＯ

Ｐ

Ｄ７５％値が昭和６３年１０月の渡里用水未'1用開始後に低下する傾向にあ

ることが認められる。そうすると，茨城県，水戸市及び被告には，現在禾|」

用可能な渡里用水を有効に稼働して桜川に導水しようという意欲すら欠如
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しているとはいうことができず，本件事業による各導水が開始されれば，

桜川及び千波湖の浄水効果をもたらすことを期待できるから,本件事業は，

桜川清流ルネッサンスⅡにおける水環境の改善に関する施策の一つとして

の必要性があるということができるのであって，前記原告らの主張は理由

がない。

ウ小結

以上によれば，本件事業は，霞ヶ浦並びに桜川及び千波湖の水質浄化効

果を安定的にもたらすことが見込まれるから，その必要性があるというべ

きであり，公共性があることは明らかである。

既得用水の確保

ア認定事実

前提事実及び以下に褐記する証拠並びに弁論の全趣旨によれば，以下の

Ｐ

(2)

事実が認められる。

(ｱ）那珂川における渇水

那珂川では，昭和６２年度以降以下のとおりの渇水が発生した（乙１

８の１，１０３，１０６ないし１１３，２７１，２８９の２－４７頁)。

ａ昭和６２年度

（a）昭和６２年４月２１日ないし同年５月２６１日に渇水体制がとら

れ，緊急体制まで進み，同年５月１日ないし同月１４日の１４日間

のうち１３日間において，農業用水で最大３０％，都市用水で最大

Ｐ

２０％の取水制限が行われた。

那珂川では渇水の際,塩分遡上により取水障害が発生するところ，

大杉山揚水機場は同年４月１日ないし同年６月３０日のうち２４日

間潮見運転（潮汐による塩分濃度の変化に合わせ，塩分濃度の低い

干潮時に取水し，高い満潮時には取水を停止すること）をし，１３

日間振替取水（塩分遡上による取水不能時に，上流の他施設から取
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水した水を利用すること）をし，千波湖土地改良区は同年５月２日

ないし同月１４日に振替取水をし，勝田市（現在はひたちなか市）

上水は，同年４月２２日ないし同年５月１４日に振替取水をした。

（b）当時の新聞には，勝田市で給食制度を維持するのに必要な水量の

確保困難を理由として，同市内の小中学校での授業を午前中で打ち

切り又は弁当（水筒）持参に切り替える対応が必要となったり，飲

食店や美容店の中には休業する店舗があり，田植えが遅れ，田植え

が終わった水田でも水不足で亀裂が生じたこと等が記載されてい

る。

ｂ平成２年度

渇水が平成２年８月に発生し，取水制限には至らなかったものの，

勝田市上水が，同年８月９日及び１０日に１５％の減圧給水をした。

ｃ平成５年度

渇水体制が平成５年４月１６日ないし同年５月１７日にとられ，繁

Ｐ

」

）

急体制がその後とられ，少なくとも同年４月２３日ないし同年５月３

日の１１日間において，農業用水で最大３０％；都市用水で最大２０

％の取水制限が行われた。

塩水が同年４月２５日及び同月２９日に最大で河口ないし１８６

ｋm地点まで遡上した。

大杉山揚水機場は，同月１日ないし同年６月３０日のうちの約２６

日間，揚水不能となり，約１２日間潮見運転をし，千波湖土地改良区

は取水を停止し，那珂川工業用水道及び那珂町（現在の那珂市）水道

は,同年４月２３日ないし同年５月１日までの９日間潮見運転をした。

ｄ平成６年度

渇水体制が平成６年４月１ｓ日ないし同年５月１７日にとられ，そ

の後，緊急体制まで進み，同年４月２８日ないし同年５月６日までの

Ｐ
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８日間において，取水制限が農業用水で最大１５％，都市用水で最大

ｌｏ％行われた。

塩水が，同年４月２８日，河口から１９．６km地点まで遡上した。

大杉山揚水機場及び千波湖土地改良区は同年５月３日ないし同月５

日に振替取水をし，那珂川工業用水道及び那珂町（現在の那珂市）水

道は同年４月２６日ないし同年５月２日に７日間，水戸市水道は同年

４月２８日ないし同月３０日に３日間，渡里揚水機場は同年４月２９

日に，それぞれ潮見運転をした。

ｅ平成８年度

（a）渇水体制が平成８年４月１２日ないし同年５月１０日にとられ，

その後緊急体制がとられ，同年４月２８日ないし同年５月２日に農

業用水で最大１５％,都市用水で最大１０％の取水制限が行われた。

塩水が同年４月３０日に河口から１９．５km地点まで遡上したｂ

大杉山揚水機場は同月２７日ないし同年５月２日まで，千波湖土

地改良区は同月２７日ないし同年５月３日までそれぞれ振替取水を

し，那珂川工業用水道，那珂町（現在の那珂市）水道及び水戸市水

道は同年４月２７日ないし同年５月２日に，渡里揚水機場は同年４

月２７日，同月２８日，同年５月１日及び同月２日に，それぞれ潮

見運転をした。

（b）渇水体制が同年６月３日ないし同月２６日にとられ，警戒体制が

その後とられたが，取水制限は行われなかった。

塩水が同月４日に河口から１５．３km地点まで遡上した。

（c）渇水体制が平成８年８月１２日ないし同年９月１０日にとられ，

警戒体制がその後とられた。

塩水が同年８月１３日に河口から１５．７km地点まで遡上した。

大杉山揚水機場及び千波湖土地改良区は同月１３日ないし同月２

Ｐ）

〕

Ｐ）
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４日に振替取水をした。

ｆ平成９年度

渇水体制が平成９年４月２１日ないし同年５月１６日にとられ，警

戒体制がその後とられた。

塩水が同年４月２８日に河口から１８２km地点まで遡上した。

大杉山揚水機場及び千波湖土地改良区は同年４月１７日ないし同月

２５日に潮見運転を,同月２６日ないし同年５月１４日に振替取水を，

那珂川工業用水道及び那珂町（現在の那珂市）水道は同年４月２７日

ないし同月２９日に潮見運転をした。

ｇ平成１３年度

（a）渇水体制が平成１３年４月１７日ないし同年５月２８日にとら

れ，緊急体制がその後とられ，取水制限が同年４月２７日ないし同

年５月９日に，農業用水で最大１５％，工業用水で最大１０％行わ

れた。

塩水が同年４月２７日に最大で河口から１７．８km地点まで遡上

した。

大杉山揚水機場及び千波湖土地改良区は同月２４日ないし同年５

月８日に振替取水をし，那珂川工業用水道及び那珂町（現在の那珂

市）水道は同年４月２７日ないし同年５月９日に振替取水をした。

(b）渇水体制が同年７月１３日ないし同年S月＝１日にとられ,警戒

体制がその後とられた。

塩水が同年７月１４日に最大で河口から１５．６km地点まで遡上

した。

ｈ平成１４年度

渇水体制が平成１４年４月３０日ないし同年５月２０日にとられ，

準備体制がその後とられた。

Ｐ

〕
〕

」

）

Ｐ
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塩水が同年４月３０日に最大で河口から１３９km地点まで遡上し

た。

ｉ平成１７年度

渇水体制が平成１７年４月２５日ないし同年７月４日にとられ，準

備体制がその後とられた。

塩水が同年４月２６日に最大で河口から１３．６km地点まで遡上し

た。

千波湖土地改良区は，同年４月２１日ないし同年７月１日までのう

ち５１日間潮見運転をし，同年６月２８日に揚水不能となった。

ｊ平成２１年度

渇水体制が平成２１年７月１６日ないし同月１７日にとられ，準備

体制がその後とられた。

千波湖土地改良区は同月１３日ないし同月１１６日に潮見運転をし

た。

ｋ平成２３年度

渇水体制が平成２３年７月１５日ないし同月１９日にとられ，準備

体制がその後とられた。

塩水が最大で河口から１４．７km地点まで遡上した。

千波湖土地改良区は，同月４日ないし同月１９日のうち１５日間潮

見運転をし，同月１５日には揚水不能となった．

Ｌ平成２５年度

渇水体制が平成２５年５月８日ないし同年６月２０日にとられ，準

備体制がその後とられた。

塩水が最大で河口から１６０km地点まで遡上|した。

千波湖土地改良区は，同年５月６日ないし同年６月１２日のうち，

１６日間振替取水をし，７日間潮見運転をし，１日間は揚水不能とな

Ｐ

）

Ｐ
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った゜

(ｲ）禾|]根川における渇水

利根)||では，昭和５７年度以降，以下のとおり,|渇水が発生した（乙

１８の１，１１４ないし１１９）。

ａ渇水が昭和５７年７月ないし同年８月に発生し，最大１０％の取水

制限が同年７月２０日ないし同年８月１０日の２２日間行われた。

ｂ渇水が昭和６２年６月ないし同年８月に発生し，最大で３０％の取

水制限が同年６月１６日ないし同年Ｓ月２５日の７１日間行われた。

ｃ渇水が平成２年７月ないし同年９月に発生し，最大で２０％の取水

制限が同年７月２３日ないし同年９月５日の４５日間行われた。

ｄ渇水が平成６年７月ないし同年９月に発生し,|最大で３０％の取水

制限が同年７月２２日ないし同年９月１９日の６０日間行われた。

ｅ渇水が平成８年１月ないし同年３月に発生し，最大で１０％の取水

制限が同年１月１２日ないし同年３月２７日の７５日間行われた。

また，渇水が同年８月ないし同年９月にも発生し，最大で３０％の

取水制限が同年８月１６日ないし同年９月２Ｓ日の４１日間行われ

た。

当時の新聞には，同年８月ないし同年９月に発生した渇水により，

埼玉県内の市町村の中にプールの使用中止を決めるところが出たこ

と，水田がひび割れた例，東京都大田区にあるビール工場の製造ライ

ンが－部休止したこと並びに東京都が公園の噴水及び流水施設の運転

を停止する措置を採ったことなどが報道された。

ｆ渇水が平成９年２月ないし同年３月に発生し，最大で１０％の取水

制限が同年２月１日ないし同年３月２５日の５３日間行われた。

ｇ渇水が平成１３年８月に発生し，最大で１０％の取水制限が同月１

０日ないし同月２７日の１８日間行われた。

'

へ

rＪ,

Ｐ
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(ｳ）前記(ｲ)ｃからｇの取水制限が行われた期間における，那珂｣||から利根

）||への導水可能日数（利根川栗橋地点の流量が正常流量を下回っている

日のうち野口地点の流量が正常流量を上回る日)千割合を整理すると，
最大１００％，最低で２０％，平均で７３％となる（乙１０４の１及び

2）。

イ本件事業による那珂川における渇水対策効果

（ｱ）前提事実及び前示アのとおり，那珂)||では昭和６２年ないし平成２５

年に１５回の渇水が発生しているから，渇水対策を講じる必要があると

ころ，本件事業は，那珂川の渇水時には，未'1根)||下流部及び霞ヶ浦から保

那珂)||下流部へ最大１１㎡/秒を，また，利根)||の渇水時には，那珂)|’

下流部及び霞ヶ浦から利根)||,下流部へ最大２５㎡/秒を導水することに

より，那珂｣||下流部及び利根)||下流部の既得用水の補給等流水の正常な

機能の維持と増進を図るものであり，那珂川における渇水を改善する効

果があると推認できる。
〕

(ｲ）原告らは，那珂川の渇水が，４月ないし５月の田植え時に農業用水が

一斉かつ大量に取水されることによって起きるものであり，農業用水の

取水方法を調整することにより防止できるから，本件事業によって渇水

を防止する必要』性がない旨主張し，証人嶋津暉之（以下「証人嶋津」と

いう。）作成の平成２１年２月１２日付け「霞ヶ浦導水事業に関する利

水面からの意見書」と題する書面（甲７９），平成２６年７月７日付け

「霞ケ浦導水事業に関する禾Ｉ水面からの意見書（２０１４年版)」と題

する書面（甲１１４）及び同月１８日付け「霞ケ浦導水事業に関する利

水面からの証言」と題する書面（甲１１５．以下,■併せて「嶋津意見書

等」という。）にはこれと同趣旨の記載部分があり，証人嶋津の尋問結

果にはこれと同趣旨の証言部分がある。

Ｐ

しかしながら，前示のとおり，平成２年度，平成Ｓ年度，平成２１年
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度及び平成２３年度において那珂川で渇水が発生した時期は４月及び５

月ではなく，昭和６０年ないし平成１８年の各年における４月１６日な

いし５月１５日の那珂川流域雨量（野口上流域）と日平均流量（野口地

点）を対照した結果（乙１００）によれば，雨量が少ない年は河川流量

が少なく，特に，取水制限や取水停止が行われた昭和６２年度，平成５

年度，平成６年度及び平成１３年度の渇水年には，他の年に比べ雨量及

び河川流量が著しく減少していたことが認められること，証拠（乙１Ｃ

ｌ）によれば，昭和４０年代から循環型水禾'１用の取組が那珂川周辺にお

いて行われてきたことが認められるにもかかわらず，前示のとおり渇水

が何回も発生していることからすれば，那珂川における渇水の主因が田

植え時の農業用水の取水であるということはできず，他の自然的要因が

介在する可能性があると考える外ないから，農業用水の取水の調整によ

って那珂川の渇水を防止することができるとは到底いうことができな

〆

》

い。

(ｳ）原告らは，渇水が発生して正常流量を下回っても実害がなく取水制限

に至らず,実質的には渇水といえるほどのものではないことが多いから，

渇水対策としての本件事業の必要性はない旨主張する。しかしながら，

前示のとおり，那珂川で渇水体制がとられた各年度には，振替取水や潮

見運転を行う必要が生じたこと，昭和６２年度の渇水時には給食の実施

や飲食店経営等に支障が生じるなど市民生活にも影響があったから，今

後も渇水によってそのような影響が生じる可能性があり，渇水対策の必

要性があるというべきである。

(ｴ）原告らは，野口地点ないし下国井地点で使用される農業用水が地下水

や地表水として那珂川に還流していて，那珂｣||の流量が少ないときの下

国井地点の流量が野口地点より明らかに多く，正常流量を下回ることが

ほとんどないから，那珂)||では５月の連休時に－時的に起きることがあ

Ｐ）
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る渇水体制が実際には渇水といえるほどのものではない旨主張し，証人

嶋津作成の平成２６年７月７日付け「霞ケ浦導水事業に関する利水面か

らの意見書（２０１４年版)」と題する書面（甲１１４）６５頁記載の

【図表２－３－１２】及び６７頁記載の【図表２－３－１４】によれば，

平成Ｓ年ないし平成１３年のうち，野口地点の流量が正常流量を下回っ

ている場合でも下国井地点の流量が正常流量を上回っている期間のある

ことが認められる。しかしながら，他方，前記証拠によれば，前記各図

表に，平成８年度及び平成１３年度の取水制限時の下国井地点における

流量が正常流量を下回ったことが認められ，その際の渇水体制は，文字

通り渇水に対処する必要`性に基づくものであって，実際には渇水といえ

るほどのものではない旨の前記原告らの主張を採用することはできな

Ｐ

い。
）

ウ利根)||における渇水対策の必､要`性

（ｱ）前提事実及び前示アのとおり，利根)||では渇水が昭和５７年ないし平

成１３年に８回発生しているから,渇水対策を講じる必要があるところ，

本件事業が，那珂)||の渇水時には未|]根川下流部及び霞ケ浦から那珂)||下

流部へ最大１１㎡/秒を，利根)||の渇水時には那珂)||下流部及び霞ヶ浦

から禾|]根川下流部へ最大２５㎡/秒を導水することにより，那珂川下流

部及び利根)||下流部の既得用水の補給等流水の正常な機能の維持と増進

を図るものであることは前記前提事実(3)イ(ｴ)のとおりであるから，利根

川における渇水を改善する効果があるということができる。

（ｲ）原告らは，給水制限が平成元年以降の渇水時にほとんど行われなかっ

たとして,本件事業により渇水被害を軽減させる必要がない旨主張する。

しかしながら，最大で３０％の取水制限が平成８年８月１６日ないし同

年９月２５日までの４１日間行われたこと及び当時の新聞には同年８月

ないし９月にかけて発生した渇水が，埼玉県では市町村によるプールの

Ｐ）
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使用中止及び水田のひび割れ，東京都では大田区内のピールエ場製造ラ

インの一部休止，公園の噴水，及び流水施設の作動停止措置などを招い

たことが報道されたことは前示のとおりであって，平成元年以降の渇水

が国民生活の支障となる影響を及ぼしたというべきであり，今後もこの

ような渇水による国民生活への影響がないとはいえない以上，本件事業

による未１１根)||への導水による安定した流量の確保の必要性はあるという

べきである。

（ｳ）原告らは，本件事業による那珂川から未'１根)||への導水可能日数が少な

く，渇水対策として効果がない旨も主張するが，取水制限が行われた期

間における那珂川から禾'１根)||への導水可能日数の害||合が最大１００％，

最低で２０％，平均で７３％であることは前示のとおりであって，導水

可能日数には年度により差があるものの，平均導水可能日数が７３％で

ある以上，渇水対策としての有効性は否定されない。

エ小結

以上によれば，本件事業は，那珂川及び未Ｉ根)||における渇水対策効果が

あると推認できるから，必要性があるというべきであり，公共性があるこ

とは明らかである。

(3)新規都市用水の確保の必要性

ア東京都（水道）

（ｱ）認定事実

前提事実及び以下に褐記する証拠並びに弁論の全趣旨によれば，以下

の事実が認められる。

ａ国士交通大臣は，平成２２年９月２８日付けで，関東地方整備局長

に対し，本件事業につき，検討の手順や手法を定めた「ダム事業の検

証に係る検討に関する再評価実施要領細目」に基づき，「ダム事業の

検証に係る検討」を実施するよう指示し，Ⅱ関東地方整備局は，同再評

Ｐ

〕

１
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価実施要領細日に基づき，本件事業における水質浄化，新規利水，流

水の正常な機能の維持の目的について目的別の総合評価及び総合的な

評価を行い，平成２６年５月，その最終的な内容を「霞ケ浦導水事業

の検証に係る検討報告書」として取りまとめた（乙２８９）。

ｂ関東地方整備局は，平成２３年２月１日付けで，新規利水の観点か

らの検討の一つとして，既に本件事業への参画中止の意思表示をして

いた東総広域水道企業団を除く本件各禾Ｉ水参画者に対し，本件事業参

画継続の意思確認及び水需給計画の確認に係る文書を発送したとこ

ろ，千葉市から本件事業参画継続の意思のない旨の，東総広域水道企

業団及び千葉市を除く本件各禾Ｉ水参画者からいずれも参画継続の意思

があり，従前と同じ量の開発水量を必要とする旨の各回答を受けた(乙

Ｐ

２８９）。
〕

Ｃ関東地方整備局は，同日付けで，東総広域水道企業団を除く本件各

利水参画者に対し，①需要量の推計方法の基本的な考え方が都県の長

期計画等に沿ったものであるか，需要量の推定に使用する基本的事項

（給水人口等）の算定方法が水道施設設計指針等の考え方に基づいた

ものであるか，②水道用水が水道事業又は水道用水供給事業として厚

生労働省の認可を受けたものであるか，工業用水道につき経済産業省

への届出が成されているか，③「行政機関が行う政策の評価に関する

法律」による事業の再評価を実施したか，④将来需要量とそれに対す

る水源の確保計画について,利根)|｜・荒)||水系水資源開発基本計画(通

称フルプラン）に整合するか等を中心として水需要の点検及び確認を

行うよう要請したところ，平成２５年７月１日までに回答を受け，こ

れらがいずれも履践されていることを確認した（乙２８９）。

ｄ関東地方整備局は，利水に係る検証を含む本件事業の検証の結果に

つき，パブリックコメントを経て広く学識経験を有する者や関係住民

Ｐ
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から意見を募り，これらの結果を学識経験者を委員とする平成２６年

５月８日開催の関東地方整備局事業評価監視委員会に報告し，同委員

会から本件事業の「継続」が妥当との意見を得た（乙２７４)。

さらに，国士交通省は，同意見報告を受けた上，「今後の治水対策

のあり方に関する有識者会議」での意見を聴き，「継続」することが

妥当である旨の対応方針を決定した（乙已ｇｏ)。

ｅ本件各利水参画者の本件事業の完成を前提とした平成２５年３月末

日時点の暫定豊水水利権は，東京都（水道用水）が１．４㎡/秒，千葉

県（工業用水）が０１２２㎡/秒，印旛郡市広域市町村圏事務組合（水

道用水）が０．１９３㎡/秒，茨城県（水道用水）が０．３５９㎡/秒，

茨城県（工業用水）が０４４９㎡/秒の合計２．５２３㎡/秒である。

(ｲ）小結

本件各利水参画者である東京都は，水道が都民の日常生活に直結し，

その健康を守るために欠くことのできないものであり，かつ，水が貴重

な資源であることにかんがみ，水源，水道施設及びそれらの周辺の清潔

保持並びに水の適正かつ合理的な使用に関し必要な施策を講じなければ

ならず（水道法２条１項)，当該地域の自然的社会的諸条件に応じて，

水道の計画的整備に関する施策を策定してこれを実施するとともに，水

道事業及び水道用水供給事業を経営するに当たっては，その適正かつ能

率的な運営に努めなければならないし（同法２条の２），水道事業者と

して，事業計画に定める給水区域内の需要者から給水契約の申込みを受

けたときは,正当理由のない限りこれを拒んではならないとされており，

当該水道により給水を受ける者に対し，常時水を供給しなければならな

い（同法１５条１項，２項)。

東京都は，前記給水義務等を全うする観点から本件事業において水利

権の申請を行っているところ，一方で，特別水利使用者として本件事業

Ｐ

Ｐ
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により得る水利権に対応する多額の本件事業費用の負担を負う地位にあ

るから（乙１９の４），水利権の申請に当たっては，将来の経済，社会

の発展にも寄与することができるよう，長期的な給水区域の水道需要及

び供給能力を合理的に予測した上，水道事業の適正かつ能率的な運営の

観点からその要否を慎重に検討，半Ｉ断すべきであるが，水禾'｣権の必要性

の有無についてはその申請を行う東京都の合理的な裁量に委ねられるか

ら，本件事業による東京都の新規都市用水確保の必要性が否定されるの

は，そのような水禾U権申請の判断が合理的な裁量の範囲を逸脱したと認

められる場合に限られる。

原告らは，東京都水道では，平成２４年度の時点でも，２２０万㎡／

日の余裕水源があるところ，今後も漏水の減少，生活様式の平準化，節

水が進むことにより，１人１日最大給水量の減少が続くと予想され，給

水人口も平成３２年度以降は減少傾向に向かうことになり，余裕水源が

更に拡大するから，本件事業に係る新規水利権の確保が不要である旨主

張し，嶋津意見書等にはこれに沿う記載部分があり，証人嶋津の尋問結

果にもこれに沿う証言部分がある。しかしながら，水道事業者の負担す

る前記義務に基づき安定給水を確保する観点からすれば，余裕を見込ん

で水利権を申請することが直ちに合理的な裁量の範囲を逸脱することに

はならない上，証拠（乙２Ｓ９）によれば，東京都が，水道施設設計指

針に沿い，計画給水人口に原単位を乗じた生活用水などの各用水の合計

に計画有収率，計画負荷率を考慮して将来需要量の推計をしたこと，平

成２２年度に水道水源開発施設整備事業として事業再評価を実施し，事

業の継続が妥当であるとの評価を受けたことが認められ，以上の各事実

と東京都が平成２５年３月末日時点に本件事業の運用運用開始を前提と

する暫定豊水水利権１．４㎡/秒に基づく取水を行っていることを併せ考

えれば，東京都水道の水禾Ｉ権申請の半Ｉ断が合理的な裁量の範囲を逸脱し

Ｐ

〕

Ｐ
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本件事業は，埼玉県水道の水利権確保上必要であるというべきである。

ウ九＋九里地域水道企業団（水道）

九十九里地域水道企業団は，八匝水道企業団，山武郡市広域水道企業団

及び長生郡市広域市町村圏組合への給水義務を負う水道用水供給事業者

（水道法３条５項，３１条，１５条２項）であり，同義務を全うする観点

から本件事業において水利権の申請をするに当たっては，将来の経済，社

会の発展にも寄与することができるよう，長期的な給水区域の水道需要及

び供給能力を合理的に予測した上，水道事業の適正かつ能率的な運営の観

点からその要否を慎重に検討，半Ｉ断すべきであるが，その検討に基づく半Ｉ

断が，その合理的な裁量の範囲内で行われる限り，同事業団による新規都

市用水確保の必要性が否定されることはなく，そのような水禾|｣権申請の半|］

断が合理的な裁量の範囲を逸脱したという場合に限り，その必要'性が否定

伝

,

されることになるというべきである。

原告らは，九十九里地域水道企業団では，平成２４年度の時点でも４万

６０００㎡/日を超える余裕水源があるところ，今後も漏水の減少，生活

様式の平準化，節水が進むことにより，１人１日最大給水量の減少が続く

と予想され，給水人口も今後は減少傾向に向かうことになり，余裕水源が

更に拡大するから，本件事業による水利権が不要である旨主張し，嶋津意

見書等にはこれに沿う記載部分があり，証人嶋津の尋問結果にもこれに沿

う証言部分がある。しかしながら，水道事業者の負担する前記義務に基づ

き安定給水を確保する観点からすれば，余裕を見込んで水利権を申請する

Ｐ

ことが直ちに不合理とはいえない。また，証拠（乙２８９）によれば，九

十九里地域水道企業団が，水道施設設計指針に沿い，将来人口に原単位，

計画有収率，計画負荷率を考慮して将来需要量の推計をしたこと及び平成

１６年度には水道水源開発施設整備事業として事業再評価を実施し，事業

の継続が妥当であるとの評価を受けたことが認められる。そうすると，九
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十九里地域水道企業団の水利権申請の半'|断が合理的な裁量の範囲を逸脱し

たとは認められないから，本件事業は，九十九里地域水道企業団の水利権

確保上必要であるというべきである。

エ印旛郡市広域市町村圏事務組合（水道）

印旛郡市広域市町村圏事務組合は，水道用水供給事業者（水道法３条５

項）であり，当該水道により給水を受ける者に対し，給水契約の定めると

ころにより，水を供給する義務を負う（水道法３１条，１５条２項）とい

う観点から本件事業において水利権の申請を行うに当たっては，将来の経

済，社会の発展にも寄与することができるよう，長期的な給水区域の水道

需要及び供給能力を合理的に予測した上，水道事業の適正かつ能率的な運

営の観点からその要否を|真重に検討，判断すべきものであり，その検討に

基づく判断がその合理的な裁量の範囲内で行われる限り，同事務組合によ

る新規都市用水確保の必要'性が否定されることはなく，その水利権申請の

判断が合理的な裁量の範囲を逸脱したという場合に限り，その必要性が否

〆

(〕

定されることになるというべきである。

原告らは，印旛郡市広域市町村圏事務組合では，平成２４年度の時点で

も１７万㎡／日を超える余裕水源があるところ，今後も漏水の減少，生活

様式の平準化，節水が進むことにより，１人１日最大給水量の減少が続く

と予想され，給水人口も今後は減少傾向に向かうことになり，余裕水源が

更に拡大するから，本件事業による水禾U権が不要である旨主張し，嶋津意

見書等にはこれに沿う記載部分があり，証人嶋津の尋問結果にもこれに沿

う証言部分がある。しかしながら，水道事業者の負担する前記義務に基づ

き安定給水を確保する観点からは，余裕を見込んで水利権を申請すること

が直ちに不合理とはいえない。また，証拠（乙２８９）によれば，印旛郡

市広域市町村圏事務組合が,水道施設設計指針に沿い，将来人口に原単位，

計画有収率，計画負荷率を考慮して将来需要量の推計をしたこと，平成２

Ｐ
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２年度には水道水源開発施設整備事業及び特定広域化施設整備事業として

事業再評価を実施し，事業の継続が妥当であるとの評価を受けたこと及び

平成２５年３月末日時点において本件事業の運用開始を前提とする暫定豊

水水禾|｣権０１９３㎡/秒に基づく取水を行っていることが認められる。そ

うすると，印旛郡市広域市町村圏事務組合の水禾|｣権申請の判断が合理的な

裁量の範囲を逸脱したとは認められないから，本件事業は，印旛郡市広域

市町村圏事務組合の水利権確保上必要であるというべきである。

オ千葉県（東葛，葛南地区工業用水道）

東葛，葛南地区工業用水道は，工業用水道事業者として，正当な理由が

なければ，何人に対しても，その給水区域における工業用水の供給を拒ん

ではならず（工業用水道事業法１６条)，前記給水義務を果たす観点から

'）

水利権の申請をするに当たり，将来の経済，社会の発展にも寄与すること

ができるよう，長期的な給水区域の水道需要及び供給能力を合理的に予測

した上，水道事業の適正かつ能率的な運営の観点からその要否を慎重に検

討，判断すべきものであり，その検討に基づく判断がその合理的な裁量の

範囲内で行われる限り，同工業用水事業者による新規都市用水確保の必要

性が否定されることはなく，その水利権申請の半|]断が合理的な裁量の範囲

を逸脱したという場合に限り，その必要性が否定されることになるという’

べきである。

原告らは，東葛・葛南地区工業用水道では，平成２４年度の時点でもＳ

万３０００㎡/日を超える余裕水源があるところ，今後も１日最大給水量

の減少が続くと予想され，余裕水源が更に拡大するから，本件事業による

水利権が不要である旨主張し，嶋津意見書等にはこれに沿う記載部分があ

り，証人嶋津の尋問結果にもこれに沿う証言部分がある。しかしながら，

工業用水道事業者の負担する前記義務に基づき安定給水を確保する観点か

らすれば，余裕を見込んで水利権を申請することが直ちに不合理とはいえ
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ない。また，証拠（乙２Ｓ９）によれば，東葛，葛南地区工業用水道が，

工業用水道施設設計指針に沿い，計画給水量が需要計画と同量であること

等の確認を行ったこと，平成２５年３月末日時点において本件事業の運用

開始を前提として暫定豊水水禾|｣権０．１２２㎡/秒に基づく取水を行ってい

ることが認められる。そうすると，東葛，葛南地区工業用水道の水利権申

請の判断が合理的な裁量の範囲を逸脱したとは認められないから，本件事

業は，東葛，葛南地区工業用水道の水利権確保上必要であるというべきで

ある。

力茨城県（水道）及び茨城県（工業用水道）

（ｱ）水道（利根水系）

茨城県の利根水系に関連する主な水道用水供給事業は，県西広域水道

と県南広域水道であるところ，茨城県も，東京都及び埼玉県と同様に，

水道法に基づき給水義務等を全うする観点から本件事業において水利権

の申請を行うにあたり，将来の経済，社会の発展にも寄与することがで

きるよう，長期的な給水区域の水道需要及び供給能力を合理的に予測し

た上，水道事業の適正かつ能率的な運営の観点からその要否を慎重に検

討，半Ｉ断すべきものであり，その検討に基づく判断が，地方公共団体の

合理的な裁量の範囲内で行われる限り，茨城県による新規都市用水確保

の必要性が否定されることはなく，そのような水利権申請の半,｣断が合理

的な裁量の範囲を逸脱したという場合に限り，その必要性が否定される

ことになるのは，東京都及び埼玉県の場合と同様である。

原告らは，県西広域水道及び県南広域水道では，平成２４年度の時点

でも約２１万㎡/日を超える余裕水源があるところ，今後も，日最大給

水量の減少が続くと予想され，余裕水源が更に拡大するから，本件事業

による水禾Ｉ権が不要である旨主張し，嶋津意見書等にはこれに沿う記載

部分が存在し,証人嶋津の尋問結果にもこれに沿う証言部分が存在する。

Ｐ
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しかしながら，水道事業者の負担する前記義務に基づき安定給水を確保

する観点からすれば，余裕を見込んで水利権を申請することが直ちに不

合理とはいえない。また，証拠（乙２８９）によれば，茨城県（利根水

系）が，水道施設設計指針に沿い，将来人口に原単位，計画有収率，計

画負荷率を考慮して将来需要量の推計をしたこと平成２１年度には水

道水源開発施設整備事業及び特定広域化施設整備事業として事業再評価

を実施し，事業の継続が妥当であるとの評価を受けたこと及び平成２５

年３月末日時点に水道用水として本件事業の運用開始を前提として暫定

豊水水利権０．３５９㎡/秒に基づく取水を行っていることが認められ

る。そうすると，茨城県の水利権申請の判断が合理的な裁量の範囲を逸

脱したとは認められないから，本件事業は，茨城県にとり水禾U権確保上

保

必要であるというべきである。
、

(ｲ）水道及び工業用水道（那珂，久慈水系）

原告らは，那珂，久慈水系における県中央広域水道事業及び県営工業

用水道事業においては０．５㎡/秒程度の水源が不足しており，それを本

件事業の暫定水利権に依存しているが，この不足水量は那珂｣||の流況か

らすれば微々たるものであること，那珂川では，渇水がいずれも５月連

休の短期間に田植え時期の一斉取水により引き起こされたもので，最近

の減反で起きにくく軽微なものであり，他の水系とは異なり夏期に起き

ていないのだから水利用の面で余裕があり，県中央広域水道と県央広域

工業用水道の取水地点の上流では使用後の農業用水の還流によって流量

が十分に回復しているので，導水事業なしで必要な水量を取水すること

に何の支障もないから，本件事業の運用開始を前提とする暫定水利権を

正規の水利権として扱えば問題なく，必要な水量を取水するために本件

事業は不要である旨主張し，嶋津意見書等にはこれに沿う記載部分が存

在し，証人嶋津の尋問結果にもこれに沿う証言部分が存在する。しかし

））
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ながら，嶋津意見書等でも，那珂，久慈水系における県中央広域水道事

業及び県営工業用水道事業の水源不足状態が前提となっている。また，

那珂川における渇水対策の必要性は否定できないものであること及び平

成２５年３月末日時点において本件事業の完成を前提とした暫定豊水水

利権として茨城県（水道用水）が０．３５９㎡/秒，茨城県（工業用水）

が０．４４９㎡/秒の合計０８０８㎡/秒の取水を行っていることは前示

のとおりであり，競合する水需要のあることは明らかである。そうする

と，那珂，久慈水系の水道用水事業及び工業用水道事業の水禾Ｉ権申請の

判断が合理的な裁量の範囲を逸脱したとは認められないから，本件事業

は，那珂，久慈水系の水道用水事業及び工業用水道事業の水利権確保上

必要であるということができる。

キ以上によれば，本件事業の運用開始による新規都市用水確保の必要性は

あるといわねばならず，その限りで公共性があることは明らかである。

６本件差止請求の許否（争点(6)）

（１）本件工事ないし本件事業による原告らの共同漁業権侵害の具体的危険の有

Ｐ

）

＞

》

無

原告らの有する共同漁業権に基づく妨害予防請求が認められるためには，

原告らにおいて，原告らの共同漁業権侵害の具体的危険，すなわち，原告ら

の共同漁業権の対象となる水産資源の種類毎に，漁業価値の量的又は質的な

減少若しくは毅損があり，原告らが免許された公有水面における漁獲量の有

意な減少又は漁獲品質の具体的な悪化の客観的危険があることを主張，立証

する必要があることは前示第４の１(1)イのとおりである。

そして，原告らの共同漁業権の行使が，本件工事のうち川表仮締切工事水

域における同工事実施のために一定期間禁止され，制約を受けることはいう

までもないが，従前の原告らの立証ではかかる制約により，前示の具体的危

険が生じるとまではいうことができず，その抽象的な危険があるにとどまる

Ｐ
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というべきことは前示第４の３(1)のとおりである。

また，本件事業の運用開始が，原告らが共同漁業権を有する各水産資源に
つき量的減少を招く具体的危険があるとまではいえず，その抽象的又は軽微
な危険があるにとどまるというべきことは前示第４の４のとおりである｡

(2)想定する被害の防止に関する措置の有無及びその内容，効果

また，被告が本件取水口設備として魚類の迷入防止のために有効な，取水

流速の調整，本件夜間取水停止措置並びに本件各メッシュスクリーン及び帰

還路，吹流し，誘導ロープ並びに魚返しの設置等の原告らの共同漁業権の対

象である魚種の保護対策を計画し，これらの設備が有効ではないとはいえな

いことも前示第４の４のとおりである。

(3)侵害行為の持つ公共性ないし公益上の必要性の内容と程度

そして，前示第４の５の事実によると，本件事業には，以下の公共性ない

し公共的利益の維持増進効果があるということができる。

まず，本件事業の運用開始は，那珂)||及び利根)||と霞ヶ浦の各化学物質の

濃度差により，霞ケ浦の全窒素濃度及び硝酸態窒素濃度をそれぞれ平成１３

年度ないし成２１年度の平均値より減少させる効果及び全リン濃度を希釈す

る効果を期待でき（反面，的確で客観的な証拠がないため，那珂川の河)||水

に含まれる溶解性オルトリン酸態リンが霞ケ浦に流入することで霞ヶ浦のア

オコが増殖する結果になるとはいえない｡），那珂)||及び利根)||のＣＯＤ値

が霞ケ浦よりも低いため霞ケ浦のＣＯＤを希釈する効果を期待でき，その水

質浄化効果をもたらすというとができ，第６期水質保全計画における水質保

全対策の一つとして必要であるというべきである。

また，桜川のＢＯＤ７５％水質値及び千波湖のＣＯＤ７５％水質値が昭和

６３年１０月の渡里用水利用開始後に低下する傾向にある反面，渡里用水が

かんがい期には禾Ｉ用できない暫定的なものであることに照らせば，本件事業

による那珂川からの導水が開始されることは，桜)'|及び千波湖の浄水効果を

’
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安定的にもたらし，本件事業は，桜川清流ルネッサンスⅡにおける水環境の

改善に関する施策の一つとして必要であるというべきである。

次に，本件事業は，那珂川下流部及び禾'｣根)'|下流部の既得用水の補給等流

水の正常な機能の維持と増進を図るものであり，那珂川における渇水を改善

する効果を有し，かつ，利根)'|における渇水対策効果も有するから，既得用

水の確保上必要であるというべきである。

さらに，本件事業は，東京都，埼玉県，九＋九里地域水道企業団（水道)，

印旛君旧市広域市町村圏事務組合（水道)，千葉県（東葛，葛南地区工業用水

道)，茨城県（水道）及び茨城県（工業用水道）の新規都市用水等水利権確

保上必要であるというべきである。

(4)結論

以上によると，本件工事の施工ないし本件事業の運用開始による原告らの

共同漁業権侵害の危険は，そもそも物権的妨害予防請求権の成立要件を満た

す具体的な危険に当たらず，かつ，本件事業では，想定される被害の未然の

防止措置が一応講じられており，他方，本件事業の運用開始には，霞ケ浦の

全窒素及び硝酸態窒素全リンの濃度並びにＣＯＤを希釈し，桜川及び千波湖

を安定的に浄水するという効果があるとともに，既得用水の維持及び関東近

県の新規都市用水等水禾U権確保の必要を満たすという，公共性ないし公益上

の必要性があるということができるから，本件工事の施工ないし本件事業の

運用開始が一般社会生活上の受忍すべき限度を超える違法なもので，本件差

止請求を許すべきものとまではいうことができない。もっとも，本件事業の

運用次第では，原告らの共同漁業権が侵害される具体的危険が発生する可能

性があるから，被告においては，本件事業の運用開始以降も，原告らを含む

未Ｉ害関係人に対し，その運用計画について＋分な説明を尽くし，その意見を

真蟄に受け止め，原告らの共同漁業権が対象とする魚介類毎に資源量の減少

の有無及びその減少があるときには，本件事業の運用とその減少との間の因

が

］

'
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果関係の有無についての調査研究体制を確立して，本件事業の運用方法を随

時見直し，これによる那珂川，個沼川及び個沼周辺の漁業環境への影響が最

小限に抑制されるよう不断の努力をすることが切に望まれる。

結論第５

以上によれば，原告らの請求はいずれも理由がないからこれを棄却すること

とし，主文のとおり判決する。

水戸地方裁判所民事第１部

－

裁判長裁判官 日下部 克 通

裁判官 鈴 木 義 和

」

１

裁判官 高 橋 静 子

￣△
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水質汚濁に係る環境基準について

別紙亘

環境省＞瓊撞f透士二調査i宣呆蓋＞環境基塗

水質汚濁に係る環境基準について

昭和46年12月28日

環境庁告示第59号

改正昭49環告63.昭50環告3.昭57環告41.環告140．昭60環告29.昭61環告１.平3環告78.平5環告

16.環告65.平7環告17.平10環告１５.平11環告14.平12環告22.平15環告123

公害対策基本法(昭和42年法律第132号)第9条の規定に基づく水質汚濁に係る環境基準

を次のとおり告示する。

環境基本法(平成５年法律第91号)第16条による公共用水域の水質汚濁に係る環境上の

条件につき人の健康を保護し及び生活環境(同法第２条第s項で規定するものをいう。以下

同じ｡)を保全するうえで維持することが望ましい基準(以下｢環境基準｣という｡）は､次のとお

りとする。

＝

第１環境基準

公共用水域の水質汚濁に係る環境基準は､人の健康の保護および生活環境の保全に

関しそれぞれ次のとおりとする。

１人の健康の保護に関する環境基準

人の健康の保護に関する環境基準は､全公共用水域につき別表1の項目の欄に掲

げる項目ごとに､同表の基準値の欄に掲げるとおりとする。

２生活環境の保全に関する環境基準

（１）生活環境の保全に関する環境基準は､各公共用水域につき､別表２の水域類型の

欄に掲げる水域類型のうち当該公共用水域が該当する水域類型ごとに、同表の基準

値の欄に掲げるとおりとする。

（２）水域類型の指定を行うに当たっては､次に掲げる事項によること。

ア水質汚濁に係る公害が著しくなっており、又は著しくなるおそれのある水域を優先

すること。

イ当該水域における水質汚濁の状況､水質汚濁源の立地状況等を勘案すること。

ウ当該水域の利用目的及び将来の利用目的に配慮すること。

工当該水域の水質が現状よりも少なくとも悪化することを許容することとならないよう

に配慮すること。

オ目標達成のための施策との関連に留意し､達成期間を設定すること。

力対象水域が､２以上の都道府県の区域に属する公共用水域(以下｢県際水域｣とい

う｡)の一部の水域であるときは､水域類型の指定は､当該県際水域に関し､関係

都道府県知事が行う水域類型の指定と原貝Ｉとして同一の日付けで行うこと。

）

Ｊ
Ｊ

〕

》

｜
～

Ｉ 第２公共用水域の水質の測定方法等

環境基準の達成状況を調査するため､公共用水域の水質の測定を行なう場合には､次

の事項に留意することとする。

（１）測定方法は､別表1および別表2の測定方法の欄に掲げるとおりとする。

この場合においては､測定点の位置の選定､試料の採取および操作等について

は､水域の利水目的との関連を考慮しつつ､最も適当と考えられる方法によるものと

１３＄



水質汚濁に係る環境基準について

する。

(2)測定の実施は､人の健康の保護に関する環境基準の関係項目については､公共用
水域の水量の如何を問わずに随時､生活環境の保全に関する環境基準の関係項目
については､公共用水域が通常の状態(河川にあっては低水量以上の流量がある場

合､湖沼にあっては低水位以上の水位にある場合等をいうものとする｡）の下にある
場合に､それぞれ適宜行なうこととする。

(3)測定結果に基づき水域の水質汚濁の状況が環境基準に適合しているか否かを判
断する場合には､水域の特性を考慮して､２ないしs地点の測定結果を総合的に勘案
するものとする。

第３環境基準の達成期間等

環境基準の達成に必要な期間およびこの期間が長期間である場合の措置は､次のとお

りとする。

１人の健康の保護に関する環境基準

これについては､設定後直ちに達成され､維持されるように努めるものとする。

２生活環境の保全に関する環境基準

これについては､各公共用水域ごとに､おおむね次の区分により､施策の推進とあい

まちつつ､可及的速かにその達成維持を図るものとする。

（１）現に著しい人ロ集中、大規模な工業開発等が進行している地域に係る水域で著し

い水質汚濁が生じているものまたは生じつつあるものについては､５年以内に達成す

ることを目途とする｡ただし､これらの水域のうち､水質汚濁が極めて著しいため､水

質の改善のための施策を総合的に講じても､この期間内における達成が困難と考え

られる水域については、当面､暫定的な改善目標値を適宜設定することにより､段階

的に当該水域の水質の改善を図りつつ､極力環境基準の速やかな達成を期すること

とする。

（２）水質汚濁防止を図る必要のある公共用水域のうち､(1)の水域以外の水域について

は､設定後直ちに達成され､維持されるよう水質汚濁の防止に努めることとする。
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第４環境基準の見直し

１環境基準は､次により、適宜改訂することとする。

（１）科学的な判断の向上に伴う基準値の変更および環境上の条件となる項目の追加等

（２）水質汚濁の状況､水質汚濁源の事情等の変化に伴う環境上の条件となる項目の追

加等

（３）水域の利用の態様の変化等事情の変更に伴う各水域類型の該当水域および当該

水域類型に係る環境基準の達成期間の変更

２１の(S)に係る環境基準の改定は､第１の２の(2)に準じて行うものとする。

一当べ

別表１

別表２
１

人の健康の保護に閏する環境基射

生活環境の保全に関する環境基準

河川

（１）河川(湖沼を除く｡）

(2)湖沼(天然湖沼及び貯水量が1,000万立方メートル以上であり、かつ､水の滞昏
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問が４ 日間以上である人工湖）

２海域

nｓ



別表１人の健康の保護に関する環境基準[水質汚濁に係る環境基準］

水質汚濁に係る環境基準について量重道＞環境統計･調査結果等＞1重重量茎＞

別表１人の健康の保護に閏する環境基準
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硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素

｡

10ｍｇ／1以下 硝酸性窒素にあっては規格43.2.1,432.3又は
43.2.5に定める方法､亜硝酸性窒素にあっては規

項目 基準値 測定方法

カドミウム 0.01ｍｇ／１以下
日本工業規格KO102(以下｢規格｣という。）55に定

める方法

全シアン 検出されないこと。
規格38.1.2及び38.2に定める方法又は規格38.1.2

及び38.3に定める方法

鉛 0.01ｍｇ／１以下 規格54に定める方法

六価クロム 0．０５ｍ９／1以下 規格65.2に定める方法

砒素 0.01ｍｇ／１以下 規格61.2,61.3又は61.4に定める方法

総水銀 00005ｍｇ／１以下 付表1に掲げる方法

アルキル水銀 検出されないこと。 付表2に掲げる方法

ＰＣＢ 検出されないこと。 付表３に掲げる方法

ジクロロメタン ００２ｍｇ／１以下
日本工業規格KO125の5.1,5.2又は５．３２に定める

方法

四塩化炭素 0.002ｍｇ／1以下
日本工業規格KO125の５．１，５２，５．３１，５４１又は

5.5に定める方法

1,2-ジクロロエタン 0.004ｍｇ／1以下
日本工業規格KO125の5」、5.2,5.3.1又は5.3.2に

定める方法

1,1-ジクロロエチレン 0.02ｍｇ／１以下
日本工業規格KO125の5.1,5.2又は5.3.2に定める

方法

シスー1,2-ジクロロエチレン 004ｍｇ／Ｉ以下
日本工業規格KO125の5.1,5.2又は5.3.2に定める
方法

1,1,1-トリクロロエタン 1ｍｇ／１以下
日本工業規格KO125の5.1,5.2,5.3.1,5.4.1又は

5.5に定める方法

1,1,2-トリクロロエタン 0006ｍｇ／1以下
日本工業規格KO125の5.1,5.2,5.31,541又は
5.5に定める方法

トリクロロエチレン 0.03ｍｇ／１以下
日本工業規格KO125の5.1,5.2,5.3.1,5.4」又は
5.5に定める方法

テトラクロロエチレン 0.01ｍｇ／１以下
日本工業規格KO125の5.1,5.2,5.3.1,5.4.1又は
5.5に定める方法

1,3-ジクロロプロペン 0.002ｍｇ／1以下
日本工業規格KO125の5.1,5.2又は5.3.1に定める
方法

チウラム 0.006ｍｇ／１以下 付表4に掲げる方法

シマジン 0.003ｍｇ／１以下 付表5の第１又は第２に掲げる方法

チオベンカルブ 0.02ｍｇ／１以下 付表5の第１又は第２に掲げる方法

ベンゼン 0.01ｍｇ／1以下
日本工業規格KO125の5.1,5.2又は5.3.2に定める
方法

セレン 0.01ｍｇ／|以下 規格67.2,67.3又は67.4に定める方法



人の健康の保護に関する環境基準[水質汚濁に係る環境基準］別表１
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い

備考

１基準値は年間平均値とする｡ただし､全シアンに係る基準値については､最高値とする。

２「検出されないこと｣とは､測定方法の欄に掲げる方法により測定した場合において､その結果が当該方法の

定量限界を下回ることをいう｡別表２において同じ。

３海域については､ふっ素及びほう素の基準値は適用しない。

４硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の濃度は､規格4321,4323又は43.25により測定された硝酸イオンの濃度に

換算係数0.2259を乗じたものと規格43.1により測定された亜硝酸イオンの濃度に換算係数0.3045を乗じたもの
の和とする。

）

]1２３

|格431に定める方法

ふっ素 0.8ｍ９／１以下

規格34.1に定める方法又は規格34.1(c)(注(6)第三

文を除く｡）に定める方法(懸濁物質及びイオンク

ロマトグラフ法で妨害となる物質が共存しない場合

にあっては､これを省略することができる。）及び付

表６に掲げる方法

ほう素 1ｍｇ／Ｉ以下 規格47.1,47.3又は47.4に定める方法



生活環境の保全に関する環境基準(河川）［水質汚濁に係る環境基準］別表２
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>環境統計･調査結果霊＞還重蔓菫＞重重省

別表２生活環境の保全に関する環境基準

１河川

（１）河川(湖沼を除く。）
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項
目
類
型

利用目的の

適応性

基準値

水素イオン

濃度

(ｐＨ）

生物化学的

酸素要求量

(ＢＯＤ）

浮遊物質量

(ＳＳ）

溶存酸素量

(ＤＯ）

大腸菌群数

該当水域

Ａ
Ａ

Ａ

Ｂ

Ｃ

，

Ｅ

水道1級

自然環境保全

及びＡ以下の

欄に掲げるも

の

水道2級

水産1級

水浴

及びＢ以下の

欄に掲げるも

の

水道3級

水産2級

及びｃ以下の

欄に掲げるも

の

水産3級

工業用水1級

及びＤ以下の

欄に掲げるも

の

工業用水2級

農業用水

及びＥの欄に

掲げるもの

工業用水3級

環境保全

6.5以上

8.5以下

6.5以上

8.5以下

6.5以上

8.5以下

6.5以上

以下

6.0以上

8.5以下

以上

以下

1ｍｇ/Ｉ

以下

２ｍｇ/Ｉ

以下

３ｍ９/Ｉ

以下

５ｍｇ/Ｉ

以下

８ｍ９

以下

/Ｉ

1０ｍ９

以下

/Ｉ

2５ｍ９

以下

/’

25ｍｇ/Ｉ

以下

25ｍｇ/Ｉ

以下

50ｍｇ/Ｉ

以下

1００ｍ９

以下

/Ｉ

ごみ等の浮

遊が認めら

れないこと。

7.5ｍｇ/Ｉ

以上

7.5ｍｇ/１

以上

5ｍｇ/１

以上

5ｍｇ/Ｉ

以上

2ｍｇ/’

以上

2ｍｇ/１

以上

50ＭＰＮ／

100,1以下

1,ＯＯＯＭＰＮ／

100,1以下

5,ＯＯＯＭＰＮ／

100,1以下

第１の2の

(2)により水

域類型ごと

に指定する

水域
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別表２生活環境の保全に関する環境基準(河Ill）［水質汚濁に係る環境基準］

程度の計測

結果の得ら

れる方法

の計測結果

の得られる

方法

備考

１基準値は、日間平均値とする(湖沼､海域もこれに準ずる｡）。

２農業用利水点については､水素イオン濃度6.0以上7.5以下､溶存酸素量5mg/1以上とする(湖沼も

これに準ずる｡）。

３水質自動監視測定装置とは､当該項目について自動的に計測することができる装置であって､計

測結果を自動的に記録する機能を有するもの又はその機能を有する機器と接続されているものを

いう(湖沼海域もこれに準ずる｡）。

４最確数による定量法とは､次のものをいう(湖沼､海域もこれに準ずる｡）。

試料10m１，１ｍ1,0.1ｍ1,001ｍl……のように連続した4段階(試料量が0.1ｍl以下の場合は1ｍlに

希釈して用いる｡)を5本ずつBGLB醗酵管に移殖し､３５～37℃､４８±３時間培養する｡ガス発生を

認めたものを大腸菌群陽性管とし､各試料量における陽性管数を求め、これから100ｍI中の最確

数を最確数表を用いて算出する｡この際､試料はその最大量を移殖したものの全部か又は大多数

が大腸菌群陽性となるように､また最少量を移殖したものの全部か又は大多数が大腸菌群陰性と

なるように適当に希釈して用いる｡なお､試料採取後､直ちに試験ができない時は､冷蔵して数時

間以内に試験する。

￣

(注）１自然環境保全：

２水道1級：

水道2級：

水道3級：

３水産1級：

自然探勝等の環境保全

ろ過等による簡易な浄水操作を行うもの

沈殿ろ過等による通常の浄水操作を行うもの

前処理等を伴う高度の浄水操作を行うもの

ヤマメ､イワナ等貧腐水性水域の水産生物用並びに水産2級及び水産３

級の水産生物用

サケ科魚類及びアユ等貧腐水性水域の水産生物用及び水産ｓ級の水産

生物用

コイ､フナ等､６－中腐水性水域の水産生物用
沈殿等による通常の浄水操作を行うもの

薬品注入等による高度の浄水操作を行うもの

特殊の浄水操作を行うもの

国民の日常生活(沿岸の遊歩等を含む｡)において不快感を生じない限度

水産2級：

水産3級：

４工業用水1級：

工業用水2級：

工業用水3級：

５環境保全：
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|’生物Ａの水域のうち、生物Ａの欄に

項
目
類
型

水生生物の生息

状況の適応性

基準値

全亜鉛

該当水

域

生

物Ａ

イワナ､サケマス

等比較的低温域

を好む水生生物

及びこれらの餌

生物が生息する

水域

0.03ｍｇ/１以下
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生活環境の保全に関する環境基準(河111）［水質汚濁に係る環境基準］別表２
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'］
』 」

、

Ｌ
０
王
忌
》
］
｜
崖
に

Ｐ

備考

１基準値は､年間平均値とする。（湖沼､海域もこれに準ずる。）

△

lSjZ

■､ilI蕊0.03ｍｇ/｜以下 Ⅱ
生

物Ｂ

コイ､フナ等比較

的高温域を好む

水生生物及びこ

れらの餌生物が

生息する水域

0.03ｍｇ/１以下

生

物

特Ｂ

生物Ｂの水域の

うち、生物Ｂの欄

に掲げる水生生

物の産卵場(繁

殖場)又は幼稚

仔の生育場として

特に保全が必要

な水域

０．０３ｍｇ/１以下

測定方法

規格53に定める方法(準備

操作は規格53に定める方

法によるほか､付表ｇに掲

げる方法によることができ

る｡また､規格53で使用す

る水については付表gの１

(1)による。）
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生活環境の保全に関する環境基準(湖沼）［水質汚濁に係る環境基準］別表２

水質汚濁に係る環境基。環境省＞環境統計･調査結果等＞環境基塞＞ について

別表２生活環境の保全に関する環境基準

１河川

（２）湖沼(天然湖沼及び貯水量が1,000万立方メートル以上であり、かつ､水の滞留時間が４日間以

上である人工湖）

ア

項
目
類
型

備考

水産1級､水産2級及び水産3級については、当分の間､浮遊物質量の項目の基準値は適用しな
い。

Ｉ jLS二

項
目
類
型

利用目的の

適応性

基準値

水素イオン

濃度

(ｐＨ）

化学的酸

素要求量

(ＣＯＤ）

浮遊物質量

(ＳＳ）

溶存酸素量

(ＤＯ）

大腸菌群数

該当水域

Ａ
Ａ

Ａ

Ｂ

Ｃ

水道1級

水産1級

自然環境保全

及びＡ以下の

欄に掲げるも

の

水道２，３級

水産2級

水浴

及びＢ以下の

欄に掲げるも

の

水産3級

工業用水1級

農業用水

及びＣの欄に

掲げるもの

工業用水2級

環境保全

以上

以下

以上

8.5以下

6.5以上

8.5以下

6.0以上

8.5以下

ｸﾞヘ

1ｍｇ/Ｉ

以下

３ｍｇ/Ｉ

以下

５ｍｇ/Ｉ

以下

８ｍｇ/’

以下

1ｍｇ/Ｉ

以下

５ｍｇ/Ｉ

以下

1５ｍ９

以下

/Ｉ

ごみ等の浮

遊が認めら

れないこと。

7.5ｍｇ/１

以上

7.5ｍｇ/Ｉ

以上

5ｍｇ/Ｉ

以上

２ｍ９/１

以上

50ＭＰＮ／

100,1以下

1,ＯＯＯＭＰＮ／

100,1以下

第１の2の

(2)により水

域類型ごと

に指定する

水域

測定方法

規格121に

定める方法

又はガラス

電極を用い

る水質自動

監視測定装

置によりこ

れと同程度

の計測結果

の得られる

方法

規格17に定

める方法

付表Ｂに褐

げる方法

規格32に定

める方法又

は隔膜電極

を用いる水

賃自動監視

測定装置に

よりこれと同

程度の計測

結果の得ら

れる方法

最確数による

定量法
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の保全に関する環境基準(湖沼）［水質汚濁に係る環境基準］別表２生活環境

自然探勝等の環境保全

ろ過等による簡易な浄水操作を行うもの

沈殿ろ過等による通常の浄水操作､又は､前処理等を伴う高度の浄水操
作を行うもの

ヒメマス等貧栄養湖型の水域の水産生物用並びに水産2級及び水産3級
の水産生物用

サケ科魚類及びアユ等貧栄養湖型の水域の水産生物用及び水産ｓ級の

水産生物用

コイ､フナ等富栄養湖型の水域の水産生物用

沈殿等による通常の浄水操作を行うもの

薬品注入等による高度の浄水操作､又は､特殊な浄水操作を行うもの

国民の日常生活(沿岸の遊歩等を含む｡)において不快感を生じない限度

自然環境保全：

水道1級：

水道２，３級：

(注）１

２

３水産1級：

水産2級：

水産3級：

４工業用水1級：

工業用水2級：

５環境保全：

イ

＝） 項
目
類
型

Ⅲ
Ｉ
Ⅱ
Ⅲ
ｖ

｛

06mg'|以下'005mg'|以下

Ｐ

備考

１基準値は年間平均値とする。

２水域類型の指定は､湖沼植物プランクトンの著しい増殖を生ずるおそれがある湖沼について行う
ものとし､全窒素の項目の基準値は､全窒素が湖沼植物プランクトンの増殖の要因となる湖沼につ
いて適用する。

３農業用水については､全燐の項目の基準値は適用しない。

(注）１自然環境保全：

２水道1級：

水道2級：

自然探勝等の環境保全

ろ過等による簡易な浄水操作を行うもの

沈殿ろ過等による通常の浄水操作を行うもの

1３３

項
目
類
型

利用目的の適応性 基準値

全窒素 全燐

該当水域

Ｉ

1１

111

1Ｖ

Ｖ

自然環境保全及び'1以下の欄に褐

げるもの

水道１，２，３級(特殊なものを除

〈。）

水産1種

／

水浴及び'11以下の欄に掲げるもの

水道3級(特殊なもの)及び1V以下

の欄に掲げるもの

水産2種及びVの欄に掲げるもの

水産3種

工業用水

農業用水

環境保全

０１ｍｇ/|以下

0.2ｍｇ/Ｉ以下

04mg/１以下

0.6ｍｇ/１以下

1ｍｇ/1以下

下

05ｍｇ/l以

0.01ｍｇ/1以下

0.03ｍｇ/1以下

００５ｍｇ/１以下

0.1ｍｇ/１以下

第１の２の(2)により水域類型

毎に指定する水域

測定方法

規格45.2,

45.3又は45.4

に定める方

法

規格46.3に定

める方法



■二口■■■■■■■■■□＆頤●匁公竃でばｐ・可ＶＴであま－Ｊ且」已択汀・殴二（乎左弓巧訂日戟勺・いひ「一審谷研底ｃらｑは＆巷こら△誘征汀欧古岑淨葬巧缶已仏ご曰、■

別表２生活環境の保全に関する環境基準(湖沼）[水質汚濁に係る環境基準］

前処理等を伴う高度の浄水操作を行うもの(｢特殊なもの｣とは､臭気物質
の除去が可能な特殊な浄水操作を行うものをいう｡）

サケ科魚類及びアユ等の水産生物用並びに水産2種及び水産3種の水
産生物用

ワカサギ等の水産生物用及び水産3種の水産生物用

コイ､フナ等の水産生物用

国民の日常生活(沿岸の遊歩等を含む｡)において不快感を生じない限度

水道3級：

３水産1種：

水産2種：

水産3種：

４環境保全：

ウ

＝

ｉ
ｉ
ｉ

￣

ＸＳ畠

項
目
類
型

水生生物の生息

状況の適応性

基準値

全亜鉛

該当水

域

生

物Ａ

生

物

特Ａ

生

物Ｂ

生

物

特Ｂ

イワナ､サケマス

等比較的低温域

を好む水生生物

及びこれらの餌

生物が生息する

水域

生物Ａの水域のう

ち､生物Ａの欄に

掲げる水生生物

の産卵場(繁殖

場)又は幼稚仔

の生育場として特

に保全が必要な

水域

コイ､フナ等比較

的高温域を好む

水生生物及びこ

れらの餌生物が

生息する水域

生物Ｂの水域の

うち､生物Ｂの欄

に掲げる水生生

物の産卵場(繁

殖場)又は幼稚

仔の生育場として

特に保全が必要

な水域

0.03ｍｇ/１以下

0.03ｍｇ/１以下

0.03ｍｇ/１以下

003ｍｇ/１以下

第１の２

の(2)に

より水

域類型

ごとに

指定す

る水域

測定方法

規格53に定める方法(準備

操作は規格53に定める方

法によるほか､付表gに掲

げる方法によることができ

る｡また､規格53で使用す

る水については付表ｇの１

(1)による。）
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原告らと被告の仔あゆ降下量の調査期間を比較すると､被告は平成4年､平成5年及び平成１３年ないし１６年の６年間調査を実施し､降下鬘の全体を
把握するための調査(調査年度|こより達いばあるが､同一年に９月ないし１月にわたって調査)を５年間(平成4年を除く)実施している。これに対し〈原告ら
の主張は同一年に１０月ないし１２月に調査を実施したのは平成22年の１年間のみである｡また､２４時間調査も被告は平成4年及び平成１３年ないし１５
年の4年間で延べ２８日間実施している｡これに対し､原告らの主張は平成21年に５日間実施したものにすぎない.
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栃木県水産試験場業務報告書及び同場研究報告に第162号証の３～１２)における

舞巍紗鐡下呂鰯i霧Ｉ甑i蕊鐵M黛銚､講．露鱸蝋1ii蟇鱒 ！
栃木県水産試験場業務報告醤(Ｚ第162号証の３～4)及び同場研究報告(乙第162号証の５～１２)に報告されている那珂川の仔あゆ
の流下量の季節変動の図及び文書に基づき被告が復元した図を左表の様に縦に並べ１０月～１２月の仔あゆの流下傾向を確認すると、
調査が実施された平成3年～平成１２年の１０年間､流下量は１０月及び１１月の2ヶ月間で概ね70～100％で､流下のピークは年によっ
て変化しているが､仔あゆの流下時期は１０月及び１１月が中心である。

平成年
(西暦）

綴肛番号

乙第号証
備考被告復売向１０月1.1月１２月

Ｉ＜-＞0＜－＞I＜－＞
摘要頁ＮＣ
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の四五ＩＵＷ１平箆ﾕ年IIB１日から12月２６日まで

②何ヨ１回､、G回其院し､３回は24騎悶Ⅸ丑.hhの５回は20軒'二圧IMMを
行ったり

③)l#]nl1中のl鑓些證下仔アユ蚊は３１型００千尾．１１月１日に25月00千鰯

と期間内の通大伍巻示し１１月2BBIﾆﾌﾕ2B千尾と蕊2ピークを示した．
3)l曾宝霊下仔アユ敵の経時変化壱みるとニピークは21吋から泣時で､１１
月中は双趙型.12月には岨障型を示した.
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ｌ減せすに薮城する杠楓を示Ｌ､１月５日まで仔魚の冠
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仔父流下初観察＝１０月珂白
冤下仔辿丘笈楓寮日=二１月５曰

uDUbF。､u(’'６月ＧＢ6,らUP110B江疋

Z)屋'三1沮問ごと'二.午lULD時より5分蔵の五下仔公匝典芒行った．
刀仔ｱﾕの呂匠Ｔｌ上10月4日に初めて奴察．
④政はI1n9Blニピーク音読した．
③翼下のEu鰭BHilUI1土W１年より1週1M1.羨下のピークは前年よりおよそ.2if

⑤12月6日に鮪2のﾋﾟｰｸがみられ､その&k窒滅．
①１月5日まで仔アユの宝下が皿察された．
E〕河川水里から産闘期を推定したところ､本年の産卵"Iは昨年より数日
通れ.一週1mほど早く鍵了した七のし符預された．
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弓魚芙下初奴窯＝１０月９日
震下仔魚最終座漂已＝]Ｚ目1Ｇ日

①)n畳凶1W１０月11日からIz月25Ｂまで
⑭'三IZ1副同ごﾋﾘﾆ.正碍で午伐､筒より５分ｍの包下仔臥媒皿を行っ

に．

3)仔アユの謎下は10月9日に初めて奴溌され.ＩＤ月22日と11月12日にIＺ

がに多かった雅曙で.F｣年に比べ極めて少ない状現であった．
3M千アユの茂下は12月15日まで配められﾌﾟﾆ。
動平成B年の仔アユ墜寵下蝕を推定したところ.》'250万尾と算出されＩ二，
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仔魚麦下初饗起日＝１０月Ｔ日
露下汗全量耀鐸製B＝11月ZGＢ

①風麦囲厩ＢＦ腿MfDハ10日から１２月17日
の犀ＩＰＩとして1週間旨と'二.午伐り時から５分田.ＺＴ仔血Ｅは瓜
⑪f子アユはIOF1IBからI1H26BI二かけて輝渠された．
④ｌｚ凝致が多かつﾒﾆのはＩＤＲ下旬から11月上旬にかけてて､この頃が
流下のＥＩＮだった｣脅えられる．

愈比詫下散は約2.177万尾と瓦出されﾌﾟﾆ.
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仔艮茂下初房隻角＝１０月１５Ｂ

痴下仔免匠終採窪B=１２月２８日

①澱蚤lUUUluF塵'0幻.1,月2日から平潅】Ⅱ年１月4日

,刀反IEIとLて通に１回､午lADIOからS分閣.量下する仔凸を匪毎Lﾌﾟｰｰ
③アユ仔魚l±10月15日から12月２８日にかけて巨星された。
④t里＝1Wが厩かつたのは1,月下旬から11月下旬【二かけてで.このuXが
玉下の便りmだったと考えられる.
Gnl:2宝下致は約6値1.084万尾と算出された.趣去6年､､で通も多かった．
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仔fh天下初鐸垂巳=１０月１ｓＢ
駈下仔負凪鰹鰹圧B=11,25曰

､風資斯価平成11年９月1ｄＢからB9H6B

2願lHとLて題'二1回.午世9吋から5分mＭＥＴ仔公芒艮IHIリニ．
Z)アユ仔向はIC月15日からU1n25BI二かけて住湿〔された．

ﾖﾘ呆泉並が証かつﾌﾞﾆのは10月中旬と11月上旬で､この頃が壷下の盛期
Ｅっ上と宮えられる．

ISHlE憂下盆|±ぬ1.355万尾と算出された.追王7年、でz暑目に少なかつ
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文献及び平成21(2009)年のヤマトシジミの生息域調査結果を更ると､洞沼川(O～8km)では､約3kｍより上流から洞沼湖

尻(8km)までに多く生息し､水深の深い箇所にも生息が確認された｡洞沼(8～16km)は､水深が1～2m程度の水深が浅い
湖岸部に多く生息し､水深が深くなるほど生息密度が低くなる傾向にあり、水深が深い湖心部周辺にはヤマトシジミの生
息がほとんど確認されなかった。

鴬

、ＪＪ

１ Ｆ=＝

⑥０

．１…ＩＤＯ
低ＮＯ１密５０｡

Ｂ５０１～1000
⑤１脚１～５噸⑩

2.0ｋ

Ｈ２ＭＯ員～１１層
ざＨａｌＭ２
４Ｄｋ

6.0ｋ

０ｋ
ヤマトシジミ成貝(個体/mf2）

.■

ＸＯ
LＶ

ノ

6.0

８ 。１００ 4.0ｋ dQDJq

霧 5,000

噸
⑪
噸 ８０ｋ

●５ １０`000

０．０ｋ

５

那珂川

、､i藷<橋3１ １２．０ｋ

川

蘇海Ｉ
iii灘

艀，
４

鱒沼)
澗沼湖尻

(単位:慣/、 ）
下石崎

JCL＿、

>固沼採泥器によるヤマトシジミ採築量（根本’２００画一
１０k日

;固;召下流

出典等)※左図： ｢桑原ら;下流洞沼川におけるヤマトシジミ浮遊幼生の挙動特性､海岸エ学諭文集第５０巻(2003),土木学会1106-1110」
￣￣~－．．－－－－已圭塁一琴空血トLlz璽二造仁弱舂挙里弄土,上に作成

協議再鋼｢］



Ｌ９８０００－Ｃｌ旦平

れは正本である。こ

上

平成２７年７月１７日●
●

０
●

●

『川『河（」

’’一一一一》■一一一』 ’’’一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一
部
健

一弟

騨
萌
冊
讓

辮
蜥
舳
裁

一
Ｐ

水
●

い￣．。．…＿…も.－，…感‘・阜二－－

し

水戸１３－０００８６１


